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報告書の概要 
本調査は、モンゴル政府が計画している新空港周辺都市（新Zuunmod）開発について計画

をレビューし、特に短期・中期的に事業化することが重要と考えられている物流センター、

自由地域（FZ: Free Zone）及び対象地区の基礎インフラについて今後の整備を進めていく

上での課題や必要となる対応事項の整理を行い、事業化に向けたロードマップとしてまと

め、JICAの協力方針を検討することを目的としている。 

調査開始時は、2019年に閣議決定された「新国際空港衛星都市マスタープラン（新空港衛

星都市MP）」に基づく検討が想定されていたが、調査開始後、新Zuunmod（ズーンモド）

の計画が見直しされ、モンゴル政府が新Zuunmodを含むKhushig（フシグ）谷を一体的に開

発する「Khushig谷における新都市の総合計画」（以下、「Khushig谷新都市総合計画」とす

る。）を新たに検討していることが判明した。そのため、本調査において、Khushig谷全体

の開発を検討しつつ、その中で新Zuunmod開発のため、第1段階でどのように開発するかを
検討することとした。 

第1章では業務の背景や目的など調査概要を整理し、第2章では開発を検討するにあたって

把握すべき新Zuunmod及びそれを含むKhushig谷開発対象地の概況についての情報を整理し

た。第3章では、新Zuunmod開発に係る情報の整理として、3.1節で新Zuunmodに関する上

位政策及び計画、3.2節でKhushig谷周辺の開発事業、3.3節でこれまでに検討されてきた新

Zuunmod開発に関する計画について整理をした。また、3.4節で新空港計画時及び現況及び

将来の航空運用需要の見通し、3.5節で新Zuunmodの計画条件となる空港安全規制区域の見

直し、3.6節でKhushig谷開発のための土地収用の状況、3.7節で新Zuunmod開発に関するモ

ンゴル政府関係機関の実施体制を概観した。 

1. 新Zuunmod開発方針の検討 

第3章までの既存関連資料及び現在建設・都市開発省（MCUD）の下で建設開発センター

（CDC）が作成中のKhushig谷新都市総合計画（案）のレビュー等に基づき、第4章では都

市開発の課題から新Zuunmod整備への提言をまとめている。4.1節では、都市開発の視点か

ら新Zuunmod整備への課題とそれへの対処についての提言と共に、現時点で把握できる事

業リスクとそれへの対処についての提言を整理している。分析からの課題及び提言は以下

である。 

➢ モンゴルは人口規模も小さく、開発すれば企業や人口が集まってくるという状況では

ないため、新Zuunmod開発に当たっては、先行投資を行って都市機能を充実すること

や潜在性のある国内企業を移転誘致することで、UB市に負けない都市の魅力づくりか
ら始める必要がある。 

➢ 新Zuunmod開発は開発の優位性が高いため、行政の投資を新Zuunmod開発に集中させ

る必要がある。 

➢ 新Zuunmodでは、UBの一極集中を緩和させるための整備が求められているため、住宅、

商業、産業団地などを併せ持つ職住近接型開発を進める必要がある。そのため、短期

における都市整備としては、以下が必要である。 

• 周辺で勤務する人のための住環境の整備（特に、空港職員住宅を始め、周辺で勤務

する人のための住環境整備とUB市及びZuunmodへの公共交通サービスの整備） 

• アンカー企業の誘致とUB市からの都市機能誘致 

また、4.2節では、4.1節の課題への対処に関する提言を受け、事業化に向けて、内閣官房

長もしくは首相の下に新Zuunmod開発推進本部を設置などの実施体制と今後整備が必要と

なる新Zuunmod（もしくはKhushig谷）開発のための開発法の策定について提言を行ってい

i
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る。さらに、4.3節では、本調査において新Zuunmod開発の検討を進めるにあたっての方針

を整理した。 

2. 産業・投資動向から見た開発シナリオの検討 

第5章では、新Zuunmod開発の中で優先して支援が必要と考えられるFZの検討のため、モ

ンゴル国の産業・投資動向の分析を行った。5.1節で整理した上位政策、特に国の最上位政

策である長期開発ビジョン2050における産業政策について概観し、5.2節でモンゴル産業・

投資動向を分析し、商業・サービス部門の成長が期待されること、製造業としては農牧畜

加工品への投資が期待されることが分かった。それに基づき、5.3節で新Zuunmodにおいて

潜在的な投資対象と考えられる7つの有望産業分野を選定した。5.4節では、その分野に対

し実施した投資需要調査の結果をまとめた。結果として、開発計画が確定していないこと、

政府の方針が変わることなく一貫性を持ってKhushig谷開発を実施するか、体制が明確では
ないこと、開発対象のKhushig谷の差別化･優位性が現段階では不透明であることの3点から、
投資の検討に至る段階ではないという意見が大半を占めていることが判明した。一方で、

ICT産業分野からは集積をしてクラスター化する可能性が示唆された。その結果を受け、

短期でICT分野を誘致し、それを端緒として商業や観光・文化・クリエイティブ産業、中

期以降で食品加工や畜産加工の投資につなげていくことができるのではないかと判断し、

5.5節ではまとめとして、現実的な投資が検討できる分野について、短期･中長期のオプシ

ョンを提案している。 

短期投資需要の視点からは、インキュベータ･ICT教育機関の集積、スタートアップやICT
分野の中小規模･フットルースなセクターの集積を同時並行的に進め、新Zuunmod地区での
ICTクラスター化をし、同ICTクラスターを中期以降の産業誘致の差別化要素とすることを

提案した（図1参照）。これを端緒として開発することにより、期待されるボグドハン鉄道

の誘致と物流センター建設との相乗効果で、他開発地域との間で大きな比較優位を得られ、

また、初期にICTクラスターが形成され、ICTとの連携メリットがあれは、投資を検討して

いる企業にとって新Zuunmodの差別化要因となる。さらに、採算性を確保できる優遇政策

が整備されれば、中長期投資需要として、他の戦略セクターの誘致を視野に入れることが

できると考える。 

 
出典：調査団 

図 1 ICTクラスターイメージ 
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5. 基礎インラフ整備の検討 

第8章では、新Zuunmodにおけるインフラの整備状況と、今後整備を推進する上での課題等

を明らかにした。8.1節の上下水道及び雨水排水に関する検討では、Khushig谷の水源で約

50,000人に供給可能であることが分かったことから、新Zuunmodでの井戸掘削による上水

道施設の整備と下水処理施設の整備を提案した。8.2節の暖房では、世界的な脱炭素の流れ

及びモンゴル国及び新Zuunmod開発の方針を受け、再生可能エネルギー（太陽光発電）と

断熱性能のしっかりとしたパッシブ建築の導入によるグリーンな都市づくりの方向での整

備を提案している。8.3節の電力では、暖房で議論したパッシブ建築技術の需要を見込みつ

つ、現在Khushig谷新都市総合計画（案）で検討されている電力関連施設の妥当性を検証す

ると共に、太陽光発電導入の課題を整理している。8.4節の通信施設の整備は政府の政策の

下、民間事業者により2023年以降に5G導入の動きがあることが確認された。8.5節の廃棄物

については、Zuunmod最終処分場及び廃棄物収集運搬、自然環境・観光省（MoET）によ

り計画されている危険廃棄物一時保管・処理施設の整備の可能性について検討をしている。 
 
6. 新Zuunmodの開発財源と官民連携の検討 

第9章では、新Zuunmod開発の財源の可能性を探るため、モンゴル国の財政及び官民連携

（PPP）の状況（9.1節）、新Zuunmod開発財源スキームの考え方（9.2節）、新Zuunmod開発

のためのPPP事業実施体制（9.3節）、新Zuunmod開発のための財源スキーム（9.4節）に関

する情報と課題について整理した。モンゴル国の財政が限られていることからPPPを活用

した事業実施が必要となっているが、同国におけるPPPの歴史は浅く、制度・政策面の整

備とともに、人材・知識・経験等が不足している。モンゴルのPPPによるインフラ開発の

事例は電力など一部の事業に限られており、新Zuunmod開発をPPPで進めていくためには、

政府保証など民間参入しやすい環境を整えることが必要であることが分かった。また、UB
市から工場や物流施設などを移転させることで発生する跡地を活用しての新たな財源スキ

ームの構築やグリーンファイナンスの活用を検討していくことを提案している。 
 
7. 新空港衛星都市MP改善に向けた提言：ロードマップ（案） 

第10章では、前章までの分析結果を基に、新Zuunmod整備にかかる短期及び中期における

ロードマップ（案）を図4の通り整理した。 
 
8. 日本の協力方針の検討 

第11章では、日本の強みや本邦技術適用可能性のある技術ついて日本企業へのヒアリング

結果を基にまとめると共に、第10章までの分析を踏まえ、JICAによる今後の支援の可能性

があると考えられる協力事業案を整理した。JICAによる今後の支援の可能性に対する結論

としては、新Zuunmod開発実現に対し不確定要素がまだ大きいことや実施を促進するため

のモンゴル政府内の組織体制が流動的であることから、今後可能性があると考えられる協

力について引き続きモンゴル側と協議を継続しながら検討が必要であるということとなっ

た。 
 
 
 
 
 
 
 

v 
v



vi 
 

 
注：緑の矢印は計画や法整備などのソフト事業、紺の矢印は行政による整備、水色の矢印は民間活動を示

す。また、黄色の文字は新 Zuunmod開発を促進するために不可欠な活動を示す。 
出典：調査団 

図 4 短中期における新 Zuunmod整備にかかるロードマップ（案） 
 

短期（2022-2030） 中期（2031-2040）

都市整備

物流

産業誘致

インフラ

R＆D、ICT企業移転

鉄道・道路運輸物流センター建設

ボグドハン鉄道建設

商業及び観光関連産業の立地

空港ーUB及
びZuunmod
への公共交通
（バス、タク
シー）整備

AH-3

空港－
Zuunmod間
の道路整備

戦略特区制度整備

空港職員及び物流関係者用住
宅建設、及び学校などの社会
インフラ建設

大型商業施設、ホテ
ル建設（民間）

住宅建設（民間）

ビジネスコンプ
レックス建設

空港ー地
方都市へ
の公共交
通（バ
ス）整備

国内物流関連企業の移転

空港職員住宅（600戸）建
設及び付随する社会イン
フラ、生活関連施設（商
業、幼稚園など）整備パッシブ建築法制度

空港職員
住宅600
戸設計

企業誘致

基礎インフラ整備
FS・設計

新Zuunmod MP作成

新Zuunmod開発法

MICE施設建
設（民間）

MICE用基
盤整備

インフラ施設整備

vi 
vi



1 

 業業務務概概要要 
 空空港港周周辺辺都都市市開開発発計計画画のの背背景景とと調調査査のの経経緯緯 

近年の経済成長に伴い、ウランバートル（UB）市のBuyant Ukhaa空港（旧空港）の

乗降客数は、データが入手可能な2015年の955,867人1からCovid-19直近の2019年に

は1,621,571人に急速に増加した。さらに新空港の運営管理会社であるNUBIA社の

試算では、2030年に2,157,577人になると推計されている。今後の更なる利用者の増

加に対応するため、またUB市の盆地内のBuyant Ukhaa空港では空域の制限から運用数

を増やすことが困難だったため、独立行政法人国際協力機構（以下、JICA）は円借款

「新ウランバートル国際空港建設事業I及びⅡ」、技術協力「新ウランバートル国際

空港人材育成及び運営・維持管理能力向上プロジェクト」等にてモンゴル政府を支

援し、2021年7月4日にUB市から約50kmに位置するTuv県に新空港（Chinggis Khaan 
国際空港）が開港された。 

モンゴル国の人口の48％（2020年）を占めるUB市の人口は、1993年以降年平均

1.037倍と国の年平均1.016倍より高く増加し、2020年は1,597,290人であった。UBの
一極集中への対応として、モンゴル政府は2009年に人口10万人規模の新空港衛星都

市マスタープランを策定した。その後、UB市は、2007年から2009年に実施した

JICAの支援をベースにUB市の一極集中による大気汚染、交通渋滞等の都市問題に

対応するために、「ウランバートル市マスタープラン2020（UBMP2020）」を2013年
に策定し、新空港周辺衛星都市を含めた開発方針が提示された。また、現在後継と

してUB市が作成中の「ウランバートル市マスタープラン2040（UBMP2040）」にお

いても、新空港周辺衛星都市を含めた衛星都市の計画が継承されている。 

これらの方針から「新国際空港衛星都市マスタープラン (The City Master Plan for the 
New International Airport)」（以下、新空港衛星都市MP）が、新たに策定され、2019
年1月に閣議決定された（内閣令2019年第29号）。韓国開発研究所（KDI）は、建

設 ・ 都 市 開 発 省

（MCUD）の要請を

受 け2019年5月 か ら

10月にかけて開発課

題の分析、同新空港

衛星都市MP及び実施

方法のレビューを行

っ た （3.3.2項 参

照）。 

モンゴル政府は、

2020年5月の国会決

議第55号2（2021年第

68号決議にて改定3）

で新空港周辺都市で

ある新Zuunmod（新

ズーンモド、右図赤

 
1 モンゴル国家統計局、1212.mn 
2 新空港衛星都市 MP では新国際空港衛星都市の呼称として Aero City が使われていたが、2020 年 5 月の国会決議第 55
号により新 Zuunmod に変更となった。 
3 改定点としては、2020 年の国会決議において整合性を図るよう指示された Zuunmod 及び Sergelen ソムマスタープラン、

国家開発政策・計画文書に加え、2021 年の決議では UB マスタープランが追加された。 

 
出典：Google Earth に調査団加筆 

図図 1-1 Khushig 谷谷 

Maidar 新新 Zuunmod 
（（旧旧 Aero City）） 
 

Zuunmod 市市 

Sergelen 郡郡（（ソソムム））中中心心部部 

↑↑Buyant Ukhaa Airport（（旧旧空空港港）） 

→→Nalaikh 

1
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色四角で囲まれた範囲）及びMaidar（マイダル）の開発を決定した。しかし、2021
年になり、新Zuunmodに加え、Maidar、Zuunmod（ズーンモド）、Sergelen（セルゲ

レン）郡（郡はモンゴル語でソム）を含むボグド山南部のKhushig谷を一体的に開

発する動きに代わった。なお、Khushig谷開発に係る地名の中で「Zuunmod」市お

よび「Sergelen」郡は行政区域名であり、一方の、「新Zuunmod」及び「Maidar」は

新規の開発エリア名である。 

JICAは、これまで整備してきた新空港の活用を促進すると共に、2007年から支援

しているUB市開発支援の一環としてUB市が掲げる衛星都市開発促進の支援を通し

て、一極集中による大気汚染や交通渋滞等の都市問題の緩和を図るため、新

Zuunmod開発を支援することを検討し、2019年に「新空港衛星都市の開発可能性に

かかる情報収集・確認調査」（以降、「前回基礎調査」）を実施した。前回基礎調査

では、新空港衛星都市MP及びKDIのレビューに関して初期的な情報収集を行った。

同調査により、これらの計画は新空港の旅客数や貨物量が全く異なる韓国の仁川空

港を事例として同様の開発を目指すなど、一部開発規模の妥当性や実現可能性につ

いて課題があり引き続き確認・検討が必要と考えられる。一方で、空港近郊の都市

開発という特性から特に物流拠点の整備と自由地域（FZ: Free Zone）の整備につい

てはその開発ポテンシャルがあると考えられること及びこれらに関連する電力、上

下水道、廃棄物処理等を含む基礎インフラ整備が短期的な課題であることが確認さ

れた。 

本調査は、これらの重点項目について更なる情報収集と分析を進め、モンゴル側と

も意見交換を行いつつ、次1.2節の調査の目的のために実施される。 

 

 業業務務のの目目的的 

本業務の目的は、新空港周辺の都市開発の計画レビューを行い、特に短期・中期的

に事業化することが重要と思われる物流センター、FZ及び対象地区の基礎インフ

ラ等について今後の整備を進めていく上での課題や必要となる対応事項の整理を行

い、事業化に向けたロードマップとしてまとめ、JICAの協力方針を検討すること

である。 

 
出典：調査団作成 

図図 1-2 調調査査フフレレーームム 
 
 

新空港周辺都市全体の開発方針の整理

の短期での協力方針案

モンゴル国の産業・投資動向把握

実施に向けたロードマップ案
本業務で求められる成果

個別開発：
今後の整備を進めていく上での課題や必要となる対応事項の整理、開発シナリオの検討

物流センター 自由地域（ ） 周辺基礎インフラ

本邦技術
等の情報収集
と適用可能性

の検討

既存関連資料及び現況のレビュー
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 調調査査対対象象地地 

新Zuunmod（図1-3参照）は、モンゴル国首都UB市中心部から約50km離れた、ボグ

ド山の南に位置する。特別用途地として指定された約12,000ha4のうち、道路・運輸

開発省（以下、MRTD）が空港を含む交通関係施設のための南部2,400ha、MCUDが

残り9,600haを所管している。 

 

 
 
出典：新空港衛星都市 MP を基に調査団加筆、写真追加 

図図 1-3 新新 Zuunmod 及及びび周周辺辺地地域域 位位置置図図 

 
4 2010 年の政府令 110 号により国の特別地域に指定された（2016 年政府令 154 号で位置が変更）。 

New 
International 
Airport 

Ulaanbaatar 

Altanbulag 

Zamyn Uud  

市市中中心心地地

ボボググドド山山

産産業業団団地地

（（開開発発予予定定地地））

市市街街地地

県県

【【調調査査対対象象地地】】新新空空港港衛衛星星都都市市
（（新新 旧旧呼呼称称 ））

谷谷

ソソムム
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 実実施施期期間間 

2021年3月～2022年2月（1年間） 

 

 業業務務のの流流れれ 

図1-4に業務のフローを示す。 

前述の通り、調査開始時では新空港衛星都市MPに基づく検討が想定されていたが、

調査開始後Khushig谷を一体的に開発するKhushig谷新都市総合計画に変更になり、

新Zuunmodの計画も見直しがなされている（図1-5参照）。そのため、本調査におけ

る新空港周辺開発都市の整理の段階において、Khushig谷全体の開発を検討しつつ、

その中で新Zuunmod開発のため、第1段階でどのように開発するかを検討すること

とした。 
 

 
注：ICR-インセプションレポート、ITR-インテリムレポート、DFR-ドラフトファイナルレポート、FR-フ
ァイナルレポート 
出典：調査団 

図図 1-4 業業務務フフロローー 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

業務内容
マイルストーン

モンゴル側と
の協議 成果品 JICAとの連絡

202 年 月 協議
4月 説明

5月

6月

7月

8月 協議・
    

9月 骨子
協議

協議・
    

10月

及び
骨子、ロー
ドマップ案

協議

11月

12月 DFR協議・
    

202 年1月 協議
FR確認

2月

国内作業 情報収集・レビュー・分析
(1)関連資料、関連政策・計画の情報の収集・分析等

既存・関連資料及び現況のレビュー
( )自由経済地域にか
かる情報収集・分析

(5)物流センターにかか
る情報収集・分析

国内作業 作成準備及び提言案検討

＜第 回現地調査＞ 現地での協議・提言案検討

＜国内作業 作成

第２回現地調査 現地での最終協議
＜国内及び現地作業＞ 作成

(3)サイト踏査、関係者等との面談

( ) の協力方針検討への提言案の検討
( ) レビュー結果としての提言案の検討・作成

( )対象地区の関連基礎インフラにかかる情報収集・分析
(3)サイト踏査、関係者等との面談

フシグ谷開発計画の把握と提言

(8)本邦技術 等の情報収集と適用可能性の検討

( ) レビュー結果としての提言案の検討・作成

＜国内作業 改訂版作成

＜国内作業 関係者協議準備
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出典：調査団 

図図 1-5 モモンンゴゴルル側側のの計計画画変変更更にによよるる調調査査のの変変更更 
 
  

新国際空港衛星都市 （ 年）
（地区の呼称が から新 へ変更）

①Nomadicな都市
②スマートな都市
③ハイテクイノベーションクラスター産業地区の整備
④FZ（Free Zone）
⑤物流ハブ

谷における新都市の総合計画（ 年）
（通称： 谷新都市総合計画）

新 改定（予定）

モンゴル側
調査

レビューを通して、適切な事業規模の特定
が目標

①物流センター
② （ ）
③基礎インフラ

谷開発構想が検討中であることから、
谷全体の開発を検討しつつ、その中

で新 衛星都市開発のため、第 段階
でどのように開発するかを検討

・第 期で開発が必要な施設について、適切な
事業規模の特定
・ロードマップ、整備財源など実施にかかる
可能性の検討
・ 支援への提言

での検討

での検討

2040年には東北アジアの運送（航空、鉄道、
道路）ハブとなり、人口15万人の経済成長地
域となる。
新新Zuunmod：：自由地域、北アジアの物流ハブ、

最新技術イノベーションクラスターが開発さ
れる環境に優しい、グリーンなインフラが整
備された現代的「スマート」な都市
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 Khushig 谷谷及及びび新新 Zuunmod のの概概況況 
本章では、開発を検討するにあたって把握すべき新Zuunmod及びそれを含む

Khushig谷開発対象地の概況について情報を整理する。 

 

 人人口口動動態態 

新Zuunmodは、現在空港のみが立地し、開発対象地内には住民は存在しない。

Khushig谷開発対象地であるZuunmod市とSergelenソム（ソム：郡を表す行政区分）

中心部の2021年現在の人口は、それぞれ17,402人と519人の計17,921人である。2015
年からの人口推移を表2-1にまとめる。2015年以降、Zuunmod市で年平均1.5％、

Sergelenソム中心部の人口は大きな変化は見られない。 

表表 2-1 Khushig 谷谷開開発発対対象象地地のの人人口口のの推推移移 
ソソムム（（郡郡）） 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 

Zuunmod 15,942 16,736 16,953 17,279 16,677 17,017 17,402 
Sergelen 4-r bag, Erdene-Uul 514 512 533 545 515 505 519 

Total 16,456 17,248 17,486 17,824 17,192 17,522 17,921 
出典：NSO（国家統計局）1212.mn の情報を基に調査団作成 
 

 地地形形・・地地質質 

UB市の公社であるUB市都市計画調査研究所（UPRI）の国際物流センターフィージ

ビリティ調査（F/S）インセプションレポート（ICR）からの情報をまとめる。 

地地質質：Zuunmod川流域に属する土壌の大部分が沖積層から成り、植物の根で固定さ

れ、腐植土含有量と水分は中程度だが、人的影響を受けない元の形で、水と風によ

る浸食に強いとされている。また石炭紀の堆積岩、シルト岩、砂利、岩が散在する。

さらに、負荷に弱く凍結で凹凸ができる粘土質土（負荷想定量R0=2.kg/㎠）も点在

するが、負荷量R0=3.5-5㎏/㎠の強い地盤が大半を占めている。 

地地形形：：Khushig谷には、北部に位置するボグド山とその一部であるYumtiin Nuruu、
Ikh Baraat山（1,699.7m）、Takhilt山（1,737.63m）、Jirgagch山（1,737.3m）、西 に

Bayasgalant山（1,466.3m）、Tarvaga山（1,529.7m）、東、東南にはKhushigiin Khundiin
山（1,588.3m）、Ikh Oortsog山（1,580.5m）等がある（図2-1参照）。MCUDの下建設

開発センター（CDC）が作成しているKhushig谷新都市総合計画（案）は、傾斜の

少ない土地に施設を配置する計画としている。 

また、調査対象地周辺には、Zuunmod川とBuhug川を含む8本の川と4つの泉があり、

夏季には沼ができ、冬季は溢れて凍ることがある。そのため、本調査対象地におい

て洪水が課題となっており、モンゴル政府は開発において洪水対策が必要と認識し

排水施設を計画している。 

永永久久凍凍土土：：モンゴル国永久凍土分布マップでは永久凍土が少量に点在する地域に属

している。Khushig谷において2002年に科学アカデミー永久凍土研究所が3か所のボ

ーリング調査をした際には、深さ10mまで永久凍土が発見されていない。地表の溶

解深度が凍結深度より0.2-0.7m深くなっており、凍土ができにくい。また、1990年
に掘削した3つの取水井戸でも、新空港建設時の調査でも永久凍土は発見されてい

ない。一方、Zuunmod市には永久凍土が少ないが点在し、市街地では、人的活動に

より凍土が溶け消滅する段階にある。また、その他の地域でも永久凍土が溶け始め

ており、降雨量が多い時期に地滑りの危険性がある。水が原因でできた小さな溝が
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多数発見され、凍土溶解によりZuunmod市南西の山沿いに凹地ができている。 

 
 出典：UPRI、国際物流センターF/S（ICR、ドラフト） 

図図 2-1 対対象象地地周周辺辺傾傾斜斜量量図図 
 

 水水資資源源 

以下に水資源に関する概要をまとめる。 

流流域域：：モンゴル国にある29の流域のうち、Khushig谷は、UBと同じTuul（トール）

川流域に位置する（図2-2参照）。 

 

出典：調査団  

図図 2-2 Tuv 県県ととトトーールル川川流流域域 

Zuunmod 
New 
International 
Airport 

Tuul 川流域 

新 Zuunmod 

傾傾斜斜 
最適 0-1％ 
適合 1-4％ 
部分的に適合 4-10％ 
不適 10-18％ 
全く不適 19％以上 

凡凡例例  
川 
既存道路 
計画道路 
計画 AH-3 高速道路 
計画ボグドハン鉄道 
特別用途地の境界線 
空港安全区域 
鉄道物流 
道路物流 
空路物流 

Jirgagch 山（1,737.3m） 

IkhBaraat 山（1,699.7m） 

Bayasgalant 山（1,466.3m） 
IkhOortsog 山（1,580.5m） 

Tarvaga 山（1,529.7m） 
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地地下下水水：： UPRIの国際物流センターF/S ICRによれば、調査対象地は、モンゴル国水

文環境図においてハンガイ・ヘンティー水文環境地域に属し、地下水が3層に分か

れている。 

⚫ 沖積帯水層：Zuunmod河川敷、Baruun Delgeriin川の乾いた川底に分布。砂と砂

利から成る地層に圧力のある水が流れる。残積帯水層、劣化帯水層、降雨から

補給される。炭酸水素ナトリウムを含む。ミネラル量0.20g/dm3。 

⚫ 残積帯水層：谷と周辺山々の合間に分布。砂、シルト、粘土質土、砂利からな

る土地で、地下8～38mの深さに発見される6～30mの厚さの水層。圧力があり、

ミネラル量1g/L以下、炭酸水素ナトリウムと炭酸水素カルシウムを含む。劣化

水と降雨で補給され、水量は季節性がある。 

⚫ 劣化帯水層：谷を囲む山々で分布。54-62mの深さで発見され、厚さ14-17mの

水層。井戸の取水量1-3.3L/秒と圧力がある。炭酸水素カルシウムを含み、泉と

して吹き出る。降雨で補給される。 

本調査対象地の地下は、部分的に頁岩及び変成礫岩の地層が存在し、0.03-0.3L/秒
の小さい水資源量のカルスト帯水層もしくは1-3L/秒の中程度の水資源量がある不

圧帯水層が存在する5。 
  

 
5 環境観光省、「トール川流域水源総合計画作成のための調査」2012年 
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出典：環境観光省調書「Tuul 川流域水源総合計画作成のための調査」2012 年に、調査団が対象地を追加 

図図 2-3 Tuul 川川流流域域のの地地下下水水のの推推定定資資源源量量 
 
 
 
 
 

新 Zuunmod 
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 地地震震活活動動 

UPRIの国際物流センターF/S ICRによれば、新空港より7km南側にSharkhai活断層が

位置し、1,180（±25）年前に活動があったとされている（図2-4参照）6。また、対

象地周辺の地質地図では、Khushig谷は地下に断層が多くみられ、河川がその断層

沿いに流れている。地震地域での建設に係るノルマ（BNbD22-010-01）では

Sergelenソムの設計震度はレベル7（MSK7、日本の震度でいくと震度4後半～5前半）

の地域に属しているが、地下の断層から推定して震度がより強い可能性があると記

載がある7。Khushig谷新都市総合計画を作成しているCDCは、断層を避けて配置計

画をしているとのことである。天体地球物理学研究所（IAG）が震度予測をしてい

るが、当該活断層の調査がなされていないことから詳細の確認はできなかった。し

かし、上記を踏まえると、建物の建設に当たってはノルマの震度よりランクを上げ

た設計が必要な可能性もあると考えられる。詳細な検討が必要な場合には、IAGに

断層の確認と共に震度予測を依頼する必要がある。 

 
出典：:UPRI8 

図図 2-4 Sharkhai 活活断断層層位位置置図図 

 保保護護地地区区 

Zuunmodの北に位置するボグド山国立公園は、1997年にユネスコ生物圏保護区に認

定された、自然と歴史遺産が存在する、計4,1651haの自然保護区である。ヘンティ

ー山脈に属し、泉が何か所か湧き出し、Turgenii川、西Zuunmod川、東Zuunmod川、

Khurkhree川からの水は山の北を流れるTuul川に注ぐ。54種類の動物、588種類の植

物、194種類の鳥が発見されている。 

 
6 JICA が実施した「モンゴル国防災分野にかかる情報収集・確認調査」の報告書（2016 年）中に、Bodgd 山の南に Gavj 
F.という断層があることが示されているが、IGA による詳細の調査は行われていない。一方でモンゴル側が示した

Sharkhai 活断層の記載はなかったが、IGA に活断層であるとの確認は取れた。 
7  空港建設関係者の話では、新空港の建物に関しては、地質調査結果に基づき MSK7 もしくは 8、管制塔については

MSK9 を適用している。 
8 出典は、Institute of Astronomy and Geophysics である。 

Ulaanbaatar 

Zuumod  

Sharkhai 活断層 
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古代から人が定住していた跡が残され、Artsat麓、Zaisan丘、Khurkhree麓からは、

10-18万年前のものだとされる石器時代の遺跡や、Ikh Tengerには銅器時代の壁画が

ある。また、匈奴墓が多く発見されることから、3,000年前の匈奴時代から神聖な

山として崇拝されてきたと考えられている。 

モンゴル国では、1294年の元国法の第398条で保護区に認定され、狩りや焚火を禁

止した記録が残っている。また、首都イフフレーがSelbe川流域に移転してきた後

の1778年9月24日に再度保護区として認定された。1995年5月16日の大統領令第110
号で保護区の再認定を行い、2004年からは「国が祭る山」として5年に一度、山頂

にあるオボーで祈りをささげる行事が行われている。  

 Tuv 県県のの観観光光資資源源 

Tuv県の観光資源は、ビジネス目的のUB市等への来訪者が余暇時間で行う観光に資

するものとなっており、さらなる誘致のための観光開発が期待される。具体的には、

以下の観光資源が存する。Zuunmodから8km北のボグド山の南側の麓には、300年
の歴史を持つマンズシリ（仏教）寺院の遺跡がある。そのほか、新Zuunmod周辺の

観光資源として、周辺半径100㎞にUB市内の観光資源及びボグド山、ゴリヒ・テレ

ルジ自然保護区、Khustai国立公園などの大自然、チンギスハーン騎馬像

（Tsonjinboldog）があり、新Zuunmodを中心とした観光促進に重要な役割を果たす

と考える。さらに、Tuv県民ナーダム祭のほかにも、Tuv県環境・観光局により夏

季を中心としたイベントが実施されている（現在はコロナで中止）。また、牧民グ

ループを主体としたイベントも計画されている。 

 
出典：調査団 

Khustai 国国立立公公園園 
 

 
出典：調査団 

ボボググドド山山 

 
出典：調査団 
ゴゴリリヒヒ・・テテレレルルジジ自自然然

保保護護区区 

 
出典：調査団 
チチンンギギススハハーーンン騎騎馬馬像像

（（Tsonjinboldog）） 

 
    出典：Tuv 県観光マスタープラン（ドラフト）を基に調査団加筆 

図図 2-5 Tuv 県県のの観観光光資資源源 

 
出典： 
http://hashim.travel.coocan.jp/
mongolia/uba012.htm 
チチンンギギススハハーーンン騎騎馬馬隊隊イイベベ

ンントト（（モモンンゴゴルル帝帝国国建建国国

800 周周年年記記念念イイベベンントト）） 

新新 Zuunmod かからら 50 ㎞㎞圏圏 
1. マンズシリ宗教文化コンプ

レックス 
2. チンギスハーン騎馬隊イベ

ント 
3. モンゴル伝統文化コンプレ

ックス 
4. 「羊飼いの集い」イベント 
5. ハルハ族、バルガ族の遊牧

民生活体験 
新新 Zuunmod かからら 100 ㎞㎞圏圏 
6. Khustai 国立公園 
7. 「お茶の道ラクダキャラバ

ン」 
8.  新 Zuunmod 

幹線道路 
道路 
川 
ソムセンター 

・ 
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「「チチンンギギススハハーーンンのの騎騎馬馬隊隊」」イイベベンントト：：新空港の北側のBukhugiin Khundiiで、13世
紀のチンギスハーン時代の戦争を模した屋外での500頭の騎馬隊ショーをTuv県環

境・観光局が民間と共同で夏季に2週間に一度行っている。 

「「羊羊飼飼いいのの集集いい」」イイベベンントト：：新Zuunmodから車で1時間のAltanbulagソムにおいて、

毎年夏1-2回の頻度で、Khustai国立公園、Bayansonginot牧民グループ（10世帯ぐら

いのグループ）が共同で実施している。モンゴルの民芸公演、伝統的なフェルト作

り、羊毛詰め、糞摘み、お茶と乳製品作り、エアラグ飲酒、羊コンテストが行われ、

平均300〜400人/年の国内外観光客を受け入れている。 

「「おお茶茶のの道道ララククダダキキャャララババンン」」：：新Zuunmodから2時間のTuv県バヤンソムにおいて、

300年以上にわたり行われていた中国南部から北京とフフホト経由での茶の輸送を、

100頭以上のラクダで再現する新規開催のイベントとして牧民グループが計画して

いる。 
 

 国国内内経経済済動動向向 

 ママククロロ経経済済動動向向外外観観 

モンゴルは、鉱物資源輸出の好調を受け、経済成長率は、2011年17.3％まで上昇し

たが、その後の国際価格の下落の影響を受け、2016年1.2%まで落ち込んだ。その後、

金融･保険分野を中心としたサービス業、製造業、建設業の好調を受け、2018年に

は7.2%まで回復した。しかし、COVID-19の影響から、2020年には-5.3%のマイナス

成長となった。国際通貨機関（IMF）は、2021年の成長率を5.0％、その後2022年に

7.5%まで回復し、以降5％前後で推移するとみている。 

 
出典：WEO/IMF より調査団作成 

図図 2-6 GDP 及及びび経経済済成成長長率率推推移移 
 

直近のCOVID-19の影響は、2019年第4 四半期から顕著となり、2020年第1 四半期で

ボトムとなり前年同期比-10.7%に落ち込んだものの、最終四半期では-0.3%まで回

復した。2021年第1 四半期には名目GDPで92億MNT、前年同期比15.7%の成長率と

なっている。前年同期比で、農業生産の成長率が依然-6.6%と不調であったが、鉱

業、商業/サービス、製造業で、それぞれ34.1%、3.6%、13.4%の成長率となり、回

復基調を示している。 
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出典：NSO データによる JICA モンゴル事務所資料 

図図 2-7 GDP 成成長長率率推推移移（（四四半半期期ベベーースス）） 
 

表表 2-2 セセククタターー実実績績（（2021 年年第第 1 四四半半期期）） 

 
出典：NSO データによる JICA モンゴル事務所資料 

 

 ママククロロ経経済済的的なな課課題題 

鉱業に牽引されるモンゴル経済は、鉱物資源の国際価格が上昇傾向にあり、鉱業部

門ではCOVID-19からの回復基調にある。また、やや遅れをとっている商業サービ

ス分野も、比較的短期間で製造業分野の回復ペースに追いつくことが期待される。

これらを受け、IMFも堅調な成長パターンを予想している。但し、モンゴルの2021
年6月－7月期のCOVID-19新規感染者数の拡大に伴い、中国が7月まで、トラックに

よるモンゴルからの石炭輸入を制限する措置をとるなど、対中国輸出全般でブレー

キがかかっている。また、政策金利の再上昇を受けて海外直接投資（FDI）の縮小

懸念があることなど、引きつづき手放しで楽観視はできない。 

さらに、COVID-19禍、2020年は税収の減少と緊急対策に伴う財政支出の拡大から、

予算収支は大幅なマイナスに転じ、最終四半期には-4兆5,390億MNT規模に落ち込

んでいる。2021年5月でも-8,660億MNTとなっており、当面、公共投資への国家予

算の投入余地は限定的とみられる。経済の立て直し政策に加え、堅実な財政政策が

期待される。 
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出典：財務省データによる JICA モンゴル事務所資料 

図図 2-8 予予算算均均衡衡収収支支（（単単位位：：10 億億 MNT）） 
 

 UB 及及びび Tuv 県県のの経経済済動動向向 

UB市の2020年のGDPは、24兆1,877億8,569.4万MNTと全国のGDPの6割以上を占め

ている。金額的に特に大きい産業はサービス及び工業である。特に、建設、サービ

ス、貿易・ホテル・レストラン、交通・情報通信、金融・その他ビジネス活動は、

それぞれの産業のGDPの8割以上を占める。一方、Tuv県の主要産業は農牧業であり、

県のGDPの5割近くを占めている。金額的に特に大きい産業は農業と畜産であるが、

穀物は全国の産業別GDPの1/5から1/4を占めている。しかし、Tuv県のGDPは全国

の2％弱の7,038億4,660万MNTであり、UB市との間には大きな差がある。 

表表 2-3 UB 市市とと Tuv 県県のの全全国国にに占占めめるる GDP のの割割合合のの比比較較 
（Unit: million MNT） 

産産業業セセククタターー 全全国国 UB 市市 Tuv 県県 

GDP at market prices 37,453,275 24,187,786 65% 703,847 2% 

Agriculture 4,807,616 61,752 1% 428,386 9% 

Crop 353,154 11,092 3% 92,147 26% 

Livestock 4,438,753 49,378 1% 335,919 8% 

Other agriculture 15,709 1,281 8% 321 2% 

Industry 15,070,054 10,220,474 68% 111,627 1% 

Mining 9,037,197 6,342,246 70% 14,652 0% 

Manufacturing 3,439,759 1,801,017 52% 87,477 3% 
Electricity, gas, steam supply; 

water supply; sewerage, waste 
management and remediation 

activities 

1,020,302 750,084 74% 3,626 0% 

Construction 1,572,796 1,327,128 84% 5,872 0% 

Services 17,575,606 13,905,559 79% 163,833 1% 

Trade, hotels and restaurants 5,853,836 5,173,759 88% 21,054 0% 
Transport, information, 

communication 2,204,673 1,800,205 82% 2,521 0% 

Financial and other business 
activities 4,681,270 3,885,219 83% 44,040 1% 

Other services 4,835,827 3,046,376 63% 96,219 2% 
出典：NSO (1212.mn)  
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 新新 Zuunmod 関関連連政政策策及及びび開開発発計計画画、、調調査査、、法法制制度度、、実実施施体体制制

のの整整理理 
本章では、3.1節で新Zuunmodに関する上位政策及び計画、3.2節でKhushig谷周辺の

開発事業、3.3節でこれまでに検討されてきた新Zuunmod開発に関する計画につい

て整理をした。また、3.4節で新空港計画時及び現況及び将来の航空運用需要の見

通し、3.5節で新Zuunmodの計画条件となるMRTDによる空港安全規制区域の見直し、

3.6節でKhushig谷において行われている開発のための土地収用の状況、3.7節で

Khushig谷開発に関するモンゴル政府関係機関の実施体制をまとめる。 

 

 新新 Zuunmod 開開発発にに関関すするる上上位位政政策策ののレレビビュューー 

本項目では、上位政策における新Zuunmodに関する記載を整理する。Khushig谷開

発としては、まだ政策としてあがっていない。 

次項以降でレビューした一連の政策からは、モンゴル政府として一貫して長期開発

ビジョン2050（以下「ビジョン2050」）に掲げられている「「自自国国のの特特徴徴をを生生かかししたた

観観光光・・文文化化ササーービビスス・・産産業業をを創創出出しし、、北北東東アアジジアアのの交交通通・・物物流流・・国国際際ハハブブととななるる

（（目目標標9.5））」」の方針に従い、UB市の環境に悪影響を与えている工場や企業や大学

を移転することで一極集中を分散させるとともに、国際空港を活用してUB市を北

東アジアの旅客・貨物交通ハブとして発展させる方針であることが理解できる。そ

のために、新Zuunmodに関しては、以下を計画している。 

⚫ 2024年までに建設着工 

⚫ 2030年までの10年間において、インフラ・ユティリティ設備と住宅の整備 

⚫ 医療や教育サービスが享受できる良好な生活環境整備 

⚫ 自然環境に配慮したまちづくり 

⚫ 情報通信技術（ICT）などの最先端技術の導入された産業や都市開発 

⚫ 広域物流及びUBへの高速公共交通アクセス（ボグド山周回）整備 

また、周辺の都市機能分担については、UB市周辺にUB市の衛星都市を整備すると

して、それぞれの衛星都市の持つ機能について図3-1、図3-2の通り計画されている。

本調査対象地には、空港を中心とする内陸港として物流拠点、自由地域の機能が想

定されている。一方、UBMP2040（図3-2参照）では、物流に重点が置かれている

が、他の場所同様、ビジョン2050と概ね同じであることから、調査団としてもモン

ゴル政府の意向に沿った形で、主要な機能として本調査対象地での物流センターと

自由地域の整備の可能性を次章以降で詳細に検討する。 

15
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出典：ビジョン 2050（JICA 翻訳版） 

図図 3-1 ビビジジョョンン 2050 目目標標 9.5 都都市市機機能能配配置置図図 
 

 
出典：UBMP2040（情報公開用ドラフト）の翻訳 

図図 3-2 UBMP2040（（ドドララフフトト））ににおおけけるる都都市市機機能能分分担担図図 
 

 長長期期開開発発ビビジジョョンン 2050 

官房長官の下、国家開発庁（National Development Agency、NDA、2022年1月1日よ

り経済開発省）が中心となり作成を進めた国のビジョン2050（2020年5月13日国会

決議No.52承認）の中で、9章で「UB市と衛星都市」が挙げられている（表3-1参
照）。 

目標9.1「人間中心の都市」では、医療サービスネットワーク構築や運動施設及び

文化センター整備、総合開発センターとして学校や幼稚園建設などが挙げられてい

16
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る。また、目標9.2「環境を重視した解決策」として、公園整備、オーガニックフ

ードの供給ネットワーク構築、気候変動対策技術及びグリーン建築物基準、再生水

システム、一般廃棄物の分別技術、エコ電気公共交通、再生可能エネルギーの導入

などが挙げられている。目標9.3「計画に基づく都市開発」では、ボグドハン鉄道

建設、E-バンキング等E-ファイナンシャル技術の導入、ボグド山周遊旅客交通ネッ

トワークや衛星都市を結ぶ高速道路整備、AIに基づくスマート技術の都市開発への

導入等インフラ整備等が挙げられている。目標9.4「都市のグッドガバナンス」は、

UB市に適用される目標である。 

目標9.5には、「自国の特徴を生かした観光・文化サービス・産業を創出し、北東ア

ジアの交通・物流・国際ハブとなる衛星都市を整備する」ため、2030年までの10年
間において、新Zuunmodでインフラ・ユティリティ設備と住宅の整備し、国際空港

を活用してUB市を北東アジアの旅客・貨物交通ハブとして発展させることを掲げ

ている。表3-2に、10年毎に区切ったフェーズ別の整備方針を示す。 

上記、目標9に掲げられている施設については、新Zuunmodに導入すべき機能とし

て、検討していくことが必要である。 

加えて、目標8.1において、国際空港で自由貿易・経済地域と物流センターを建設

することが掲げられている。また、その他の目標においても、次項以降で分析する

各分野の視点から新Zuunmodに関係している項目が散在している。 
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表表 3-2 ビビジジョョンン 2050 目目標標 9.5（（衛衛星星都都市市開開発発））をを達達成成すするるたためめのの方方針針 
Stage 1 (2021–2030) Stage 2 (2031–2040) Stage 3 (2041–2050) 

The period to create new investment 
opportunities and expand production 

regions. 

The period to intensify economic 
diversification with proper 

settlement system. 

The period for internationally 
competitive rapid development. 

1. Implement a multi-center city 
structure, commence construction of 
the new satellite cities “新 Zuunmod” 
and “Maidar” and proceed gradually 
to building their engineering networks 
and housing. 
2. Intensify efforts to make the capital 
city as a Northeast Asian hub for 
passenger and cargo transportation 
and commission the new international 
airport in Ulaanbaatar. 
3. Establish tourism complexes along 
the highway bypassing cities and 
villages and open up a Mongolian 
brand shopping center. 
4. Plan industrial zones in each sector 
and develop satellite cities as clusters. 
5. Develop high-tech and knowledge-
based industries. 

1. Introduce high-tech industries in 
the Ulaanbaatar region and set up an 
internationally competitive free 
economic zone. 
2. Open up branches of 
multinational corporations and 
international organizations. 
3. Increase production and services 
infused with new technologies and 
innovations in satellite towns and 
villages. 
4. Diversify some universities and 
institutes by specialization and 
sector, and relocate them to 
campuses to be set up in satellite 
cities. 
5. Relocate enterprises and business 
entities having negative impact on 
Ulaanbaatar to satellite cities in line 
with integrated policy and planning. 

1. Decentralize Ulaanbaatar by 
diversifying and developing each 
satellite town and village in trade, 
services, culture, education, 
agriculture, food, light industry, 
transportation logistics and tourism, 
and increasing jobs. 
2. Host world-class festivals of 
culture and art. 
3. Become a recognized cultural and 
scientific center in Northeast Asia. 
4. Establish an international 
information data center taking 
advantage of the country’s 
geographic location. 
5. Open up new foreign trade 
opportunities and create new trade 
networks by joining economic 
integration with friendly cities. 
 

出典：ビジョン 2050, cabinet.gov.mn/?lang=en 
 

 モモンンゴゴルル 5 かか年年開開発発基基本本方方針針 2021-2025 

新Zuunmodに関する政策は、上記ビジョン2050 Stage 1の活動に従い、9.5.衛星都市

の項目において6つの活動が掲げられている。9.5.2項では、「UB市が新国際空港を

中心に北東アジアの旅客・貨物交通のハブとなるよう集中的に整備する」こと、ま

た特に新Zuunmodに関しては基礎インフラと住宅地の整備が9.5.1項に、一方、場所

の指定はないが、産業と先進技術の工業団地開発（9.5.4項）、国産ブランドの販売

センターを含む観光複合施設建設（9.5.5項）、電子経済やサービス産業振興の基盤

となる整備（9.5.6項）が挙げられている。加えて、9.5.3項において、「UB市の環境

に悪影響を与えている工場や企業を移転する」こととなっている。 

 2021 年年かからら 2030 年年のの長長期期開開発発ビビジジョョンン 2050 活活動動計計画画 

ビジョン2050の目標9.5（衛星都市開発）を達成するための活動として、UB市及び

衛星都市開発に関して18項目が挙げられている。その中で、衛星都市としての新

Zuunmodの開発促進が9.5.2項及びから9.5.3項に明示されている。併せて、9.5.4項に

新Zuunmodの開発の拠点となる新国際空港を北東アジアのハブ空港としてコミット

していくことが掲げられている。また、9.5.1項、9.5.5項、9.5.6項及び9.5.9項には、

UB市の過密対策として、衛星都市の開発促進のための活動方針が掲げられている。

具体的には、衛星都市における各種都市サービス整備、大学等の教育委機関の移転、

工業団地整備による雇用創出等が示されている。 

表表 3-3 2021 年年かからら 2030 年年ののビビジジョョンン 2050 活活動動計計画画のの関関連連活活動動 
新 Zuunmod に
関して 

9.5.2. Intensify the construction of the new satellite cities “New Zuunmod” and 
“Maidar” and proceed gradually to building their engineering networks and housing. 
9.5.3. Intensify the construction of a new city “New Zuunmod” to be built next to 
the international airport in Khushig valley. 
9.5.4. Fully commission the new international airport in Ulaanbaatar and establish a 

19



 

20 

Northeast Asia hub for passenger and cargo transportation. 
衛星都市に関
して 

9.5.1. Decentralize Ulaanbaatar by diversifying and developing each satellite town 
and village in trade, services, culture, education, agriculture, food, light industry, 
transportation logistics and tourism, and increasing jobs. 
9.5.5. Relocate enterprises and business entities that have a negative impact on 
Ulaanbaatar to satellite cities in accordance with unified policy and plan, and 
promote their activities. 
9.5.6. Diversify some universities and institutes by specialization and sector, and 
relocate them to campuses to be established in satellite cities. 
9.5.9. Plan industrial zones in each sector, develop satellite cities as their clusters, 
and sell and lease industrial technology parks to attract investment. 

出典：2021 年から 2030 年の長期開発ビジョン 2050 活動計画を基に調査団作成 
 

 2020-2024 年年度度政政府府行行動動計計画画 

前政権の政策継承に重点を置き、ビジョン2050に合致させ、パンデミックの影響に

よる社会・経済的に直面する困難の克服、開発、社会・経済発展の実現、自然環境

のバランスやガバナンスの改善、地域及び地方開発を実施するための目標を設定し

ている。新Zuunmodに関しては、3.7項の建設・都市開発の7つ目の項目として、

Maidar新都市と共に、開発計画を策定し、建設事業を段階的に実施することが記載

されている。 

 公公共共投投資資ププロロググララムム 

公共投資プログラム（以下PIP）は、300億MNT以上の大規模な公共投資事業の中

期プログラムである。2020年5月に改正された開発政策計画及びその管理法（以下

開発法）において、「”公共投資プログラム”とは、予算・財源計算をもとに、モン

ゴル国開発5か年計画方針を実現するために必要な投資計画と取り組みを詳細に計

画した公文書（4.1.10）」、「（モンゴル国開発5か年計画方針は）公共投資及びその他

必要なプログラムを添付する。（6.7.1.d.）」と規定されており、国会承認が必要な5
カ年中期開発計画の附属書として規定されている。 

また、予算法では28条において、「300億MNT以上で期間が1年以上の社会経済開発

に資するプロジェクトがPIPに含まれる（28.1）」と定義され、各省・自治体がPIP
プロジェクトのプロポーザルを作成しNDA（現経済開発省）に申請することや一

定の選定基準をもってNDA（現経済開発省）がPIPプロジェクトの優先順位を決定

することが規定されている。しかし、2021年の秋国会において予算法の改正案が承

認され、単年度予算におけるPIPのプロセスに関する条文が削除されることとなり、

PIPのステータスが予算文書から政策文書の位置づけに変更されたと理解されてい

る。 

なお、2020年に国会承認されたPIP2021-2025は4つのリストから構成されており、

FSが実施され財源が決定している事業のメインリスト（リスト1）とメインリスト

案件のモニタリングリスト（リスト2）、財源未決定案件のリスト（リスト3）、
F/S・詳細計画未実施案件のリスト（リスト4）が作成されている9。「財源未決定」

のリスト3及び「F/S若しくは詳細計画が必要」なリスト4に新ZuunmodとMaidar Eco 
cityの総合評価、境界設定、詳細計画、工事着工が含まれている。また、ボグドハ

ン鉄道は、リスト4でF/Sが必要と示されている。 

PIPの改定は、内閣官房長官令42号別紙2の「PIP策定ガイドライン」において2年に

1回行うと規定されているが、COVID-19の影響等により、2021年秋国会において

 
9 それぞれのリストの位置づけやリスト間の移動など詳細については規定されておらず、法規整備が必要である。
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PIP改正が行われることになっている（提出したが、協議待ち）。その中には、

Khushig谷開発も含まれることになっている。 

 100 メメガガププロロジジェェククトト 

財務省（MoF）とNDA（現経済開発省）は、PIPの案件をさらに絞る形で、優先的

に実施されるプロジェクトを100メガプロジェクトとしてリスト化し、実施に関し

て様々なドナーに協力を呼び掛けている。しかし、この100メガプロジェクトは、

COVID-19対策として2021年4月に策定されたものの、根拠法がなく、未承認の状況

である。100メガプロジェクトの多くがPIP案件であることから、次回のPIP改正の

際に他の案件もPIPに入る可能性が考えられる。 

ボグドハン鉄道は、経済規模拡大に資する50プロジェクト中、重要性B、実現可能

性Cで32番目の案件となっているが、1兆3640億MNTの財源が未確定となっている。

新Zuunmod及びMaidar Eco cityの詳細設計・工事準備は、重要性C、実現可能性Cで
43番目の案件であり、それぞれ113.8億MNTと89億MNTが国家予算となっている。

さらに、Khushig谷でのインフラ整備が評価外だが掲載されている。 

本リストの情報によれば、新Zuunmodの事業進捗は、ボグドハン鉄道、国際物流セ

ンターのエンジニアリング調査を実施し、財源確保、設計図完成に向けて準備中で

あり、今後、都市開発法に則り、新Zuunmod市のマスタープラン、詳細設計を完成

させ、インフラ整備に係る設計を行うとしている。また、課題として、行政区の新

設、境界線確定、自由貿易地域（FTZ、Free Trade Zone）設置、ボグドハン鉄道ル

ート特定、道路網整備、インフラ整備、設計図作成、建設工事費用にかかる財源を

確保する必要性が挙げられている。 

100メガプロジェクトリストにおける事業の重要性はそれほど高くないが、2021年7
月22日に実施されたオユンエルデネ首相と菅義偉内閣総理大臣との首脳会談におい

て、新Zuunmod支援がモンゴル側からの要望の一つとして挙げられた 10。新

Zuunmod開発は首相の優先事業と考えられていると理解できる。11 

 国国家家総総合合開開発発計計画画（（National Comprehensive Development Plan）） 

目標年次を2040年とする国家総合開発計画であり、2050年を目標とする長期開発政

策であるビジョン2050を支援する計画として期待されている。新Zuunmodに関する

記載は、「開発プログラムとプロジェクトによる開発計画」の中の、「経済・輸出多

様化イニシアティブ」の一つとして新空港臨空SEZ（Special Economic Zone）開発

事業、及び「空間構造強化イニシアティブ」の一つとしてUB空港衛星都市事業が

掲げられている。また、これら2つは、地域開発計画の視点から、「首都地域高度加

工・ロジスティック基地プログラム」の一つとしても位置づけられている。 

 ウウラランンババーートトルル市市ママススタターーププラランン 2040 

UB市都市計画局の下で、市の公社であるUPRIが作成をしているUBMP2040のコン

セプトは、2019年10月の第28回市議会で承認を得て、2020年6月12日の閣議で審議

し同意され12、マスタープランを作成中である。 

コンセプトでは、マスタープラン2020のレビューに基づき、「生活しやすい都市」

を目指し、①持続可能な開発、②活力のある街、③気候変動に対応できる街、④近

 
10 JICA モンゴル事務所からの情報。 
11 Tuv 県、Khushig 谷は第 2 の UB 市にする、UB 市の一極集中緩和に重要な役割を果たすと首相が 2021 年 8 月 25 日に

発言している。https://montsame.mn/mn/read/273083 
12 https://home.uda.ub.gov.mn/?p=8593。作成作業には ADB が支援をしている。 
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隣の衛星都市も含め一体的な開発、⑤全ての人に優しいアクセシビリティのある街、

⑥省エネ・資源節約に貢献する街の6つの方針を掲げている。最新のマスタープラ

ンでは、新ZuunmodとMaidarを含むボグド山を取り囲む地域（Zuunmod市を除く）

を新たにUB市の市域と想定し、UB市における2040年の将来人口を約208.9万人と設

定し、内約44万人が新Zuunmodを含む衛星都市に居住することを計画している（図

3-2参照）。 

新Zuunmodには、空輸、物流拠点、観光、FZ、商業・金融の機能を持たせ、42,700
人の雇用、34,000人の居住を計画している。 

 UB 市市 5 かか年年開開発発基基本本方方針針 2021-2025 

ビジョン2050を基に作成されており、新Zuunmodと衛星都市に関する方針は特に目

標8と9に記載されている。 

表表 3-4 UB 市市 5 ヵヵ年年開開発発基基本本方方針針 2021-2025 のの関関連連方方針針 
新 Zuunmod に関
して 

新 Zuunmod 及び Maidar 新衛星都市の境界線の変更を担当中央行政機関と
共同で実現させる（8.1.1） 

衛星都市に関し
て 

体育・スポーツ施設の建設（3.5.2） 
農牧業の政策的な支援及び集約的牧畜業の発展（4.5.2） 
ボグド山を囲む「発展のゴールデンリング」プロジェクト、及び衛星都市
に物流拠点を建設する F/S、詳細計画の策定（8.1.4） 
衛星都市の開発計画文書の作成（8.1.5） 
一部の大学の統合と移転決定（8.1.8） 
衛星都市と隣接町村との公共交通網での接続（9.21.2） 

出典：政策を基に調査団作成 
 

 UB 市市行行動動計計画画 2020-2024 

① Covid-19パンデミックによる社会経済困難の克服、②人間開発、③経済、④ガバ

ナンス、⑤グリーン開発、⑥首都及び地域、地方開発の6つの視点から計画してい

る。新Zuunmodと衛星都市に関する行動は、主に6.2.1「衛星都市、隣接町村の開発

を促進し、一極集中を緩和する」に以下の通りまとめられている。 

表表 3-5 UB 市市行行動動計計画画 2020-2024 のの関関連連方方針針 
新 Zuunmod
に関して 

新 Zuunmod 及び Maidar 新衛星都市の境界線を変更し、第一段階の建設を実施
する（6.2.1.3） 

衛星都市に
関して 

衛星都市の開発計画文書の作成とその実施促進（6.2.1.2） 
ボグド山を囲む「発展のゴールデンリング」を建設する F/S の実施（6.2.1.4） 
物流拠点を建設する F/S 及び詳細計画を策定する（6.2.1.5） 
衛星都市と隣接町村の道路の施設、改修を行う（6.3.5.1） 

出典：政策を基に調査団作成 
 

 Tuv 県県社社会会経経済済開開発発政政策策「「Development Caravan- Tuv Aimak 2024」」 

県全体の社会経済開発政策である「Development Caravan- Tuv Aimak 202413」（内閣

令2019年第30号）を策定した。新空港の建設を機に、海外市場に競争力のある製品

を提供することを目的とする製造・加工業の促進、FZの建設、太陽光発電所建設、

地域運送センター建設、空港―Zuunmod間の舗装道整備、観光と連携する考古学博

物館建設、警察署整備が掲げられている。 

 
13 Tuv 県発行の英語版の表記に従う。 
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 Tuv 県県 Zuunmod 市市開開発発ママススタターーププラランン 

Tuv県の県都であるZuunmod市の都市開発マスタープランは、計画年次を2014-2030
年（第1フェーズ2014-2020年、第2フェーズ2020-2030年）としている。人口推計は

表3-6のとおりであり、2030年には7万人になるとしている。将来図は、図3-3の通

りである。Tuv県は、Khushig谷開発に合わせてマスタープランを更新する意向であ

るが、現況と比較して大きく都市を拡大する計画となっており、モンゴルの財政を

考えると今後10年ではなく、少なくとも20年の長期での開発と捉える方が良いと考

える。 

表表 3-6 Zuunmod 市市人人口口推推計計（（2030 年年）） 

 2013 年年 2020 年年 
第第 1 フフェェーーズズ 

2030 年年 
目目標標人人数数 

世帯数 4,246 5,300 17,500 
人口 15,397 21,200 70,000 

世帯当たり人数 3.6 4 4 
出典：Zuunmod 開発マスタープラン 2020-2030 

 
出典：Zuunmod 市開発マスタープラン 2020-2030 

図図 3-3 Zuunmod 市市開開発発ママススタターーププラランン 2030 年年 
 

 Tuv 県県 Sergelen ソソムムママススタターーププラランン 

Sergelenソムは、Tuv県都Zuunmodから12km南に位置する。2030年を目標年度とす

る計画は、総面積3,865.7haを対象とし、民間会社により作成中である。2020年の人

口は2,028人であり、2030年の将来推計人口は2,700人、2040年は3,500人としている。 

Sergelenソムの主な産業は牧畜で、全世帯の47パーセントが従事し、約17万4千頭の

家畜がいる。また、年間240トンの牧草、400トンのジャガイモ、40トン以上の野菜
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を収穫している。222haに飼料植物、160haに穀物、44.2haにジャガイモ、18.36haに
野菜を植えている。将来的に、新たな産業として、冷蔵工場のある牛乳加工場、

肉・副産物加工場、皮革・羊毛・カシミア等の一次加工工場、肥料工場、縫製工場

等、中規模の工場と倉庫を備えた工業地帯を設けることを計画している。 

ソムセンターにはインフラ施設はなく、ほとんどの世帯が柵に囲われた敷地（ハシ

ャー）に住んでいるため、作成中のマスタープランでは、民間企業の小規模工場を

備えた民間アパートを建設できる地区や、UBで子供を持つ若い世帯が郊外の空気

の良い地域に移転する可能性を考慮して、若者世帯のための住宅を整備し、2030年
までに100戸、2040年にまでに100戸、建設する計画としている。 

 
出典：Urkh LLC、2021 年 

図図 3-4 Sergelen ソソムム開開発発計計画画 
 

 Khushig 谷谷周周辺辺のの開開発発事事業業 

本項では、Khushig谷周辺で実施・計画されている開発事業として、主にUB市と

Khushig谷で実施・開発されている産業及び住宅開発事業について整理する。 

 産産業業開開発発計計画画 

 

ビジョン2050及びUBMP2040では、物流センターは、新Zuunmodのほか、Nalaikh、
Argalant-Emeeltに（図3-5に赤丸で示す）、大規模な多目的倉庫業をArgalant-Emeelt
とBagakhangai、Nalaikh（図3-5に黒丸で示す）に、配達センターを市内9か所に配

置する計画をしている。PIP2021-2025には、西部と東部の物流センター設立事業が

「資金が必要」と「設計デザイン必要」リストに掲載されている。 

Nalaikh：大手運送会社Tuushinが130haの計画を実施しようとしている（詳細は7章
参照）。 

Argalant-Emeelt：計画は動いていない。市西側の物流センターはArgalant-Emeeltで
はなく、Tolgoitという話もある。 

ボグドハン鉄道を設計しているTavan Torgoi Railway LLCは、F/Sの中で一部物流セ

凡例 

計画の境界線 

計画中の建設物 

計画中の道路 

目標年次まで残される既存建設物 

目標年次まで残される既存ハシャー 

計画中の歩道 

計画中の緑地 

小規模の緑地 

緩衝緑道 

既存の水源 

井戸保護区 

電力サブステーション保護区 

ガスステーション保護区 

計画中の保留地/商業用/ 

計画中の保留地/ゲル地区用/ 

計画中の保留地/商業用/ 

自動車道 

地面傾斜 

電力サブステーション 

ガスステーション 

 

 

24



 

25 

ンターに関する調査も実施することとなっており、2021年10月時点では新Zuunmod
のほか、RashaantとMaanitで検討するとの意向を示していた。 

また、Baganuurで、MRTDが世界銀行の支援を受けて畜産関連物流センター計画を

進めているという情報がある。 

 
 

出典：ビジョン 2050（JICA 翻訳版） 

図図 3-5 ビビジジョョンン 2050 目目標標 9.5 物物流流セセンンタターー配配置置図図 
 

 

産業・技術パークは、新ZuunmodのFZのほか、Nalaikhの建材産業団地、Argalant-
Emeeltの皮革産業団地、BagakhangaiとBaganuurの工業団地が計画されている（図

3-6参照）。 

Nalaikh：：計画面積120ha、計画就業者人口1,500人。50の工場及び建材に関する

R&D、研修施設、研修生寮、展覧会ホール等を誘致予定。投資企業へは、土地代

無料、免税などのインセンティブ策があり、既に企業が立地し始めている。

PIP2021-2025の情報によれは、インフラ事業の主体はUB市であり、2020年の進捗

は10％で2023年の完成を目指している。しかし、事業財源は未定となっている。 

Argalant-Emeelt：PIP2021-2025には、Emeelt軽工業団地のインフラ整備・工場設置

事業が「資金源必要」リストに記載されている。世界銀行が調査を実施していたが、

皮革産業をモンゴル第2の人口規模を持つDarkhan市に移転させるという政府の決定

に従いDarkhan市での産業団地計画を検討中であり、Argalant-Emeelt開発の行方は

不明瞭である。 

Baganuur：： 計画面積414ha（内重工業36.3ha、石炭97.2ha、食品119ha、軽工業

100ha、ナノテクノロジー51.2haを含む）、計画就業者人口4,000人。PIP2021-2025の
情報によれは、インフラ事業の主体はUB市と鉱業・重工業省であり、2020年の進

捗は1％で2025年の完成を目指しているが、事業財源は未定となっている。 
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Bagakhangai：計画面積15ha、計画就業者人口500人、輸出産業を対象。PIP2021-
2025の情報によれは、事業主体はUB市であり、2020年の進捗は1％で2025年の完成

を目指しているが、事業財源は未定となっている。 

 
出典：ビジョン 2050（JICA 翻訳版） 

図図 3-6 ビビジジョョンン 2050 目目標標 9.5 産産業業・・技技術術パパーークク配配置置図図 
 

 

文文化化ククリリエエイイテティィブブ産産業業ココンンププレレッッククススセセンンタターー：：クリエイティブ産業を国の主

要産業分野の一つとして開発するというビジョン2050の方針を基に、文化省が

Khonkhorに10haの土地を確保し、映画産業を促進するための施設の計画を検討して

いる（プレF/Sを実施する予定）。撮影所等14程度の映画関連施設の建設のため50-
100haが必要と想定しているため、新Zuunmodでの整備の可能性に興味を示してい

る。 

Zuunmod情情報報技技術術産産業業団団地地：：Zuunmod市の南部に計画面積6ha、計画就業者人口

1,120人の電子基盤や電子部品、太陽光発電パネルなどの製造業のための産業団地

を民間企業が主体となって計画している。土地は、Tuv県から許可を得ている。 

ソソウウルル大大学学ググロローーババルルキキャャンンパパスス：：Tuv県とソウル大学の間でワーキンググループ

（WG）が設置され、協議が進んでいる。対象地は具体化していない。 

 

ママンンズズシシリリ寺寺院院－－文文化化・・仏仏教教・・観観光光総総合合施施設設：：Zuunmodから8km北に位置するマン

ズシリ寺院遺跡を中心として、ヨガ、瞑想、会議場、アートギャラリーや展示ホー

ルを建設する計画面積50haの屋外の考古学博物館整備が自然環境・観光省（MoET）
によって計画され、F/S、設計がなされた。政府行動計画2020-2024の3.4.3項に載り、

PIP2021-2025には、「資金源必要」リストに記載されている。 

モモンンゴゴルル国国立立考考古古学学・・民民族族学学博博物物館館及及びび研研究究所所：：Zuunmod市に遊牧文化を広めるた

めの施設（計画面積2.4ha）を、Institute of Archeology of the Mongolian Academy of 
Scienceが主体となって計画している。ビジョン2050行動計画2021-2030の1.1.6項及

び政府行動計画2020-2024の2.6.1.5項に載り、PIP2021-2025には、「資金源必要」及
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び「F/S及び設計デザイン必要」リストに記載されている。 

 住住宅宅開開発発計計画画 

 

行政が主体となって計画・実施している住宅開発を以下にまとめる。多くは、2025
年までの短期での開発であり、開発されれば3.7万戸以上が供給されることとなる。 

ササブブセセンンタターー開開発発：：アジア開発銀行（以下、ADB）は、6つのゲル地区副都心開発

（第1フェーズはBayankhoshuu、Selbe、第2フェーズはDambadarjaaとDenjiinmyanga、
第3フェーズはTolgoitとSharkhad）のためのインフラ整備事業に加え、UB市住宅公

社（NOSK）の支援を通して第1フェーズのBayankhoshuu、Selbe及びTsaiz地区計

100haに10,000戸のグリーン・エコ住宅建設の準備をしている。これら3地区では、

ADBとGCF（Green Climate Fund：緑の気候基金）等からの支援が確定しており、

PIP2021-2025に掲載され、2021年にBayankhoshuu、Selbeにおいて、エコ団地の設計

図、詳細F/S、太陽光パネルの詳細F/S等を実施することが100メガプロジェクトリ

ストに記載されている。 

Eco Yarmag1：：国家住宅公社（TOSK）が主体で、Khan-Uul区4ホロ―の16.5haにお

いて、ゲル地区再開発事業として147ハシャーを1,860戸（想定人口6,912人）のアパ

ートへ建て替える。PIP2021-2025によれば、事業進捗は5％であり、2021年の完成

を目指している。 

Nogoonnuur：：TOSKが主体で、Sukhbaatar区9ホロ―の3.8haにおいて、1,008戸のア

パート建設（想定人口3,630人）を中国の無償資金協力で行っている。PIP2021-2025
によれば、事業進捗は15％であり、2022年の完成を目指している。 

Solongo1&2：：TOSKが主体で、Khan-Uul区に計5,002戸のアフォーダブル住宅の建設

準備を韓国のソフトローンで行っている。PIP2021-2025によれば、事業進捗は1％
であり、2023年の完成を目指している。 

Bayangol登登山山口口のの賃賃貸貸住住宅宅：：TOSKが主体で、Songinokhairkhan区1ホロ―に2,007戸
の賃貸アパートの建設準備を韓国EXIM銀行のソフトローンで行っている。

PIP2021-2025によれば、事業進捗は1％であり、2023年の完成を目指している。 

Zaluus1：：TOSKとNOSKが主体で、Khan-Uul区10ホロ―のMoringiin Davaaの91haに
想定人口21,300人の若者世帯用住宅の建設準備を行っている。 

上記加えて、UB市が主体となり、老朽化アパートの建て替え事業を実施している。

また、上記の事業以外にも約8,000戸のアパート整備の計画があるとされている。 

 

UB市マスタープラン局により策定された2011年承認の地区詳細計画においては、

Yarmag地区は旧空港を含む地域であり、4,400haの面積で、人口223,000人、57,000
世帯の集合住宅地区となる予定である。この地区詳細計画に基づき、Yarmag地区

の土地は全て私有化され、旧空港と市内を結ぶ幹線道路沿道には商業施設や高層ア

パート建設等の整備が進められている。しかし、計画と実態が大きくずれているこ

とから、予算を確保次第、地区詳細計画の改定作業をする予定である。UB市5か年

開発基本方針2021-2025においてYarmag地区計画の改定とその実現（9.2.1項）が掲

げられ、PIP2021-2025ではFS及び詳細計画が必要な案件として詳細計画更新項目が

挙がっている。しかし、UB市が東西の幹線道路の南側の道路の建設を進めており、

詳細計画改定を検討している間にも幹線道路南側の民間開発は進んでいる。 
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NUBIA社のヒアリングからは多くの空港職員がYarmag地区から通勤しているとの

ことであり、また一番近い新規住宅開発地でもあるため、Yarmag地区は本調査対

象地の開発に大きな影響があると考えられる。そのため、その開発動向について注

意を払う必要がある。 

 
出典：UB 市役所からの資料及びグーグルマップに調査団加筆 

図図 3-7 Yarmag 地地区区開開発発地地区区詳詳細細計計画画 ゾゾーーニニンンググ図図とと現現在在のの開開発発状状況況 
 

 

ビジョン2050及びUBMP2040では、新ZuunmodとMaidarを含むボグド山を取り囲む

地域（Zuunmodを除く）に、UB都心部への一極集中緩和のため、10以上の衛星都

市を計画している（図3-8参照）。新Zuunmodを含む衛星都市への将来配置人口は計

44万人（2040年のUB推計人口の15％）と想定されている。 

 
出典：UPRI 

図図 3-8 UBMP2040 ににおおけけるる衛衛星星都都市市・・隣隣接接町町村村のの将将来来人人口口（（2021 年年 9 月月現現在在）） 
 

2021年7月7日市長令А/542号で、「UB市とその衛星都市の計画の整合性を確保し、

各衛星都市における物流拠点、FZ、産業技術団地の形成、これらを接続する公共
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交通網の構築に関し提案、助言を出す役割を持つWG」を設置した。WGの議長は、

首都都市開発諸事業総括であるB.Sukhbaatar氏、副議長は首都建築主事兼都市計画

局長、メンバーとして市の関係局長等のほか、CDC、NDA（現経済開発省）、

MCUD、UPRI等、計15名で組成されている。第1回会議は8月5日に行われ、UB市
の衛星都市、隣接町村の開発政策、地区詳細計画に関して情報交換し、承認された

計画に従って大規模プロジェクト・プログラムをどのように実施していくかについ

て話し合われた。また、UB市で衛星都市を担当する課を新設するとの動きもある。 

 

Zuunmod市は、新空港の従業員が適切な価格で住宅購入できるよう以下の2つのア

パート建設を実施している。 

ママンンズズシシリリパパレレスス（（1,000戸戸アアパパーートト））：： 1バグ（バグ：郡の下の行政単位）の

12.6haの用地に1,000戸の住宅、100名の幼児のための幼稚園、940人の生徒ための学

校を建設している。 

2,000戸戸アアパパーートト：： 1バグの16.2haの用地に2,140戸の住宅、150名の幼児のための幼

稚園、940人の生徒のための学校、商業施設を設計し、建設実施予定である。 

 

新Zuunmodと共にUB市の衛星都市の一つとしてKhushig谷に計画されているMaidar 
cityは、MCUDが2015年に計画を作成したが、未承認である。閣議でMaidar city整備

の可能性を判断するための都市開発総合評価を行う必要があると決議が出された。 

Maidar cityの進捗は、100メガプロジェクトリストの情報によれば、UB市が国の特

別用途地を取得済みであり、MCUD発注による総合都市開発評価が行われ、MoET
発注により水源探査と環境アセスメントが実施された。また、韓国のEXIM銀行に

よる新都市の水管理プロジェクト（F/S）（ソフトローン40百万USD）の一環として、

調査実施中である。課題としては、行政区の新設、境界線確定、道路網整備、イン

フラ整備、設計図作成、建設工事費用にかかる財源の確保が必要となっている。 

 

 新新 Zuunmod 開開発発計計画画のの概概要要及及びび実実施施にに関関すするる関関係係情情報報のの整整理理 

図3-9に新Zuunmod開発に関係する既往調査の位置づけを整理し、次項以降に詳細

をまとめる。モンゴル政府による計画は、新空港衛星都市MP、Khushig谷新都市総

合計画（案）、Khushig谷開発のための詳細計画、ボグドハン鉄道である。モンゴル

政府として、これらについては全計画を踏襲して改定がなされているが、それ以外

のドナーなどによる調査については参考程度に受け止められていると考える。 
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新新 Zuunmod ににかかかかるる MP 

 
出典：調査団 

図図 3-9 新新 Zuunmod ににかかかかるる既既往往調調査査のの整整理理 
 

 新新国国際際空空港港衛衛星星都都市市ママススタターーププラランン (The City Master Plan for the New International 
Airport) 

空港周辺都市開発の計画として、新空港衛星都市MPが、2019年1月に閣議決定され

た。新空港衛星都市MPでは、25km圏をアエロトロポリスとして、産業の機能分担

や将来人口を図3-10の通り整理している。UB市中心部は行政や経済の中心として、

Zuunmodは産業技術パーク、運輸・物流拠点として位置づけられている。 

 
 出典：新空港衛星都市 MP の翻訳 

図図 3-10 新新空空港港衛衛星星都都市市 MP ににおおけけるる周周辺辺都都市市のの機機能能分分担担 

新新空空港港衛衛星星都都市市（（Aero City→新新 Zuunmod））MP（（2019

年年国国会会承承認認）） 
開発コンセプト ①Nomadic な都市 

②スマートな都市 
③ハイテクイノベーションクラス

ター産業地区の整備 
④FZ 
⑤物流ハブ 

Khushig 谷谷新新都都市市総総合合計計画画（（案案）） 
2040 年には東北アジアの運送（航空、鉄道、道路）ハ

ブとなり、人口 15 万人の経済成長地域となる。 
新新 Zuunmod：： 

自自由由地地域域、、北北アアジジアアのの物物流流ハハブブ、、最最新新技技術術イイノノベベーーシシ

ョョンンククララススタターーがが開開発発さされれるる環環境境にに優優ししいい、、ググリリーーンン

ななイインンフフララがが整整備備さされれたた現現代代的的「「ススママーートト」」なな都都市市 

新新 Zuunmod 改改定定（（予予定定）） 

＜独自調査＞

• KDI 調査 
• 前回基礎調査 

＜＜モモンンゴゴルル政政府府にによよるる実実施施ののたためめ

のの検検討討＞＞ 
• Khushig 谷開発のための詳細計画

（空港北側地区詳細計画、物流

センターF/S、インフラリソース

調査） 
• ボグドハン鉄道 
• 空港職員住宅（600 戸） 

＜衛星都市開発にかかる調査＞ 
• ADB 衛星都市開発にかかる調査 

見直し 
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新空港衛星都市MPでは、①Nomadicな都市、②スマートな都市、③ハイテクイノ

ベーションクラスター産業地区の整備、④FZ、及び⑤物流ハブとなることの5つを

目標としている。そのための施設として、貿易・サービスや金融・ビジネスセンタ

ー等の商業施設、FZ、バイオテクノロジー・ナノ・IT等のハイテク産業団地、航

空・鉄道・道路物流団地、ゴルフコースや公園等の観光・リクリエーション施設、

住宅地整備と病院等の支援施設建設を計画している。 

 
出典：:モンゴル国新ウランバートル国際空港衛星都市の開発可能性にかかる情報収集・確認調査報告書
を基に調査団加筆 

図図 3-11 新新空空港港衛衛星星都都市市 MP 新新空空港港周周辺辺都都市市整整備備計計画画図図 
 

計画概要は以下の通りである。 

計計画画人人口口：：居住者34,119人、公共施設利用者21,000人、労働者14,881人 
表表 3-7 整整備備がが計計画画さされれてていいるるイインンフフララのの必必要要量量 

区区画画 利利用用者者 面面積積(ha) 電電気気負負荷荷 
(kW) 

熱熱（（暖暖房房））
(Gcal/h) 

水水 
(m3/日日) 

住宅区域 中層 36.46 8,558.89 30.28 7,506.2 
低層 51.61 4,091.40 22.98 

社会インフラ施設  2,530.06 － 
公共スペース 1. 行政総合施設、2. 銀行・ファイナ

ンシャルセンター、3. ホテル、4．
オフィス、5. 商業センター、6. 劇
場、7. 博物館、8. 飲食店、9. スポー

ツ会館、10. レジャー施設 

350.39 5,060.12 62.10 105.2 

産業区域 バイオテク工場 38.54 14,303.82 59.40 2,058.7 
 
 

(35.88) 
(35.21) 
(22.64) 

 
 
 
 
 

(240.00) 

ナノテク工場 24.88 
情報技術関連工場 59.41 

運輸物流区域 航空物流センター 96.59 10,727.86 ― 
 道路運輸物流センター 104.41 

鉄道運輸物流センター 167.67 
施設インフ
ラ、交通区域 

インフラ整備区域 61.6 3,575.95 ― 
交通区域 840.4 

緑化施設、レ
ジャー区域 

用途制限された緑化施設 281.1 1,787.98 ― 
特別用途緑化施設 342.4 

公園 1475.8 
特別用途区域 空港用区域 1254.7 ― 11.60 

ボボググドドハハーーンン鉄鉄道道

 

 

 

 

 
本業務の対象とな
る物流センター及
び
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区区画画 利利用用者者 面面積積(ha) 電電気気負負荷荷 
(kW) 

熱熱（（暖暖房房））
(Gcal/h) 

水水 
(m3/日日) 

経済自由区域  64.98 3,575.95 (156.03) 
(3.04) 

 
特別倉庫区域 18.98 1,787.98 

予備地 427.04 
その他 ― ― ― ― 967.0 

合計 5,696.96 56,000.00 186.36 10,637.2 
出典：新空港衛星都市 MP Vol.2 の翻訳に基づきコンサルタント作成 
 

 2018/19 KSP Policy Consultation Report: Development of Smart Aero-city Adjacent to 
the New Ulaanbaatar International Airport (NUBIA) in Mongolia 

韓国開発研究所（KDI）は2019年5月から10月にかけて開発課題の分析、新空港衛

星都市MP及び実施方法のレビューを行った。KDI調査では、主要産業施設と集客

施設、住みやすい環境を整備することで経済をけん引する施設としてアエロシティ

を位置付けている。そのため、競争力、魅力、居住適切性を開発コンセプトとして、

経済活動と住環境整備を進めることで外国人居住者が住みやすい地域とすること、

本調査対象地を交通のハブとして衛星都市や経済特区（SEZ）がリンクする経済活

動の中心として、将来的に産業クラスターと空港後背地としての住宅地を20-30㎞
まで拡大する圏域とするアエロトロポリスとして成長していくことを提案している。 

本調査対象地の機能としては、航空貨物倉庫等の物流施設、航空機整備

（Maintenance、Repair & Overhaul、MRO）施設やハイテクパーク等の産業施設、

R&Dセンター等の調査施設、MICE（Meeting, Incentive, Conference/Convention, 
Event/Exhibition）やショッピングセンター、総合リゾート等のビジネス・観光施設、

大学や病院等の生活支援施設を提案している。事業実施方策については、不動産市

場、官民連携（PPP）を含む可能性のある投資機関の現状整理にとどまっている。 

 
出典：2018/19 KPS Policy Consultation Report - Development of Smart Aero-city Adjacent to the New 

Ulaanbaatar International  Airport (NUBIA) in Mongolia 

図図 3-12 提提案案機機能能 
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 JICA 新空港衛星都市の開発可能性にかかる情報収集・確認調査 

JICAは「前回基礎調査」を実施し、新空港衛星都市MP及び関連文書のレビュー、

開発予定地域の現状と開発上の課題整理等により、新Zuunmod開発に関する提言を

行った。今後のJICAの協力の可能性としては、新Zuunmod開発促進支援、新空港活

用のための観光開発・振興計画策定支援、航空貨物センター建設、下水処理場・再

生水工場・汚泥処理施設建設、廃棄物埋立処理施設建設、太陽光発電所建設などを

提案した。 

 Khushig 谷新都市総合計画 

MCUDは、Khushig谷において、「新Zuunmod」、「Zuunmod市」、「Maidar city」、
「Sergelenソム中心地」の4つの市街地を、共有のインフラ施設で接続することで総

合的に開発する地域開発計画を策定中である。新Zuunmodは新空港衛星都市MP、
Zuunmod市はZuunmod都市マスタープラン（3.1.12項参照）に基づいている。

Maidar cityはMaidar Ecocity計画（3.2.2 (5)項参照）を参考にし、Sergelenソム中心地

は現在作成中のSergelenソムマスタープランと調整している。Tuv県Zuunmod市は新

Zuunmodより10km、Sergelenソム中心地は15km、「Maidar city」プロジェクトサイト

は20km離れた場所に位置する。 

2021年6月30日の内閣定例会議でKhushig谷新都市総合計画のコンセプトがMCUD大

臣から説明され、次の施策が決定された。 
• Khushig谷新都市総合計画（案）コンセプトに基づき「Khushig谷新都市総合計

画（地域開発計画）案」を 2020 年第 3 四半期内に作成し内閣会議に提出。

（MCUD 大臣） 

• 新衛星都市の開発、国家規模の建設事業、インフラ整備事業を実施するために

Tuv 県 Altanbulag ソム、Sergelen ソムにおいて特別用途地を確保。 

• 新衛星都市の電力・熱供給源として、Zuunmod 市に韓国 Exim 銀行のソフトロ

ーンで建設される火力発電所、国家予算で実施される Zuunmod サブステーシ

ョン増築の完成の促進。（エネルギー省(MoE)大臣） 

• 優先的に整備すべき施設として、住宅開発事業案を作成・閣議提出。（MCUD
大臣、MoF 大臣） 

MCUDによれば、Khushig谷では、新国際空港、ボグドハン鉄道、アジアハイウェ

イ3号線 (以下、AH-3)など国家的及び国際的な大規模プロジェクトが実施され、

2040年には東北アジアの輸送（航空、鉄道、道路）ハブとなり、人口15万人14の経

済成長地域となる。このような大規模事業に付随して自由地域、物流センター、2
万戸の住宅が建設され、合計6-7万の雇用創出、国内外の投資促進につながり、モ

ンゴル国のGDP及び経済を10-15％拡大させる見込みである。このKhushig谷の総合

開発によって、首都UBの人口集中が緩和され、観光、産業、物流に伴った雇用が

生み出され、Tuv県、首都、国の社会、経済発展に資することが期待されている。 

Khushig谷新都市総合計画における4つの市街地の位置づけは以下の通りである。15 

 

 

 

 
14 CDC オドバヤル副所長によれは、水資源を考慮して 15 万人が上限。 
15 MCUD HP 
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表 3-8 Khushig 谷新都市総合計画における 4 つの市街地の位置づけ 
新 Zuunmod 新国際空港周辺都市として自由地域、北アジアの物流ハブ、最新技術イノベ

ーションクラスターが開発される環境に優しい、グリーンなインフラが整備
された現代的「スマート」な都市。計画人口は、34,000 人。 

Zuunmod 市 新 Zuunmod、Maidar city、Sergelen ソム中心地を結ぶ行政拠点、中央地域主要
都市となる。Zuunmod市には、「農牧産業技術パーク」、「情報通信技術産業パ
ーク」、「モンゴル国家考古学・人類学の博物館、研究所」、「マンズシリ寺院
の文化・仏教・観光総合施設」、「カシミア初期加工総合工場」など大規模な
事業が計画されており、モンゴル民族のアイデンティティ、歴史、人類学、
宗教、文化、教育の拠点、食品軽工業のクラスター、物流センターとして発
展する見通しである。Zuunmod 市マスタープラン（MP）では、2030 年には
70,000 人になると見込んでいる。 

Maidar city モンゴル国の宗教、文化、習慣を反映させたデザインで、最新技術に基づい
たスマートな土木インフラ整備により観光を促進する、グリーン開発に配慮
したエコシティとして計画された。面積 11 万 ha に、大学、博物館、寺院、
観光、映画村が計画されている。啓蒙者・第一世活仏ザナバザルが 17 世紀に
作った高さ 72cm の Maidar（弥勒菩薩）像を 75 倍に拡張した高さ 54m の像と
高さ 108m の卒塔婆が計画され、建設工事が開始されている。 

Sergelen ソム
中心地 

Khushig 谷開発の大半が Sergelen ソムの土地で実施されるため、Sergelen ソム
中心地がその影響を最も受ける地域となる。そのため、Khushig谷開発と調和
が保たれるよう、Sergelen ソム中心地の開発マスタープランが作成中であ
る。Sergelen ソム中心地は、国際的な新都市周辺に位置する長所を生かし、
現代的で緑の、コンパクトシティ開発のモデルとする。 

出典：/mcud.gov.mn/g/778/ 

 

2021年9月に入手したCDCによるKhushig谷新都市総合計画（案）は図3-13から図

3-19の通りである。2021年秋国会での承認を目指して作業をしているが、2021年11
月現在でも作業が続けられており、2022年春国会への提出されるものと考えられる。

ドラフトが常時見直しされていることから、2021年10月末現在で入手できているこ

の計画に基づき、本調査での検討を行う。 

なお、2019年に承認された新空港衛星都市MPは、これから作成されるKhushig谷新

都市総合計画に基づき改定される予定であるが、現時点では改定スケジュールは未

定である。 
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 Khushig 谷谷開開発発ののたためめのの詳詳細細計計画画 

2020年5月の「都市開発に関する国会決議」に基づき、国として新空港周辺都市の

整備について検討を開始した。これを受け、空港北側地区詳細計画、物流センター

F/S、インフラリソース調査について、CDCが発注先となって委託業務を行ってい

る。当初の予定では、2021年3月を目途としていたが、前述Khushig谷新都市総合計

画の準備により、2019年のアエロシティMPの計画に変更が入り調査が止まってい

た。2021年6月30日の閣議決定を受け、2021年秋国会に提出する予定で調査を再開

したが、作業は継続中である。以下に、委託中の3つの調査の状況についてまとめ

るが、調査の内容については作業中との理由で情報入手はできなかった。 

 

調査では、住宅地域及び産業団地（イノベーション、ナノ、バイオテクノロジー）、

商業地域の計画を検討しているが、Khushig谷開発への移行を受けてTOR変更の可

能性があると共に、詳細について作業中で共有できるものがないとのことである。 

 

2021年6月時点のICRでは、2019年に承認された新空港衛星都市MPで提案された物

流センターの立地について、環境、社会経済、インラフ整備、建設などの空間整備

の視点から都市開発総合評価し、不適格と判断をしている。その代替として、図

3-20に示す5つのオプションを提案し、星印のついている南側に位置する約3,000ha
を選定した。物流センターの位置選定の理由は、以下の通りである。 
 鉄道に近い 

 物流処理のための空間が確保できる 

 労働力/居住地に近い（ソムまたは県中心地から遠くてもバスで 20-30 分の距

離） 

 土木インフラ接続が可能 

 異常気象リスクが少ない 

 道路網に近いまたは接続される 

 安価で長期的に保存を可能にする大規模な倉庫が建設できる 
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 位位置置 規規模模 長長所所 短短所所 
1 新 Zuunmod の西

北 
400ha UB 市、AH-3、居住地に近

い。 
面積が狭く、拡大が不可能。着陸
帯に当たる。土地収用費：中程度 

2 MP の位置の南 400ha MP で定めた敷地内。土地収用
費がかからない。 

鉄道線路をまたがっている。湿
地。AH-3 から離れている 

3 MP 位置の東南 400ha MP で定めた敷地内。土地収用
費がかからない。 

MP のハイテック、バイオテクゾ
ーンと重複。鉄道線路を跨る。 

4 新 Zuunmod と
Sergelen ソムの間 

400ha 周辺市街地の中心に位置す
る。 

着陸帯に入っている。土地収用費
用が最も掛かる。 

5 新 Zuunmod の南
と東南。鉄道の

南 

3,000ha AH-3、ボグドハン鉄道、UB～
Zamiin Uud 道路に近い。航空
貨物と隣接可能。倉庫建設の
ための広い土地が確保可能。 

土地収用費用が若干かかる。MP
で定めた敷地外。傾斜のため準備
工事が必要。 

出典：UPRI、国際物流センターF/S（ICR、ドラフト） 

図図 3-20 物物流流セセンンタターー提提案案位位置置 
 

物流センター整備の想定は、物流量は、今のままの物流センターであれば15百万ト

ン、トライポートと物流センターを合わせて開発すると25百万トンと、物流センタ

ーの特徴によって15-25百万トンと取扱量に幅があるため、ITRで再計算し、開発シ

ナリオを設定、概略設計することとしている。ITRについては、作業中であるため

情報入手はできなかった。 

物流センターの設計条件としては、①UBの貨物と連携、②UB市東側のNalaikh物流

センターの需要を考慮、③UBから地方への貨物を考慮、④鉄道に付随して開発さ

れる新しい物流センターの規模を考慮、⑤空港カーゴセンターとの連携条件の特定、

⑥都市開発の規則基準に即していること、をあげている。 

 

計画の内容については、後述8章の基礎インフラの項目で整理を行う。 

オプション 5 

県境界 
新空港特別用途地 
計画 AH-3 道路 
川の流域 

既存道路 
既存高速道路 
ボグドハン鉄道 
物流拠点位置提案 

飛行場安全区域 
着陸帯 
MP での物流拠点位置 

1 

4 
2 3 

Zuunmod 

New Airport 
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 ボボググドドハハンン鉄鉄道道 

ボグドハン鉄道事業は、UB市の交通混雑を緩和するために長年構想されてきた。

新空港建設が円借款事業として借款契約（L/A）が締結された2008年より、新空港

に隣接した新駅を作り、首都地域の物流拠点を作ることが構想されていた。 

当該事業は、MRTD（当時は道路交通省）とロシア鉄道（Russian Railways Joint 
Stock Company）間が2014年に締結した「UB鉄道（UBTZ、モンゴル及びロシア政

府がそれぞれ50％の株式シェアを持つ）改善、開発向けの戦略的なパートナーシッ

プ契約」上で「Mandal－Bagakhangaiの170キロ鉄道を建設する」ことが合意16され

たことに基づく。 

モンゴル政府は、Mandal駅とBagakhangai駅を結ぶボグドハン鉄道をADBに要請し、

ADBはプロジェクト準備技術支援（TA 8935-MON）を通して、5つの線形オプショ

ンを提案した。モンゴル政府は内閣で検討するためにオプション5を選択した。オ

プション5は、(i) 総延長166km（トンネル15km、既存鉄道線の改良60km、新空港付

近及び物流センター予定地の駅を含む）、(ii) 総費用8億4,660万ドル（2017年価格）

と見積もられた17。 

しかし、事業費見積もりが想定を大きく超えるものであったため、MRTDは線形の

見直しを実施している。モンゴル側の動きとしては、2021年8月4日の閣議において、

ボグドハン鉄道の基礎工事のための特別許可を“Tavan Tolgoi Railway LLC”に対し交

付し、建設工事は2021年第3四半期内に開始することが決定された。同プロジェク

トを関連法に基づいて合法的に実施すると

ともに、開発および基礎建設工事において

軍司令部、UBTZの参加を促し、関与させる

よう関係者に指示したとの報道があった18。 

2021年8月12日の内閣報道では、Rashaant駅
～Maanit駅間の延長135.8kmとし、6つの分

岐点、3駅、9.1kmと7.5kmの2つのトンネル

を建設する計画がMRTD大臣から説明され

た19。予算は、概算で6.3-7億USDであり、ロ

シア、日本と財源確保の協議を進めている

が、協議に時間がかかるため、最初の内は

国家予算（Tavantolgoi鉱山からの資金）で

建設を開始するとのことである。2022年か

ら着工し、2025年完成を目指している。 

Tavan Tolgoi Railway LLCは、新Zuunmod経由

でRashaantからMaanitまでを結ぶ線形設計の

調査を2022年3月までの予定で受託している

（図3-21参照）。発着点と新Zuunmod以外の

場所については、土地収用を避けるなどの

理由で、ADBが実施した調査で提案された

線形から変更されるとのことである。 

 
16 mrtd.gov.mn/p/76 
17 ADB プロジェクト準備技術支援業務 業務指示書 
18 www.ttz.mn/mn/8l 
19 https://www.facebook.com/MASS.TV.OFFICIAL/videos/1641253189396755 

 
出 典 ：Tavan Tolgoi Railway LLC が
MRTD から入手。ただし、線形は変更
予定。 

図図 3-21 ボボググドドハハンン鉄鉄道道線線形形図図

（（ドドララフフトト）） 

Rashaant 

Maanit 

Ulaanbaatar 

Bagakhangai 

Sergelen 

Zuunmod 

New Zuunmod 

Planned alignment 135.8km 
Tunnel 
Existing railway 
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一方で、ADBは、2021年7月からプロジェクト準備技術支援業務を開始している。

実施しているコンサルタントによれば、現時点では、モンゴル側の作成している計

画にアドバイスをしているのみとのことである。 

 アアジジアアハハイイウウェェイイ 3 号号線線  

AH-3は、国際道路でありモンゴル領内はUBTZ本線と同様にUB市を経由してロシ

ア国境 (Sukhbaatar) と中国国境 (Zamyn-Uud) の間を通っている。現在、ADBと欧州

開発銀行（EBRD）がUBから北側の改修支援を行っている。20 

モンゴル政府によりAH-3には新空港西側を通る高規格道路のバイパスが計画され

ているが、MRTDによるとボグドハン鉄道建設を優先に整備を進める方針のため、

事業化の目途はたっていない。 

 空空港港職職員員住住宅宅（（600 戸戸）） 

モンゴル民間航空庁（CAAM）が空港職員用住宅整備の第1段階として、4階建て60
戸のアパート（600戸）を10棟及び150人収容する幼稚園、診療所を計画している。

各種インフラについては、空港からの接続を想定していたが、NUBIAから共有で

きないとの回答を得ている。インフラ接続の問題に加え、設計のための予算が確保

できていないことから計画が止まっている。 

出典：CAAM 

図図 3-22  空空港港職職員員住住宅宅（（600 戸戸））事事業業計計画画図図（（左左：：配配置置図図及及びび右右：：上上下下水水道道計計画画図図）） 
 

 ADB 衛衛星星都都市市開開発発にに係係るる調調査査 

ADBは、2019年にUB市の衛星都市開発とそれによる地域開発戦略の可能性を検討

するための初期的な調査を実施した。衛星都市に関する他国の事例と、インフラ開

発や経済・財務等UBの現況を踏まえ、開発ビジョン、優先的開発などについて提

案を行っている。新Zuunmodは、衛星都市の一つとして検討対象となっている。 

調査は完了しているが、報告書の最終化及び報告書の公開には至っていない。調査

の結果を受け、ADBの都市開発担当者は、衛星都市開発よりもUB市内のサブセン

ター開発の優先度が高いと考えている。 

一方で、ADBは新Zuunmodに重点を置いた新規事業の入札を準備している。脱/低
炭素技術を導入する都市開発を検討している。新Zuunmodは大規模開発であるため、

JICAと協力して事業を実施したいとの意向を示している。 

 新新空空港港建建設設計計画画のの概概要要及及びび利利用用実実績績、、今今後後のの見見通通しし 

新空港建設のための円借款の審査調書における新空港設計条件は表3-9、定量的効

果は表3-10の通りである。 

 
20 2023 年完成を目指して EBRD が首都 UB 市と第 2 の都市 Darkhan の間 204km の 4 車線拡幅、また、ADB が 2024 年完

成を目指して UB－Darkhan、Darkhan－Altanbulag、UB－Arvaikheer間の道路改修支援を行っている。 
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表表 3-9 新新 UB 国国際際空空港港計計画画時時のの需需要要予予測測 
（単位：人）  

2009 年年 2014 年年 2019 年年 2024 年年 
国際線・国内線旅客者数合計需要予測 682,000 1,101,000 1,651,000 2,339,000 

  ※2009 年はチンギスハーン国際空港の需要予測 
  出典：審査調書  
 

表表 3-10 定定量量的的効効果果 運運用用・・効効果果指指標標 

指指標標名名 基基準準値値 
（（2005 年年実実績績値値）） 

目目標標値値（（2019 年年）） 
【【事事業業完完成成 2 年年後後】】 

最低月における離着陸可能率（%） 73 98 
年間旅客数（うち国際線）（万人） 47 (34) 165 (138) 

年間外国人旅客数（万人） 11 45 
年間航空機発着回数（うち国際線）（回） 7,593 (3,546) 22,200 (14,500) 
天候要因による遅延・キャンセル（%） 2.3 0.5 

※年間旅客数、外国人旅客数は出発・到着の合計 
出典：審査調書  
 

過去5年間の空港利用について表3-11にまとめる。2020年の旅客数は、COVID-19の
影響により大幅に減少している。 

表表 3-11 UB 国国際際空空港港利利用用状状況況実実績績  
（単位：千人）  

2016 年年 2017 年年 2018 年年 2019 年年 2020 年年 
国際線旅客者数合計 790.5 927 1,020.9 1,188.2 161.8 
国内線旅客者数合計 232.6 325.1 401.6 433.4 285.67 

国際線・国内線旅客者数合計 1,023 1,252 1,422.5 1,621.6 447.48 

出典：モンゴル統計局（www.1212.mn） 
 

ウランバートル新国際空港社（NUBIA）による今後10年間の推計によると、

COVID-19の影響からのリカバリーを2024年に想定し、2019年のレベルに戻るとし

ている。そのため、審査調書の指標に達するのは、旅客数合計が2025年、国際線旅

客数が2027年、発着回数は2030年となる。 

 

 空空港港安安全全規規制制区区域域のの見見直直しし 

2019年に承認された新空港衛星都市MPで使われていた空港安全規制区域は、2010
年CAAM局長令A/245号によるが、国際民間航空条約（Convention of International 
Civil Aviation、通称シカゴ条約）のDoc 7300の滑走路端安全区域要件、CAAM総局

長によって承認された「飛行場要件」技術文書など、飛行場の設計・計画基準や規

則の要件を満たしていなかった。そのため、2020年7月16日付のMRTD大臣命令№

131によって承認された「飛行場計画・運用」技術文書として、新空港の安全地帯

A、B、および障害物制限地帯の敷地がMRTD大臣令A/131号で決定された。安全区

域Aゾーン内半径4㎞での住宅などの建築の禁止や、Bゾーンでは半径15㎞での食品

工場の建設禁止など用途規制が規定されている（表3-13参照）。また、障害物制限

区域内では民間航空施設を除く45mの高度制限がある。 

しかし、新空港衛星都市MPでは半径3km以内での住宅建築が計画されているなど、

新Zuunmodの開発及びその他の地方空港においても、規制に対応できないとの理由

で、2021年4月21日のMRTD大臣令A56号で規制範囲の見直しが再度行われ、Aゾー
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ンは以前と変わらない半径3㎞、Bゾーンは以前より狭い半径8㎞に変更された。 

表表 3-12 安安全全規規制制区区域域基基準準のの変変更更前前後後のの比比較較 
安安全全区区域域ゾゾーーンン 新新国国際際空空港港衛衛星星都都市市 MP 新新規規制制 

A ゾーン 半径 3 ㎞ 半径 3 ㎞ 
B ゾーン 半径 10 ㎞ 半径 8 ㎞ 

出典：CAAM の情報を基に調査団作成 
 

表表 3-13 安安全全規規制制区区域域ででのの土土地地用用途途規規制制 
土土地地利利用用 A ゾゾーーンン B ゾゾーーンン 

建建設設物物 
• 住宅地 × 〇 
• オフィス 〇 〇 
• 商業施設 〇 〇 
• 野外商業施設 × 〇 
• 墓地 × × 
• 食品工場（食肉、小麦粉、飼料等） × × 
• ホテル、モーテル 〇 〇 
• レストラン 〇 〇 
• 駐車場 〇 〇 
• ガソリンスタンド × 〇 
• 倉庫 〇 〇 

農農牧牧業業 
• 農業 × × 
• 苗育成 × × 
• 畜産業、ファーム × 〇 
• 鳥の餌付け、養鳥 × × 
• と殺場 × × 
• 畜産原材料、骨の野外収集 × × 
• 養魚 × × 

野野生生動動物物のの保保護護区区 
• 鳥・動物園 × × 
• ハンティング × × 

ススポポーーツツ・・レレジジャャーー 
• スポーツ広場（ゴルフ、テニス、ボーリング、体育館） 〇 〇 
• レジャースポット 〇 〇 
• 遊び場 〇 〇 
• ナーダム広場、スタジアム、乗馬施設、野外サーカス × 〇 
• 寺院 × × 
• 観光キャンプ 〇 〇 

土土木木イインンフフララ 
• 水処理所 × 〇 
• ごみ処理場 × × 
• ゴミ集積場 × × 
• 採石場、オープンピットマイニング × × 
• 高圧電線 × 〇 
• 火力発電所 × 〇 
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• 太陽光・風力発電所 × 〇 
• 道路、道路施設、照明 〇 〇 

         出典：MRTD 大臣令 A/131 号 
 

 対対象象地地区区のの土土地地収収用用のの進進捗捗 

 土土地地関関連連法法のの整整理理 

新Zuunmod開発における用地取引は民法および土地に関する法律の影響を受ける。

民法の規定では、個人の所有権や個々人の締結する契約の自由が保障されており、

個人の自由の権利行使への不干渉、権利義務の実行に関する無制限の保証などが謳

われている。 

土地法では、土地に関する権利について「所有」「占有」「利用」の3つの形態を認

め、市民や組織による土地の所有規制と土地利用規制を定めている。モンゴルの土

地は国家のものというのがモンゴル憲法の一般的規定であるが、国家が土地を私的

所有のためにモンゴル国民に配分できることが認められ、国民は土地を所有するこ

とができる。また、国内企業や組織は占有を許可される。一方で、外国、国際機関、

外国法人、外国投資法人、外国人は契約に基づき、特定の目的で一定期間、土地を

利用する権利を持つことができる。表3-14に土地収用に関する規定をまとめる。 
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表表 3-14 土土地地収収用用にに関関すするる概概要要 

  
出典：土地法及び土地私有化法を基に調査団作成 
 

 土土地地収収用用のの動動きき 

内閣令2010年第140号、2016年第154号により、新Zuunmod用地12,084.9ha（新空港

を取り囲む図3-23の青線の範囲）は、特別用途地として境界線が設定されている。

対象地の土地収用は2021年11月時点でほぼ終わっているが、空港北側が法廷で敗訴

されたことにより私有地のまま残されている（具体的な地籍については情報入手で

きないが、民間企業3社と聞いている）。政府としては再度法廷での決着をつける予

定である。21 

Khushig谷開発対象地のうち、Maidar city開発のための12,000 の土地も、内閣令

2018年第273号により特別用途地として確保され境界線が設定されている。既に収

用に関する政府決定が出されている新Zuunmod用地12,000haとMaidar用地12,000ha
のほか、新たに19,048haの土地（新Zuunmod用地を取り囲む図3-23の赤線の範囲）

 
21 CDC ヒアリング 

モンゴル土地法 所有権 占有権 使用権

対象 モンゴル国民
18歳以上のモンゴル国民、企業・組織、政府機
関

18歳以上のモンゴル国民、企業、機関
大使館、外国企業、国際機関、外国人個人（183
日以上の居住者）
アパート所有者組合

期間
15-60年間、一度のみ最長40年の延長が可能
（30.1）

外国投資企業が特定目的で使用する場合は、政
府決定による（44.5）

権利付与面積

目的：①家庭で必要となる、もしくは商業目的
首都：0.07ha、アイマグセンター：0.35 ha、ソ
ムセンターや村：0.5ha、首都やアイマグセン
ターへの幹線道路沿道：0.07ha（私有化法7.1）

（国民対象）住宅目的：最大0.07ha、野菜・フ
ルーツ・飼葉などの農地：最大0.1ha（29.1-2）
（長年農業を営む農家対象）農地：穀物用
100ha、ポテトやその他野菜用最大5ha（29.3）

住宅：最大0.05ha、農地：0.1ha（5年間、一度
飲み最長5年の延長可）（44.6）

通常売買 個人間のみで可能 禁止 禁止
譲渡(移転) 可能 登記されていれば可能 禁止

賃貸
所有地の他者への占有または利用についての出
願を地区知事へ提出し、他者への占有または所
有の許可を受ける

所有地の他者への利用についての出願を地区知
事へ提出し、他者への占有または所有の許可を
受ける

禁止

権利の取り消し

所有者若しくは、私有地を私有化法29条に基づ
き占有もしくは使用している第3者が以下に違反
したときは、裁判所手続きを通して、土地は没
収される。（私有化法35.1、28）
1．所有権を外国人に移転した時
2．私有化法29条人とづく手続きを踏まずに第3
者に占有、私用をさせた時
3．国民の健康、環境、国家安全を侵害するよう
な使用を行った時
4．穀倉地を他の目的で使用した時

所有権の停止（私有化法31.1）
1．外国人に土地所有権を移転した時
2．所有権を放棄した時
3．モンゴル国民であることを放棄した時
4．その他

アイマグ、市、ソム、区が以下の場合に執行す
ることができる。（40.1）
1．登記上の義務に反するとき
2．健康や自然保護、国家安全を犯すとき
3．第3者から移転された権利の登記がなされな
かったとき
4．環境影響調査の要件が満たされないとき
5．権利者が土地代を未払いのとき
6．特別な理由なく2年間放置されたとき
7．法人税や個人所得税に関連する税金の申請等
を行わなかったとき及び不正申請したとき

1．モンゴル国民、企業、組織が外国人などに貸
与した場合（44.9）
2．法人税や個人所得税に関連する税金の申請等
を行わなかったとき及び不正申請したとき
（44.10）

国が特別な必要
性で土地が必要
な時の対応

1．権利者の同意の基、土地の全部もしくは一部
を、契約期間前に保証や代替えの有無にかかわ
らず、権利の除去を行う提案を内閣に行うこと
ができる。内閣は、提案に対し、適切に決定を
行う。（42.1-2）
2．内閣およびアイマグ、首都、ソムおよび地区の知事は、土地の所有者または使用者との事前の
合意に基づき、支払いの有無にかかわらず、既に所有または使用している土地を共同保有および
特別な必要性のために使用することができる。（46.1）
4．内閣は、不可避の社会的必要性により、その必要性が消滅するまで、行政命令により、共有地
または特別な必要性のために占有または使用している土地を有償または無償で使用する決定を下
すことができる。（46.2）
上記は都市部においての権利であり、草地はホトアイルコミュニティを通してグループでの占
有、農地はバグ議会の提案に基づくソム議会の決定に基づき、ソムが占有権や使用権を付与す
る。（52.7、54.4、56）

国は、以下の場合に補償に基づき土地の変更や
返還を求めることができる。（私有化法32.1）
1．国の防衛安全確保
2．恒久的な科学技術の試験や環境・気候変動観
測
3．国レベルでの道路建設、配管・配電、ネット
ワーク構築、その他事業
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を収用し政府の特別用途地とするため、土地管理測地地図庁(ALAMGaC)を中心と

する土地収用WGが設立された22。補償及び違法土地の取り消しなどの措置を取る

ための準備として、7月29日からTuv県SergelenソムとAltanbulagソムのKhushig谷開

発対象地の3,173企業や個人の所有、占有、使用を含む地権者を対象として公聴会

を実施した23。Sergelenソムの住民の反対も報道されていた24が、ALAMGaCによれ

ば、住民説明を重ねることで理解を得たことである。2021年8月19日にはTuv県議会

でも説明をし、9月15日には議会承認が出た。2021年11月時点では、10月16日に出

された閣議承認（307号）に従い、法に違反（未登録、土地税未払い、2年間何の活

動もしていない土地）している土地についての権利を無効にする活動を行っている。

反対者は権利を購入した人々で、市場価値とは異なる安い政府買取価格に対して売

却を拒否しているとのことである。この対応については協議中であり、法に違反し

ている土地の処理後に対処するとのことである。 

 
出典：CDC の資料を基に Google Earth 上に調査団加筆 

図図 3-23 土土地地収収用用対対象象地地 
 

 モモンンゴゴルル政政府府関関係係機機関関のの動動きき 

2020年5月14日付第55号国会決議に基づき新ZuunmodとMaidar開発の監督者として、

ガンバータル国会議員（経済常任委員）とビャンバツォグト国会議員（国家組織常

任委員）が任命された。 

また、Khushig谷開発のため、首相により2つのWGが設立された。 

ボボググドドハハンン鉄鉄道道整整備備：首相令2021年3月24日第76号により、内閣官房長官率いる

WGが設置された。2021年4月5日のWG会議で、ボグドハン鉄道事業実施計画が打

ち出された。実施計画には、財源確保、関係者特定、鉄道線形の最終化、設計・調

 
22 2021 年 7 月 MCUD 大臣令第 160 号 
23 2021 年 7 月 30日「Unuudur」紙 145 号及び CDC からのヒアリング 
また、8月 12 日の報道では、地権者の 25％がヒアリングに来ている。違法利用などにより 435 の権利をキャンセルす

ることになっているが、地権者が土地の利用を証明すれば、「補償金」あるいは「土地の位置変換」という措置に入れ

るとのことであった（https://ikon.mn/n/2aqm?fbclid=IwAR2gSoLtpn9tUa15V1T1z-qsf7YPgKijICdyj8Oisbzzux7TOLv6ZwMF-
EM）。 
24 ZUUNMOD TBS TV、2021年 3月 28 日 

新Zuunmod特別用途地
12,084.9ha 

Khushig 谷開発用特

別用途地 19,048ha 

50



 

51 

査の詳細計画の作成・承認、設計・調査の2021年内の完成、建設工事の2022年4月
～2024年4月までの完了が予定された。 

Khushig谷谷開開発発：：首相令2021年6月23日111号にて、MCUDムンフバータル大臣を議

長、MoFジャブハラン大臣を副議長、MCUD都市開発土地関係政策実施調整局バヤ

ルバト局長を事務局、各省大臣若しくは事務次官、及びUB市長とTuv県知事をメン

バーとする「Tuv県Khushig谷で設立する新衛星都市の総合計画を作成し、整備する

事業の総合管理、調整をする」ためのWGが設立された。このWGの目的は、以下

の6つについて検討することである。 

① 地域開発計画案の作成 

② 土地収用 

③ 国際貨物・旅客輸送、インフラネットワーク、貿易、商業、観光、現代産業、

情報技術の開発に基づく自由地域計画 

④ 衛星都市及び既存の市街地を接続する道路・物流網、熱、電力、上下水道、通

信ネットワーク計画 

⑤ ビジネス・産業、商業、観光、物流の開発、文化、芸術、社会インフラ（病院、

大学、専門学校、小中高学校、幼稚園、行政機関等）の整備、それに付随する

雇用の創出、住宅開発、適切な金融・税スキームの形成に係る提案 

⑥ 第一フェーズ（2022～2024年）の活動計画（実施される開発事業、必要投資額

算定、財源） 

また、この首相令の中では、必要に応じてサブWGを設立することが謳われており、

確認しているサブWGとして以下がある。 

表表 3-15 ササブブ WG  
WG 議議長長 メメンンババーー 主主なな活活動動等等 

1) 土地
収用 

ALAMGaC 副長官
ブヤンデルゲル氏 

MCUD、CDC、Tuv
県土地局 

19,048ha の土地収用のため、MCUD 大
臣令 2021 年 7 月 5 日 160 号にて設立。 

2) 電力 MoE 大臣顧問
Tovuudorj 氏 

MoE 政策計画局、
MCUD バヤルバト
局長、Tuv 県等 7 名 

MoE 大臣令 2021 年 5 月 14 日 A/103 号
にて設立。開発規模に必要な電力需要
を算定中。 

出典：ヒアリングを基に調査団作成 
 

表3-16にKhushig谷開発に関係する主な機関の動きをまとめる。 

表表 3-16 関関係係者者のの動動きき 
機機関関 活活動動 

経済開
発省
（旧
NDA） 

➢ 内閣法改訂により、2022 年 1 月 1 日に経済開発省に格上げとなった。 
➢ Khushig 谷総合開発に係る設計、F/S 調査、投資を公共投資プログラム（PIP）の

「財源確保が必要な案件・施策リスト」に載せ、国会で承認を受ける予定。現
在、Khushig 谷開発を含む Covid-19 対策を反映させた PIP の見直しについて、内
閣承認を得て、2021 年の秋国会に提出したが、協議待ちである。 

MCUD ➢ Khushig 谷新都市総合計画を内閣会議に提出するための作業を CDC と実施中。 
CDC ➢ MCUD 大臣のもとで、委託している 3 調査、及び他の WG での決定などの整合性

を取り、Khushig 谷新都市総合計画を作成中。具体的には、Khushig 谷開発に関す
る調査、計画、概算事業費算定を実施中。 

➢ 2021 年 12 月に韓国の仁川経済自由区域（IFEZ）行政事務局と CDC の間で FZ 開
発について MoU を締結し、Khushig 谷新都市開発の事例研究のために協力支援を
受けることになっている。 

MRTD ➢ 新 Zuunmod 南部 2,400ha について所掌。 
➢ ボグドハン鉄道、AH-3 バイパス、物流センター事業担当。 
➢ ボグドハン鉄道事業計画作成中。 
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Tuv 県 ➢ CDC と ALAMGaC と共に、土地の整理を所掌。 
➢ 土地関係建設都市開発局は、Sergelen ソム、Altanbulag ソムの地権者との面談を

「行政法」26 条、27 条の規定に基づいて、7 月 29 日～9 月に実施。また、
ALAMGaC の指示の下、10 月 16 日に出された閣議承認（307 号）に従い、法に違
反（未登録、土地税未払い、2 年間何の活動もしていない土地）している土地に
ついての権利を無効にする、所有・占有権者との交渉、補償金の算定活動を行っ
ている。 

UPRI ➢ 「Khushig 谷都市開発インフラリソース調査」、「国際物流センターFS 調査」を実
施中。 

➢ UBMP2040 作成作業中。 
UB 市 ➢ 2021 年 7 月 7 日市長令 А/542 号で、「UB 市とその衛星都市の計画の整合性を確保

し、各衛星都市における物流拠点、FZ、産業技術団地の形成、これらを接続する
公共交通網の構築に関し提案、助言を出す役割を持つ WG」を設置した。 

出典：ヒアリングを基に調査団作成 
 

上記の組織に加え、新ZuunmodにおいてFZ開発を担当する総合アドミニストレーシ

ョンがMCUD大臣の下に2021年夏に設置された。代表は、オユーンホロル元国会議

員（政府全権代表者）である。 
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 新新 Zuunmod 開開発発事事業業のの課課題題とと本本調調査査のの検検討討方方針針 
本章の4.1節では、新Zuunmod開発を取り巻く状況と課題を整理し、開発を推進す

る上での提言を示す。続く4.2節では、開発事業を推進する上での事業リスクと対

処案について整理した上で、実施体制構築や法制度整備に関して提言する。最後に、

4.3節では、本調査における新Zuunmod開発の基本方針について示す。 

 

 新新 Zuunmod 開開発発のの課課題題とと提提言言 

本節では、前章までのKhushig谷の現況、新Zuunmod関連政策及び周辺において実

施中及び計画中の開発事業の情報を基に、新Zuunmod開発を進める上で留意するべ

き課題と対処への提言を示す。 

 実実現現性性ののああるる衛衛星星都都市市開開発発のの推推進進 

UB市が推進する衛星都市開発計画は、UB市への人口及び産業の一極集中による都

市問題緩和のための整備が求められている。新Zuunmodは衛星都市のひとつとして

位置づけられている。衛星都市への将来配置人口は首都圏人口の15％に相当する計

44万人と想定されており、衛星都市への相当の人口誘導が必要となる。ここでは、

新Zuunmodを衛星都市として開発する際の課題と提言について述べる。 

衛衛星星都都市市開開発発のの選選択択とと集集中中のの必必要要性性：UB市の衛星都市開発についてはUBMP2020
においても計画され、都市別の計画も策定されてきた。しかし、計画策定時の2013
年以降UB市中心6区の人口は21万人増加しているものの、比較的投資が行われてい

る飛び地3区においても約1.1倍の微増である。従来の衛星都市開発の状況を鑑みる

と、UB市がUBMP2040で想定している2040年までに全ての衛星都市が計画通りに

人口・産業を誘致するのは、現実的になかなか難しいと思われる。 

また、UBMP2040の計画通りに開発すると、同時期に複数開発することになるため、

衛星都市間の開発競争（人口や産業誘致の取り合い）や開発予算の取り合いが発生

し、どれも中途半端で進まないことが危惧される。政府財源の制約があることから、

衛星都市開発は、特定の衛星都市への人口誘致と産業誘致を推進するよう、選択と

集中しての整備が必要と考える。25 

国国際際ゲゲーートトウウェェイイ都都市市ととななるる開開発発：次図に新ZuunmodにかかるSWOT分析を示す。

弱みと脅威はどの衛星都市にも共通する一方、強みと機会は他の地域にないもので

あり、新Zuunmodが国際ゲートウェイ都市となる要件を有する唯一の場所であるこ

とがわかる。また、新国際空港に続き、ボグドハン鉄道、AH-3バイバス道路が整

備されることで、空港、鉄道、道路の3つの交通モードの結節点となることから、

衛星都市開発の選択と集中が必要な中において、新Zuunmodの開発優先度は高い。

そのため、強みと機会を最大限活かし、弱みと脅威を最小限とする国際ゲートウェ

イ都市として開発を進めることが重要である。 

 
25 ADBのUBMP2040作成アドバイザー（モンゴル国立大学大学院 経済学研究所教授）も、同様の結論を

提言しており、衛星都市開発としては、Nalaikh と新 Zuunmod に重点を絞るべきとしている。また一方で、

Maidar の開発は不可能としている。 
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出典：:調査団 

図図 4-1 新新 Zuunmod ににかかかかるる SWOT 分分析析 

 

UB市市ととのの公公共共交交通通アアククセセスス強強化化：特に衛星都市にとっては、母都市であるUB市と

の公共交通アクセスはなくてはならないものであり、公共交通アクセスなしでは衛

星都市の成長はありえない。NUBIA社からのヒアリングでは、UBからの公共交通

でのアクセスが限られ、かつUB市内の交通渋滞により通勤時間が長く、空港勤務

者及び従業員の通勤が非常に大変であるとの意見があった。また、観光客等空港利

用者にとっても、公共交通機関で快適かつ安全に首都の中心地に移動できることは

観光促進の一つの要因であることから、国際ゲートウェイ都市として開発を進める

ためには、UB市への公共交通アクセスの強化は必要不可欠である。 

 新新 Zuunmod をを含含むむ Khushig 谷谷開開発発のの推推進進 

新Zuunmodは、モンゴル政府が推進するKhushig谷開発計画に含まれる新たな都市

開発地区であり、Khushig谷開発計画の中心に据えられている。Khushig谷開発地域

における既存の人口集積地は、Tuv県内のZuunmod市とSergelenソム中心部の2拠点

であり、2020年時点の人口はTuv県人口の93,162人の約20％（17,921人）を占めてい

る。しかし、それら2拠点の人口規模は、隣接するUB市の人口1,499,140人と比較す

ると1％強であり、産業生産売上高においてもUB市の1％程度である。また、UB市
との地理的距離が50kmあることから、UB市のベットタウンとして発展してきてお

らず住宅需要も限られている。このような状況下において、新Zuunmod開発の促進

のためには、以下の課題に取り組むことが重要である。 

Khushig谷谷のの地地域域振振興興のの促促進進：UB市では人口及び産業の一極集中による住宅・イン

フラ問題、大気汚染や交通渋滞などの都市問題が深刻になっている。そのため、

UB市への人口及び産業の一極集中を緩和し、その都市開発圧力の受け皿となる衛

星都市の開発が求められる。衛星都市開発が計画されているのはUB市の外周部で

あり、UB特別市を囲む形となっているTuv県においても、新ZuunmodとMaidarが衛

星都市として指定されている。これらを鑑みると、Tuv県の地域振興を促進させる

Strength
• 国際空港という空のゲートウェイである。
• 新国際空港から首都UB市都心部まで約50㎞に位置し約1時間でアクセスが

可能。ヤールマグ地区へは約30分と接続性も高い。
• UB市の開発圧力を受け止める新衛星都市としての期待が高い。
• 政府が用地を確保し、行政主体での計画的な都市開発が可能である。
• 広大な敷地がある。
• マンダルゴビ、ダランザドガド（OT/TTへのアクセス、ゴビ砂漠観光）へ

のアクセス拠点である。

Weakness
• 首都UB市への公共交通が未整備である。
• 充分な水がない。
• 新都市開発であるため、基礎インフラ整備の初期投

資コストが大きい。
• 周辺には限られた産業しかなく、住宅需要が限られ

ている。

Opportunity
• 未開発の用地であり、新たな発想での都市開発、物流拠点開発、産業立地

が出来る。
• 政府は新空港周辺地域にアクセスするボグドハン鉄道及びAH-3バイパス

（国際幹線道路）の整備を推進しており、中国、ロシア物流網上に位置す
ることになる。陸上輸送（鉄道及び道路）のゲートウェイとなる潜在性が
高い。また、中蒙露・欧州経済回廊の物流の中継地となりえる。

• UB市街地、ヤールマグ、ズーンモド、ナライハをつなぐ環状ルート上に位
置する。

• 海外からの観光客やMICEの拠点となる。
• 新衛星都市として、UB市の交通渋滞と排出ガス、物流施設の点在による大

型車の市街地流入と物流非効率、ゲル地区：人口密集による生活環境の悪
化、スプロールなど不健全な都市開発の進行等の課題解決への寄与が求め
られることから、UB市の環境改善の視点とリンクする開発推進政策導入の
可能性がある。

Threat
• 人口規模が小さくかつリスクも高いため、外国投資

参入が難しい。
• 国自体の産業、特に製造業が弱く、輸出産業、特に

空輸が必要な産業が限られている。
• 貨物量、特に航空貨物が少なく、他の物流拠点、特

にＵＢ市の入り口に位置するナライフ、エメールト、
バガハンガイと、競合する可能性が高い。

• 国内の産業規模が限られており、産業団地開発にお
いて競合が起こる可能性が高い。

• いくつもの開発事業が計画されており、政府の優先
順位により整備が途中で止まる可能性がある。

• 小さい都市は、規模の経済が働かないため、成立し
ない可能性が高い。

Strength Weakness

Opportunity Threat
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ことが肝要である。規模もしくは集積の経済による都市化のメリット26の視点から、

モンゴル国第二位の人口規模を持つDarkha市及び同第三位のErdenet市に都市機能や

産業を分散させるより、Tuv県の地域振興の優先度が高いと考える。 

Tuv県の地域振興の核になるのは、モンゴル政府が推進しているKhushig谷の一帯開

発である。この一帯開発には、Tuv県都のZuunmod市及び新空港を起点とする新

Zuunmod開発が核となる。地域振興の視点からKhushig谷が一体開発なされること

で、新Zuunnmodの魅力がさらに高まり、都市への吸引力が高まることになる。 

職職住住近近接接のの都都市市開開発発：新Zuunmodは、UB市中心部から道路距離で約50kmに位置し

ている。近年、高速道路が整備されUB市の通勤圏となるポテンシャルがある一方

で、UB市南部の拠点都市としての発展が期待される。その為、新Zuunmodへの居

住促進に資するUB市内と同等もしくはそれ以上の快適で良好な住環境整備が必要

である。新Zuunmod開発は、拠点性を高めるため、住宅、商業、産業を含む多様な

都市機能が複合した職住近接の都市開発が不可欠である。 

産産業業誘誘致致：Tuv県とUB市の間には大きな経済格差がある。そのため、新Zuunmodに
産業を移転させるためには、首都の都市機能分担に係る政策、及び強力な産業誘致

政策、UB市から産業を移転させる強力な産業移転政策など、戦略的な政策が重要

と考える。また、産業の核となり、他の産業を引き寄せるアンカー企業の誘致も重

要となる。加えて、UB市から産業を移転させるためのUB市での対象産業の立地規

制が必要である。これらについては、6章「自由地域（FZ）・特区」を参照された

い。 

 居居住住促促進進ののたためめのの良良好好なな住住環環境境整整備備のの推推進進 

UBMP2040ドラフトによると、UB市の2040年の将来人口を208.9万人と推計し、内

165万人がUB、44万人が衛星都市、内14万人がKhushig谷としている。Khushig谷の

内訳は、新Zuunmod3.4万人、Zuunmod7万人、Maidar4万人（Sergelenソム3,500人）

である。Khushig谷には、現在Zuunmod市とSergelenソムセンターにそれぞれ17,402
人と519人の計17,921人が居住し、19年後の2040年にZuunmod市で4倍の7万人、

Sergelenソムセンターで7倍の4万人、Khushig谷全体で8倍以上の計15万人の都市開

発を想定している。 

UB市全体の人口を見ると2000年から2010年の10年間の増加率は1.6倍、2010年から

2020年の10年間では1.3倍となっている。市全体の増加率より高い区を見ると、

Bayanzurkh区とKhan-Uul区、Songinokhairkhan区の3区であり、特にBayanzurkh区は

2000年から2010年、Khan-Uul区は2010年から2020年の10年間でそれぞれ1.8倍程度

と急増している。Bayanzurkh区では太陽道路南側からナショナルパークの間の

Bayanzurkh26区のアパート開発やナラントール市場周辺のBayanzurkh14区及び太陽

道路北側のナトゥール道路周辺でのゲル地区のアパート化、Khan-Uul区ではZaisan
地区、さらに近年ではYarmag地区及びマーシャル橋西側の国立行政大学周辺地区

における新規住宅地開発が主な理由である。これらの地区には、評判の良い私立の

学校も位置している。 

1m2あたりの新築アパートのUB市の平均価格はコロナ禍中も上昇を続けており2021
年10月時点では278万MNT/m2である27。予約受付中の新築アパートの48％を占める

Khan-Uul区では上記の平均価格を上回る300万MNT/m2以上のアパートが多く販売

 
26 都市に産業が集積する結果、強い経済力が存在し、更には情報やアイデア、知識の交換を通じて、研究開発やイノベ

ーションを通じた高い生産性が実現する（www.mlit.go.jp/pri/kikanshi/pdf/2018/68_6.pdf）。 
27 モンゴル通信 2021年 10 月 28 日 
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され、さらには平均価格の倍近い価格のアパートも販売されている28。ただ、販売

されていても売却されていないユニットも多く存在することに注意する必要があり、

整備が必要と言われている住宅は圧倒的に市場への供給が少ない低価格住宅である。 

一方、Zuunmod市の人口を見ると2000年から2010年の10年間の増加率はほぼ横ばい、

2010年から2020年の10年間は1.2倍とUB市と比較して増加率は低い。最近の不動産

価格は、150-160万MNT/m2とUB市の価格の半分近くと、UB市のような住宅需要は

発生していない。新ZuunmodもZuunmod同様、UB市から離れているため、前述の

UB市内での住宅開発のような住宅需要の発生は考えられない。 

移移転転をを促促進進すするる住住環環境境整整備備：新Zuunmodへの居住促進のためには、UB市内の住宅

に対して、競争力の価格帯であること、かつ良質な教育施設や商業施設、医療施設

が立地するなど質が高く良好な住環境を提供する住宅開発が必要である。NUBIA
社のヒアリングからは、既存市街地であるZuunmod市にはスーパーマーケットの数

も少なく、生活環境が整っておらず不便であることから、UB市から通勤する職員

が多いとのことである。このことが実証するように、UB市民にとってZuunmod市
は何もない不便な場所との先入観も強い。一方で、大気汚染を避け、空気のきれい

な郊外での生活に興味を示す子供を持つ若い世帯も多い。これらを鑑み、2040年を

目標として都市開発が着実に実現できるよう、新Zuunmodの価値を高め、移転を促

進する住環境を備えた住宅開発を実施することが重要である。 

 行行政政主主導導にによよるる開開発発推推進進とと土土地地利利用用規規制制のの整整備備 

UB市の人口密度は340人/㎞2であり人口密度が桁違いに低い。マニラ（12,330人/㎞2）

やジャカルタ（9,756人/㎞2）、バンコク（5,336人/㎞2）など他のアジアの大都市と

比較すると、その差は歴然としている29。東南アジアの首都圏では、日本企業を始

めとする外資産業の立地需要や都市郊外化の需要が大きく、それらの旺盛な需要を

受け止める形での都市開発が進められる。一方で、モンゴルは人口及び産業の集積

密度が低いことから、UB市の衛星都市となる新Zuunmodの開発は、需要創造型の

都市開発が必要である。 

行行政政主主導導のの都都市市形形成成：新Zuunmod開発においては、開発需要の創出及び良好な都市

開発を推進するために、行政主導により都市開発を先導することが必要である。都

市開発の初期段階で、需要を生み出す先導機能を、モンゴル政府自らが整備或いは

誘致する都市発展のプロセスが不可欠である。先導機能の整備に力を注ぐことによ

って、民間の都市開発を誘発し、一定の都市集積を実現し、波及効果による拡大を

進める可能性ができる。 

UB市南東部のYarmag地区開発では、行政のコントロールが不十分なことからやや

乱開発になりつつある。UB市内のその他の地区においては、民間が個々に開発を

進めた結果、道路整備が不十分なため激しい交通渋滞が発生していることからも想

像できる通り、行政がその投資と整備管理に成功しなければ、乱開発が起こり、段

階的な計画に沿った都市の発展は見込めない。これまでのUB市の都市開発の反省

として、行政が主導で基盤整備を進めていくことが重要である。 

 
28 https://www.barilga.mn/n/12617/の 10 月 27 日の情報 
29 https://worldscities.net/2021/05/31/population-density-rank 
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出典：:調査団 

図図 4-2 需需要要受受けけ止止めめ型型開開発発とと需需要要創創造造型型開開発発のの違違いい 
 

長長期期間間ににおおけけるる特特別別用用途途地地のの権権利利のの確確保保：需要が存在する東南アジアの首都圏など

の都市開発では、需要に見合ったインフラを先行的に整備（投資）しても、インフ

ラ整備費用を回収する見込みをたてることができる。一方で、モンゴルの場合、そ

のような先行投資を大規模にすることができないため、段階的に都市形成を図って

いくシナリオが必要である。インフラ整備も初期に行う範囲は先行投資する最小限

の範囲にとどめ、企業の立地需要が自立的に生じるまでは先行投資せずに、立地が

確実となった範囲に投資範囲を留めることが重要である。 

また、都市開発は長期的かつ時期を確定することができないスケジュールで進むこ

とになるため、行政主体で計画に従った整備が進められるよう、長期にわたり国の

特別用途地の権利を再分配しないよう、また土地の権利を持つ所有者が勝手に開発

をしないよう、法律で土地の扱いについて規定すると共に、違反者への厳しい罰則

規定を定める必要がある。新Zuunmodにおける土地の権利の扱いに関するルールを

明確にするため、新Zuunmod開発法の策定が必要である。 

 
出典：調査団 

図図 4-3 段段階階的的整整備備ののイイメメーージジ 

×
都市の魅力向上を優先させ、段階的に投資回収を行う開発シナリオが重要

〇需要受け止め型
の都市開発

需要創造型
の都市開発

資産価値／需要
上がることを前提
にした投資が可能

時間

初期に多額のインフラ
投資をしても、将来的
に回収が見込める

事業収支

資産価値／需要
初期の成功を段階
的な需要拡大につ
なげる戦略

時間

初期は都市の魅力を高
める都市機能への投資を
最小限の費用で実施

事業収支

多額の費用がかか
るインフラ投資は企
業が立地してから
徐々に拡大

都市機能の誘導
効果で先ずは小規
模に投資を回収
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 新新 Zuunmod 開開発発のの課課題題とと提提言言 

新Zuunmodの開発を取り巻く状況と課題を踏まえて、開発の基本方針を「住宅、商

業、産業団地等を併せ持つ職住近接型開発」とする。その上で、短期における都市

整備の方向性を図4-4の通りと提言する。 

 
出典：調査団 

図図 4-4 短短期期ににおおけけるる都都市市整整備備のの方方向向性性 
 

 事事業業化化リリススククにに対対すするる提提言言 

現在、モンゴル政府は新Zuunmodを含むKhushig谷新都市総合計画を作成中であり、

今後、実施に向けての詳細な検討が行われ、事業計画が策定される予定である。こ

の段階で、事業化に至るまでに想定されうる事業化リスクを洗い出し対処していく

こと、並びに開発計画案及び事業計画に反映させ、新Zuunmod供用後の事業リスク

の低減を図ることが肝要である。 

本節では、事業リスクと対処案について整理した上で、事業推進にあたり特に重要

と考えられた新Zuunmodマスタープランの策定、新Zuunmod（若しくはKhushig谷）

開発法の整備及び実施体制の構築について提言する。 

 事事業業リリススククかからら見見たた開開発発課課題題とと対対処処へへのの提提言言 

現時点で把握できている事業リスクとその対処への提言を表4-1にまとめる。モン

ゴル政府は事業実施を急いでいるが、まだ計画が作成段階であることから、解決の

必要な課題が数多くある。 

表表 4-1 事事業業リリススククかからら見見たた課課題題とと対対処処へへのの提提言言 
リリススクク項項目目 課課題題 対対応応 

合意形成リスク

（行政境界） 
 新 Zuunmod の範囲が決まっていない。 
 現在 Tuv 県の管轄であるが、UB 市の

衛星都市として UB 市の管轄とする動

きがある。 

 政府、Tuv 県、UB 市間の協議 

土地権利リスク  一部民間が土地の権利を持っており、

収用に時間がかかる。 
 引き続き法に基づく土地収用の実

施 
 精度ある新 Zuunmod 開発事業計画

に基づく、住民への丁寧な説明・

協議と適切な条件提示（将来を見

据えての対応、例えば生活保障、

職業訓練、新規雇用の提供等） 
 環境社会影響評価の実施 

短期における都市整備の方向性

• 周辺で勤務する人のための住環境（住宅、公共交通アクセス、商業、公共施設、インフラ）の整備

• 空港職員住宅を始め、周辺で勤務する人のための住環境整備とUB市及びズーンモドへの公共
交通の整備

• アンカーとなる企業の誘致とUB市からの都市機能誘致

基本方針：住宅、商業、産業団地等を併せ持つ職住近接型開発

• UB市の過密状況に対する受け皿となる質の高い住環境（商業や国際水準に合った学校や病院、
移動手段や電力・水・廃棄物等のスマートインフラなど）整備の推進

• ポテンシャルを引き出し、需要を創造するため、都市の魅力づくりを先行させ、
企業の誘致と人口集積の可能性を高める

• 段階整備により目に見える形での整備を推進

• 初期においては行政主体によるインフラ整備が必要
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リリススクク項項目目 課課題題 対対応応 
ボグドハン鉄道整

備にかかるリスク 
ボグドハン鉄道の整備が遅れる。  実現性の高い事業計画（工期、事

業費、ファイナンス、事業スケジ

ュール）作成 
 ボグドハン鉄道整備をマイルスト

ーンとした新 Zuunmod 開発計画作

成 
基礎インフラ接続

にかかるリスク 
 空港用のインフラ施設のみが整備され

ており、新 Zuunmod のためのインフラ

は未整備である。空港用インフラの共

有はできないことから、インフラ接続

に関する調整が必要である。 
 電力と通信を除く基礎インフラは、地

方行政管轄の基での整備が必要である

ため、行政境界の決定により、管理者

が異なる。 
 電力容量が上限に近くなっている。 

 基礎インフラ整備財源の確保 
 行政境界の決定と基礎インフラ管

理者の確定 
 水源と水使用可能量の明確化 
 水を制限とした新 Zuunmod 開発計

画作成と事業実施（開発規模、フ

ェージング） 
 グリーンインフラ及びパッシブ建

築技術の導入 

政権交代リスク 4 年ごとに政権交代する可能性があり、

政権交代により事業が止まる。 
 政権交代に左右されないよう、開

発推進のための法整備が必要。 
計画リスク  政治優先の事業実施スケジュールにな

りがちである。 
 計画された建設コストが過少であり、

事業資金・ファイナンス額が不足。 
 適切な建設と財源、実施体制、フェー

ジングを含む事業計画の不備。 
 産業団地が計画されているが、詳細が

固まっていないこともあり、現時点で

投資を検討している企業は限られてい

る。空間計画のみならず、産業政策と

リンクした産業誘致戦略が必要であ

る。 
 新 Zuunmod への導入機能および施設の

イメージが関係者間で統一されていな

い。 

 産業投資政策を考慮し、現実に即

した精度の高い事業計画の作成 
 計画承認時での事業費用の確保の

徹底 
 関係者間での開発の方向性の統一

が必要であり、そのための協議体

制づくりが必要。 

事業者リスク  政府内における事業実施体制及び関係

組織の役割分担が不明確。 
 新都市開発はモンゴルにとって新しい

事業であり、事業をどのように実施す

るのかについての知見が限られてい

る。 

 事業推進体制の構築 
 新 Zuunmod（及び Khushig 谷）開

発法の策定 
 関係職員の能力向上 

ファイナンス調達

リスク 
 PIP リストに新 Zuunmod 開発は掲載さ

れているが、FS 実施若しくは詳細計画

策定前であり財源確保はされていな

い。 
 政府予算も限られ、借款シーリングに

より借款額も限られる。一方、PPP は

これまでうまく機能していない。 

 政府のコミットメントが必要 
 精度の高い事業計画とリスク分析

に基づく実行可能性の高い事業フ

ァイナンススキームの構築 
 PPP に際して政府保証付与など、民

間が投資しやすい環境づくり 
 新たなファイナンスメカニズムの

構築 
地域外への開発ス

プロールリスク 
（特に新 Zuunmod から Zuunmod 方面、

Zuunmod から UB 市への道路沿道におい

て、）国が土地収用する特別用途地周辺

での乱開発が予想される 

 新 Zuunmod（及び Khushig 谷）開

発法の策定による周辺の土地の権

利取得規制・コントロール、若し

くは計画対象地に含め、収用を行

う 
産業誘致リスク  アンカーとなる企業が見つからない。 

 実現するかわからない計画に手を上げ

る企業はない。 

 誘致戦略の検討 
 誘致する産業の特定と的を絞った

優遇策 

59



 

60 

リリススクク項項目目 課課題題 対対応応 
 投資環境整備 

需要リスク 計画した商業及び産業施設、住宅等が売

却・リースできない。 
 モンゴルで必要とされている住宅

ニーズに応じた不動産商品設計や

価格設定及び販売促進を支援する

住宅政策の作成 
 マーケットリスクに対応した、建

設と販売のフェージング 
事業権利リスク 開発実施に当たっての整備方法、事業サ

イトの土地権及び民間事業者への事業権

付与の方法等が決まっていない。 

 新 Zuunmod（及び Khushig 谷）開

発法の策定 

出典：調査団 
 

 新新空空港港衛衛星星都都市市 MP のの改改正正 

MCUDによれば、2019年に承認された新空港衛星都市MPは、Khushig谷新都市総合

計画を受けて見直しされることとなっている。前掲表のリスクへの対処も検討しな

がらの計画策定が求められる。 

 実実施施体体制制のの構構築築 

 

実施体制に関しては、特に以下2点が課題と考える。 

産産業業面面及及びび財財源源のの検検討討不不足足：MCUDが検討主体という認識は、政府機関に浸透して

いる。WG間の連携体制は不明確であるが、MCUD大臣を議長とするKhushig谷開発

WGには関係行政機関が入っているため、そこでWG間および関係機関間の調整が

なされていると考える。MCUDは空間計画が専門であるが、特に新Zuunmod開発は、

産業開発及び物流、都市開発の連携が重要であることから、他省との連携を強化し、

産業及び物流に関してさらなる検討が必要である。また、モンゴルでは、計画と財

源が結びついておらず、計画をしても実施の際の財源が確保されないため、計画が

実現しないことが多い。この点からも省庁間の連携が肝要である。 

管管轄轄行行政政及及びび開開発発主主体体がが未未確確定定：新ZuunmodはTuv県に属するが、2021年7月の首都

ウランバートルの法的地位に関する法律（首都法）の改定を受け、UB市の権限が

拡大した。首都法の改定には、衛星都市をUB市に取り込むこと、衛星都市には特

区を設けることができることが規定されたことにより、新ZuunmodがUB市へ統合

される可能性が出ている。新ZuunmodはUBMP2040ではUB市の衛星都市と位置付

けられており、Tuv県とUB市の間で行政境界に関する攻防が生じている。UB市は

衛星都市での特区に関する法律の検討を開始した。現時点では、新Zuunmodを衛星

都市としてUB市に含めるのか未定であるが、管轄行政の行方は開発主体にも関係

しているため、開発に大きく影響している。 

UBMP2040で衛星都市と指定されている新ZuunmodとMaidarをUB市とすると、UB
市の一極集中緩和の視点からは人口と産業の集積をさらに促進することとなる。一

方で、Tuv県の地域振興の視点からはTuv県の力をそぐこととなる。また、Khushig
谷におけるTuv県側との開発の連携や共同利用する施設の管理が難しくなることか

ら、Tuv県の管轄のままとするのが望ましいと考える。しかし、Tuv県は、UB市に

比べ職員数も予算も少なく、大規模開発を実施・管理する能力はないと言わざるを

得ない。新Zuunmodの管轄行政については、国として地域の将来の発展を深く検討

し、早期に明確にすることが望まれる。 
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これまでの議論を踏まえ、新Zuunmod開発実施に当たり、次の2段階で体制づくり

を進めることを提案する。 

1) 新新Zuunmod（（ももししくくははKhushig谷谷））開開発発推推進進本本部部のの設設立立 

WGは、メンバーが通常業務を持ちながら必要に応じて会議のために集まる組織で

あるため、新Zuunmod（もしくはKhushig谷）開発を国家優先事業として位置づけ

推進するためには、組織機能の強化が必要と考える。そのため、関係省庁の連携体

制として、新Zuunmod（もしくはKhushig谷）開発推進本部を内閣官房庁の基に設

置することが望ましい。都市開発及び建築計画のみならず、産業振興計画、物流計

画、通関業務、自然環境（特に水資源）保全・管理、財政等を総合的に考慮して計

画を作成すると共に、新Zuunmod（もしくはKhushig谷）開発法策定、これらの計

画と法律に基づき実施する省庁横断体制が必要である。また、新Zuunmod（もしく

はKhushig谷）開発推進本部には、Khushig谷開発WG同様、中央省庁に加え、UB市
及びTuv県もメンバーとすることが望ましい。 

2) 事事業業実実施施ののたためめのの新新Zuunmod開開発発公公社社設設立立 

モンゴルの行政機関は、職員数が限られており、通常業務で多忙であると同時に、

政策立案が主業務であり事業実施で必要とされる専門性とは異なることから、事業

実施においては公社で行うのが現実的と考える。MCUDの下には国の住宅公社とし

てTOSKが存在するが、住宅建設が主であることから、物流センターや産業団地、

その他の民間開発の管理とは分野が異なる。TOSKの機能を拡大することも考えら

れるが、関係省庁の専門家や民間から新たに不動産開発を実施した経験を有する職

員を雇用し、対象地の行政管理を所掌し、運営管理、開発計画作成や予算確保、労

働・雇用に関する政策作成とその実施、土地の管理、安全管理等を行う別の公社の

設立が必要と考える。また、公社の体制については、行政主体もしくは民間の出資

を募り特別目的会社（SPC）を設立する方法も考えられる。しかし、官主導での開

発が必須であることから、更なる検討が必要である。 

 新新 Zuunmod（（ももししくくはは Khushig 谷谷））開開発発法法のの策策定定 

新Zuunmodの範囲は、当初、特別用途地として12,000haが指定されたが、新たに

Khushig谷開発として、それを取り囲む19,000haの土地収用が進んでおり、その対象

範囲が明確になっていない。また、UB市の一極集中は単独での解決は難しいこと

から、UB市とTuv県を首都圏として、一体的に開発を検討する必要がある。しかし、

広域行政のメカニズムが構築されていないため、新Zuunmod開発において、中央政

府レベルが果たす役割は大きい。また特に、空間計画と共に、産業政策や企業誘致

戦略の検討も必要であり、多義にわたる関係省庁の協力体制が必須である。 

そのため、新Zuunmodの対象範囲、関係行政機関の役割分担などについて明確にす

るため、新Zuunmod（もしくはKhushig谷）開発法を整備する必要があると考える。

新Zuunmod（もしくはKhushig谷）開発法の中では、対象範囲および関係組織の役

割分担のほか、事業実施主体、財源確保、モニタリング体制、土地の処分などを含

め、前掲表4-1にまとめた課題について明確にすることが求められる。新Zuunmod
（もしくはKhushig谷）開発法の事例として、大規模な新都市として開発された筑

波研究学園都市開発法を添付Ⅱに示す。 
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 本本調調査査ににおおけけるる新新 Zuunmod 開開発発のの検検討討方方針針 

 新新 Zuunmod 開開発発のの方方向向性性 

4.1節から4.2節で整理した開発課題と提言を踏まえ、新Zuunmod開発は、以下の様

な段階を踏むことが良いと考える。 

 初期は、4.1節から4.2節での課題を解決しつつ新Zuunmod開発計画及びボグド

ハン鉄道計画作成、各種法整備を行う。また、計画の準備が整った時点で、

ボグドハン鉄道整備、空港職員住宅開発、政府主導での中期の開発のための

基盤整備に注力して実施する。 

 中期に産業および住宅などの民間による不動産開発に着手する。 

 本本調調査査ににおおけけるる新新 Zuunmod 開開発発のの検検討討方方針針 

前項の開発の方向性を受け、次章以降の検討のための新Zuunmod開発の計画年次、

計画規模及びエリア等の計画の前提条件について整理する。 

 本調査では、短・中・長期の3フェーズで検討する（短短期期：：2022-2030年年、、中中

期期：：2031-2040年年、、長長期期：：2040-2050年年）。長期は、状況が大きく変化していく

ことを鑑み、本調査では、中中期期ままででをを検検討討のの対対象象とする。 

 モンゴル側の計画は2050年を目標年と想定している一方で、UBMP2040では

新Zuunmodの将来人口を34,000人としている。本調査では、Khushig谷新都市

総合計画（案）を基に、空空港港のの南南側側一一体体をを含含むむKhushig谷谷西西側側をを新新Zuunmod
とと想想定定し、2050年年のの計計画画人人口口をを34,000人人とと想想定定とする（図4-5 赤線で囲まれた

地域）。 

 Khushig谷開発で想定されている2050年までの開発を4フェーズに分けるとす

ると、各フェーズは7年間となる。中期を2040年と考えるとフェーズ3の途中

となるが、新Zuunmodの行政境界の決定及びMP作成まで時間がかかることか

ら、Khushig谷新都市総合計画（案）のフェーズ2までを考慮する。 

 空港北側は、民有地であり権利の未整理であることから、空空港港のの東東側側とと物物流流

セセンンタターーをを優優先先整整備備対対象象と考える（図4-5 赤線で囲まれた地区）。 

62



 

63 

 
出典：調査団 

図図 4-5 本本調調査査ににおおけけるる新新 Zuunmod 対対象象地地及及びび優優先先整整備備対対象象地地 
 
 想定される新Zuunmod開発のための計画及び基礎インフラ施設整備、重要な

開発要素であるボグドハン鉄道とAH-3バイパス道路の整備に関するタイミン

グを図4-6に整理する。ボグドハン鉄道整備は、ドナーの借款で整備する場合、

早くとも2026年以降となる。 

 
出典：調査団 
図図 4-6 新新 Zuunmod 整整備備のの計計画画・・設設計計業業務務及及びび重重要要なな開開発発要要素素ででああるる鉄鉄道道・・道道路路

整整備備ロローードドママッッププ（（案案））（（新新 Zuunmod のの開開発発条条件件）） 
 

また、次章以降の検討に先立ち、新空港衛星都市MPと本調査の対象として上記で

設定した新Zuunmodでの計画の比較を表4-2にまとめる。  

プロジェクト 年～ 年 年～ 年 年～ 年

計画・設計

ボグドハーン
鉄道

ＡＨ ３

ルート見直し、 、 、
、入札準備

供用

、 設計、建設、設備
供
用

新ズーンモド

インフラ 、
設計

戸住宅
設計

建設、鉄道施設、試運転
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表表 4-2 新新空空港港衛衛星星都都市市 MP (2019)及及びび本本調調査査がが対対象象ととすするる新新 Zuunmod のの比比較較 
  

新新空空港港衛衛星星都都市市 MP (2019) 本本調調査査のの対対象象地地域域（（新新 Zuunmod）） 
対象面積 12,084.9ha 

 

不明。ただし 、土地収 用面積 は、計
31,132.9ha（収用活動中 12,084.9ha＋今後収
用活動予定 19,048ha）である。 

コンセプ
ト 

①Nomad City 
②ハブ（FZ と物流センター） 
③イノベーションクラスター（IT、バイ
オ、ナノ技術） 
④Smart City（自動化、再エネ） 
⑤Green City（グリーン技術＋住民のための
快適な労働、生活、レク環境） 

不明。Aero City MP2019 を継承すると考え
る。 

計画居住
人口 

34,119 人 34,000 人（UBMP2040 目標人口） 

フェーズ
1 人口 

9,553 人（2,654 世帯、全人口の 28％） 今後計画予定 

住宅開発 9,478 世帯（内、3,436 世帯：空港関係職員
住宅） 

現在住宅・産業・商業計画を作成している
空港北側地区詳細計画を受注している民間
の計画会社 Next Step によれば、空港北東部
の住宅地は 27,000～28,000 人（平均世帯数
で計算すると 7,500～7,777 世帯）になると
想定。残りは、計画対象地外の Zuunmod 方
面に張り付くのではないかとのこと。 

計画就業
人口 

39,335 人 UBMP2040 ドラフトによれば 42,700 人 

施設 FZ 440.8ha 
（内 64.9ha、商業施設、カジノ、博物館、
観光施設） 
産業団地 122.8ha 
物流センター 368.6ha 

商業施設 150ha 
観光施設 280ha 
リゾート施設 560ha 
農業施設 337ha＋362ha 
産業 520ha＋449ha 
物流センター 6,179ha 

出典：調査団 
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2019 MP
6 FZ

5.1 2050
5.2

5.3 Zuunmod
7 5.4

5.5

2050 2
4 4.2

IT

2050
IT

Zuunmod
2050
IV

ICT

4
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GDP 31
13

5 7%

GDP 1 2

GDP 15
6,700 5

2019 13.7

NSO

5-1 GDP 2019

2020 COVID-19

COVID-19 2020
3.9 MNT

2016
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2020 4.4 MNT

COVID-19 2019 3.5 MNT

NSO

5-2 GDP

30

COVID-19
2020

NSO
5-3

30 Zuunmod Khushig
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FDI

2020 COVID-19

NSO

5-4

2015

2014

        
NSO

5-5
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85% 2019
5%

2010
400 7

3,000 2,800 470
31

https://customs.gov.mn/statistics/index.php?module=users&cmd=info&pid=0&id=137

2019 36%

36% UB

2.8%

31 2011 2010
2017 2018

COVID-19
2020 2018
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5-1

  
NSO

32

2019 COVID-19
2020

lend.mn

CAPEX
ICT

UB

2050

Zuunmod

2019 MP

32 COVID-19

2019 1,000 USD

3,078,818.7 42.7%

1,795,868.4 24.9%

576,576.5 8.0%

418,394.4 5.8%

366,665.8 5.1%

283,289.7 3.9%

45,319.3 0.6%

20,352.4 0.3%

4,031.2 0.1%

57,688.6 0.8%

6,589,316.4 91.4%

7,205,555.8 100.0%

2019 1,000 USD

1,141,195.5 36.7%

839,884.5 27.0%

186,151.4 6.0%

122,431.7 3.9%

94,847.6 3.0%

88,176.8 2.8%

85,110.1 2.7%

2,557,797.6 82.1%

3,113,750.9 100.0%
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MP 5
Khushig

5 Nomadic City 2
6

5-6 6

5-6 Khushig 33

Free Zone FZ

Khushig FZ Altanbulag Zamyn-Uud
Tsagaannuur 3 FZ

MP

2025
Zuunmod

UB

UB
4

5 5-7 3 3 2
Khan-Uul Tuul 5-7

Gobi/Goyo Altai Cashmere Mongol Micron Lora Piana /
Atar Urguu APU Vitafit Monfresh Gem Intl Jur Ur Gazar Shim /

33 1 NITP German Federal Ministry of Education and Research (BMBF) "Sustainability and 
Mobility in the Context of Smart cities' project (SuMoCoS)

UB
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Dashvaanjil Gas OB Plastic (Plastic manufacturer Monos
Top Mebel

GOBI/GOYO Cashmere Zuunmod
Zuunmod

UB
 

 
Google Maps  

5-7 UB  
 

Khan-Uul 2019 1,212,797.7
MNT 424.5 USD) UB 11,821,212.2 MNT 10

1,079,389,9
MNT 337.8 USD 34 89 9,910

35  

Zuunmod Emeelt Nalaikh 2
UB

Emeelt

Darkhan
Nalaikh

Tuushin
Zuunmod

 

Zuunmod
FZ FZ

FZ High Tech Cluster
Smart City

 
34 530,630 MNT 43.7  
35 Web http://ubstat.mn/Report Khan-Uul 2019

Khan-Uul XAH-УУЛ ДҮҮРГИЙН СТАТИСТИКИЙН ХЭЛТЭС XAH-УУЛ ДҮҮРГИЙН АЖ ҮЙЛДВЭРИЙН
САЛБАР-2019 ОНД  
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2021 10 CDC Khushig
FZ

High Tech Cluster
Smart City

/

Nalaikh Emeelt
UB Tolgoit 3

7

High Tech Cluster

MP ICT
UB

ICT/R&D

UB UB
ICT/R&D

UB MUST NITP National 
Information Technology Park /

MUST ICT 5,626 2019
NITP 139 ICT ICT

UB 10

MUST Baganuur
Erdenet 2021 10 20 Enkh-Amgalan

MUST NUM MULS Erdenet
Darkhan-Uul Umnugovi

1
Zuunmod

ICT

2020 2021 JICA
MonJa36 140

36 MonJa Startup Accelerator Program in response to COVID-19 300
JICA NINJA Next Innovation with Japan

https://www.jica.go.jp/mongolia/english/office/topics/201010.html
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And 
Global SBI

CASE Connected, Autonomous, Shared & services, Electric
/ EV

Electronics Manufacturing Service,EMS

/ / /
Zuunmod

EV

37

2 3 Khushig
38 COVID-19

ICT
R&D CDC

Khushig
39

R&D
MoFALI

MUST ICT R&D

ICT

2050
2015 2030 2030

30
BAU40 14

Zuunmod Zuunmod 14km 2019 6

37 2019 IC
COVID-19

38 Tuv
39 CDC 2021 12 13
40 BAU: Business as usual
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23,134KWh/
UB

Baganuur Zuunmod Nalaikh Emeelt

Smart City

UB JICA
UB

24

Smart City

2050

2012 e-Government

Zuunmod Zuunmod

5.3.3
High Tech

Zuunmod

High Tech

Khonkhor UB 10ha
150ha 100ha

Khushig
Zuunmod

CDC

Zuunmod
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ICT/R&D

MICE

MICE

UB
Zuunmod

5-8

5-8

76



77

• ICT EC
/

ICT

•
•
•

CASE/EV ICT

• MICE

•
•

MP
Khushig

Khushig

Khushig 30 4
I 2022 2030

MP
FZ

2021 8 2021
Khushig

3
SME

i)
ii)
iii) SDGs

MP FZ

Khushig

/ Altanbulag Zamyn-Uud
FZ
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FZ

UB 2021 7

i)
ii) IT
iii)
iv) /
v)

UB
Zuunmod

Khushig MCUD CDC
FZ

NDA
UB

MP FZ
Khushig

I

FZ
FZ /

5-2 21
7 5 4
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5-2  

     

ICT/Innovative  

ICT/Innovative 
Sector 

4  
2

 

NITC 
School of 

ICT (MUST) 
NUM 

MNCCI 
 

American 
Chamber of 
Commerce 

European 
Chamber of 
Commerce 
 

Administration 
NDA 
UBDC 
MIK 
MMCG 

/

 

 
 

2
 

1
  

 3  

 1  
 

 

 
 1  

1  

 

 

 1  

 
 2  

 3  
 

ICT
1 ICT

 

5-3  
   

 2021 10 14  11 MobiCom
Unimedia Solutions

MUFG SMBC
TDB  

ICT  2021 11 5  NITP 3 6/
10 / 24 SMS-Startup Marketing 
Space, Startup Terminal, Hub Innovation Center, 
M-office Coworking Space, Socratus, M-Starts 
Hub, NUM Innovation Tech Center, Innovation 
Support Program, Academy of Science, NITP 

ICT  2021 11 10 25  20  
 

3
 

 

 Zuunmod  

 Zuunmod
 

 Zuunmod  
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ICT

Zuunmod
41 Zuunmod

ICT

UB UB

UB
Erdenet Darkhan

Khushig

R&D ICT
Zuunmod

MUST

UB

41
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15,000

1

UB 80 TOYOTA 3
UB Zuunmod

UB

EV

UB Da Khuree 3.5ha
UB 2017 22 

Auto Khudaldaa 40ha

EV
EV

Nalaikh

Nalaikh

Zuunmod

Zuunmod

ICT/
ICT
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Zuunmod

Emeelt

MCS
MACU Fine Cheese

2,000

Emeelt
Zuunmod

2021 UB

6 MNT 3,000 Zuunmod Emeelt

Zuunmod Zuunmod
Sergelen

UB
UB

Zuunmod

UB UB
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50

1)

Zuunmod

POC42

Zuunmod

2) ICT

Zuunmod
MUST IT Center

ICT Zuunmod

42 Proof of concept
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Zuunmod

 

 

3)  

IT Park NITP 7 Socratus
M-Stars HUB Innovation Center Startup Terminal Intec SIM

104 11 8 25
20 19.2%  

7
40 14 50

IT 
Park 135 3 1 40

50
20

90
 

20 6 Femtech

14 ICT
IT e-book/audio book
VR  

ICT ICT R&D

UB
Zuunmod

 

i)  

20 18
R&D

R&D
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5-9

5-10

ii)

20 13 ICT
ICT

4
DX CASE

11 ICT

ICT
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5-11

iii)

1
2 /

3

4

5-4

iv) UB

UB Zuunmod Emeelt Nalaikh
Baganuur 20 8
Zuunmod 7

Zuunmod
UB 20 5

UB

50% 20% 20% 10%

/ 25% 30% 15% 30%

( 10% 25% 55% 10%

15% 25% 10% 50%

1 2 3 4
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2
Zuunmod

1
1

5-12

UB
CAPEX UB

ICT
ICT

ICT
ICT
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Khushig
I 2022

2030
Zuunmod

1
ICT
Zuunmod

ICT ICT
Zuunmod ICT

5-13 ICT
II

5-13 ICT

Zuunmod ICT ICT
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UB Zuunmod
Zuunmod ICT

Zuunmod
600

ICT 2021 11
Khushig WG MCUD Moringiin Davaa Zaluus

3.2.2 ICT Zuunmod
ICT

Zuunmod

Khushig Zuunmod
II

III

ICT  

Zuunmod

Zuunmod

 

 

- ICT 100  
 UB 10 10 20 /1
10 4  

- 150 10  
 MUST/ICT 3,000 5

4  

- 250 1,000 /50 200  
 NITP 200 5 2  

- ICT 60 /2 2  
  

 
  2,500  
  200 /  
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ICT 2,500
600 3.6 =2,160 4,700

ICT
ICT Zuunmod

5.3

ICT
EV

ICT

ICT
Khushig

II MUST
MUST

UB
ICT

Zuunmod Sergelen

UB
UB

UB UB

15 20
ICT 1 1,000

7,000 3,000
10,000 1,000 3,000

1,000 37,000
2 4 13 20

33
5 17,000 3 10,000

90



91 
 

 

ICT/Innovative  

- ICT  11,091  UB 9,982 43 

- 44  88 ,   UB 80   

  147,293  UB 138,237  

 7,143  UB 6,466  

 11,970  UB 11,234  

 

-     UB 245 45 

-  2,000  UB 904 46 

- 8,370  UB 7,247 47 

 

- 7,318  UB 3,015 48 

 

-  471  UB 325  

 14,130   UB 9,750 49 

-  1,282  UB 884 50 

-  3,658   UB 3,133 51 

 

-  1,408  UB 898 52 

-  10,000  UB 947 53 

 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

 
43 ISP IP TV Cable TV

ICT  
44 National Statistics Office 2020  
45 3 Tavan Bogd Motors MunkhKhada Top Motors  
46 MRTD Sector Report, Q.1, 2021  
47  
48 NSO  
49 Makh Impex  
50  
51  
52 2017  
53 MOFALI web 2019  
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 Free Zone: FZ  
FZ

FZ
Zuunmod FZ Zuunmod

6.1 FZ
6.2 FZ 3 FZ
UB

Zuunmod 6.3 FZ
ICT

6.4
 

 FZ  

FZ FZ
 

 FZ  

FZ 1995 87 FZ
 

2002 FZ Altanbulag Free Trade Zone FTZ
2003 Zamyn-Uud Free Economic Zone

FEZ Tsagaannuur FTZ
2015

FZ FTZ FEZ FZ
 

FZ  

6-1 FZ  

   

1995 FZ 87   

1996 Altanbulag FTZ 6   

2002 FZ   

 Altanbulag FTZ   

2003 Tsagaannuur FTZ   

 Zamyn-Uud FEZ   

2015 FZ Law of Free Zone  FZ  

2021 FZ   

 
FZ 2016 2  

 3.1.6 

 
 3.1.7

 
2017  

 25.3 FZ  
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FZ FZ

4.1
6-2  

6-2 FZ  
   

2 5  FZ  
5.1.1,5.1.2,5.1.3  

FZ
5.1.5  

5.1.6  

5.1.7  

 

2 6  FZ FZ  
FZ 6.1  

FZ
6.2  

 

3 7  FZ  
FZ FZ

FZ
FZ FZ

7.1  

 

3 8  FZ  
FZ FZ 8.2  

FZ FZ
FZ FZ

8.7  

 

4 10   
10.1  

MNT300
10.2  

FZ
10.3 10.4  

FZ 10.5  
10.6  

 

4 11   
FZ 30 3

11.1  

FZ 11.2  
11.1 30 1

30
11.3  
FZ 11.4  

 

4 12   
 
 

1 12
12.5  

 

4 13    
4 14    
4 15    
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4.1.4

FZ 15.1  
FZ

15.2  
FZ

15.3  
4 16   

VAT
16.1.1  

FZ
16.1.2  

MNT300
VAT 16.1.3, 16.1.4  

16.1.6  
FZ

VAT 16.1.7  
10.2 16.1.4 MNT300

16.2  

2019
 

5 18   

 
  

5 19  FZ  

19.1  
20% FZ 19.2  

 

6 22    
6 23   

5 100%
3 50% 23.1  

10 100% 23.2  

 

7 24   
FZ 24.1  
FZ 24.3  
FZ

24.4  

 

 

 

2015 FZ
 

 FZ FEZ FTZ FZ
 

 FZ
 

 FZ

FZ
 

 FZ FZ
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 FZ
 

  

 FZ
 

 FZ
FZ  

FZ FZ

 

FZ  

 

 

 FZ FZ
FZ

 

 

V  

 FZ
FZ

 

  

2019 FZ  

50 USD 30 USD
50% 22.5.7 22.5.8

4 19.10  

  

2002
2013 10

54 2013 11

55

 

4

 
54 Law on Investment, 3 Oct., 2013 
55 2012 5

33  
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11

12 FZ
12.1.2

12.1.4  

56  

 50%  

 

 10%  

 

 3

2
 50%  

5
2 18

 

2013

 

OSS One Stop Service
2019 NDA

OSSC One Stop Service Center
OSSC

 

2021 12 57 2022  

  

2010 58

 

 
56 JICA 2020 https://www.jica.go.jp/mongolia/office/activities/environment_guide/ku57pq00002c696c-
att/guide2020.pdf  
57 2021 6

10 2021 12
 

58 Law on Concessions, 28 Jan., 2010 
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4.1 BOT Build-Operate-Transfer BT Build-Transfer 7
2013

59  

BT

BT 2016
8 17

37 BT
2016 9 9 47

BT
2017

 
2020 259

BT
/PPP  

2021 12 PPP MoF WG
 

  

2021 7 6

38 39

 

41
UB 40  

6-3  

6-3  
   

42   
 

 
 

 

43   
 
 

 

UB

 

44  40.2  
UB

ODA Official Development Assistance  
 

 

 

 
59 Government Resolution No. 317, “The list of the Concession/PPP projects”.  
The concession sectors are: Infrastructure and Construction projects, Highway projects, Airport projects, Energy sector projects, Environment 
sector projects, Education projects, Health, art, sport and tourism projects, Railway projects 
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 FZ  

 3 FZ  

87 1995
FZ 2002 FZ

Altanbulag Zamyn-Uud Tsagaannuur 3
FZ

2003 3
FZ

3 FZ 6-4
FZ  

 

6-4 3 FZ  

FZ  

 Altanbulag  Zamyn-Uud  Tsagaannuur  

 2014  2021 8   

 2,650 USD 

5,880
USD  

3,000
USD 400 

 

 500ha 900 ha 708.4ha 

 
UB 335km Selenge

Sukhbaatar 25km
 

UB 780km Dornogovi
Sainshand 230km

/  (Erlian) 8km
 

UB 1,700km Bayan-Olgii
Olgii 65km

28km
 

 800m3

 

300ha

5880 USD 4

 

AH-4 ADB
2020

2020
 

    

 

22
107

63  

68
 

11
 

 
2019  2011   

 
https://altanbulag.gov.mn  https://zfz.gov.mn https://tsagaannuur.freezone.gov.mn 

JICA

2020  

6-1 FZ  
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Altanbulag FTZ 2002
2014 FZ 7

6-5
2019 Altanbulag FTZ

2012 FZ
4 5

FS 150 MNT
107 58

84 MNT
6-2  

 

FZ
2014

2019 6-6 6-7
 

6-5 Altanbulag FTZ ( ) 
 10 MNT 

 
 

2020

 
 49 19.8 

 89 - 
 212 - 

 240 7.4 
 38 214 

 17 3.6 
 89 - 

 283 2 
 6.5 - 

 1023.5 246.8 
 25.6 2.7 

 1049.1 249.5 
 

  MNT 
   

2003 225 

 
2005 629 
2006 41 
2007 179 
2008 1,334 
2009 895 

 
2010 3,542 
2011 4,189 
2012 11,928 
2015 0 (2012

 2016 3,628 
2017 0 (

 2018 179 

 26,768  
 

Altanbulag  
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Altanbulag FTZ  

6-2 Altanbulag FTZ  

6-6 Altanbulag FTZ  

 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 (   
(  16,046 16,312 34,060 29,362 59,014 79,683 27,541 262,018 
(  4,966 4,336 12,397 12,232 16,398 29,104 8,212 87,645 

6-7 Altanbulag FTZ  

USD 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 (   
 ― 1.3 1.02 1.6 2.4 4.2 2.32 12.84 
 ― 0.42 0.79 1.6 2.4 3.66 1.16 10.03 

6-6 6-7Altanbulag  
 

 

Zamyn-Uud FEZ 900ha 2021 7
2011

2015 362ha
48ha

5,880 USD
ADB 3,000 USD

3,500 USD 300ha

2021 10 Zamyn-Uud FZ 60 101ha 7ha
47ha 20ha 25ha

1.4ha 68 61  

2021 12 23 Zamyn-Uud
62

 

 
60 Zamyn Uud Free Zone 2021.10.07 
61 https://montsame.mn/en/read/272161 
62 https://zfz.gov.mn/en/2021/12/24/agreement-between-the-government-of-mongolia-and-the-government-of-the-peoples-republic-of-china-
on-establishing-mongolia-china-zamiin-uud-and-erlian-economic-cooperation-zones-ratified-by/ 
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    出典：Zamyn-UudFZ 管理局 

図 6-3 Zamyn-Uud FEZ 及び国境を超えた中国側の開発計画図 

 

UB市から約1,700km西部に位置するTsagaannuur FTZは、ロシア、中国、カザフスタンと

の国境、つまり中央アジアとヨーロッパに最も近いモンゴルの西の国境に位置している。

東アジアの国々と中央アジアおよび東ヨーロッパの国々を結び付ける戦略的位置にある

ことから、大量の商品の流れを生み出せる可能性があるとして、2003年に採択された。

2005年に管理局が設立されたが、それ以降常時運営をしておらず、予算不足も影響し整

備が進んでいない。モンゴル経済成長が好調だった2008年から2010年には政府予算があ

ったものの、予算の合計は150億MNTと小さく、フェンスを整備し小規模な変電所を完

成させた程度と限定的であった。Tsagaannuur FZ管理局は、インフラ整備のために、国家

予算、コンセッションと海外からの借入などで資金調達することを考えているが、税関

設備もできていない状況である。 

2008年にマスタープラン、2009年にGeneral Planを完成させているが、その更新はなく、

状況に進展はないため、当初関心を示していた民間企業からも信用を失っている可能性

が高い。当初、国内、中国、ロシアから貿易、製造、食肉工場などに投資したいという

企業が50－60社存在したが、2021年時点での登録は11社である。運営開始となっていな

いため、土地は企業に配分することができない状況である。FZのマネジメントについて

トルコと協力同意書もあるが、状況は不透明であり、2022年に通常運営を目指している

といわれているが、最終的な判断は確認されていない。 

 モンゴルの FZ の課題 

 

モンゴルは内陸国のため、長い距離を陸送するには運送費が高くなるという弱点がある。

3地区とも国境をまたぐ貿易に期待しているが、運送費が高いことで魅力が下がり、海外

から投資が入りにくいのが現状である。 

 

FZのメリットの一つは地域内で有効なインセンティブを得られることであるが、モンゴ

ルのFZは、物流費用が高いという点以外にも、市場規模が限定され、倉庫などの施設も

十分でなく、投資のニーズが限られている。そのため、インセンティブを設定してもそ

モンゴル 
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Erlian FEZ
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 開発計画を実現するための Khushig 谷全体をカバーする戦略的地域指定の導入 

前述の既存FZの課題を受け、またKhushig谷開発の特徴を鑑み、かつKhushig谷全体への

既存及び新規併せての産業誘致が必要であることから、新たな制度として、Khushig谷全

体を地域における社会経済振興･活性化を目的とする制度「戦略特区」を整備して、地域

の活性化を具体化できる法的環境を整える。 

モンゴルのFZ含め、一般的な特区制度は、特定地区への立地にインセンティブを限定す

る制度であり、既存のモンゴルのFZで実施されてきたことは、図6-4の上半分で示してい

るようにロケーションを決定し、インセンティブを設定し、柵で囲った範囲において、

投資企業に有利な条件で経済活動を行うことであった。 

一方、戦略特区は、経済面では地域の地場産業の再活性化･地域への産業誘致を通した地

域経済活性化を主な目的として、税優遇を含め振興対象となる産業セクターのメリット

となる様々な優遇制度を整備することができるようにするものである。優遇制度に、振

興対象となる産業セクターが期待する規制緩和を地域的に実現することを目指すところ

に特徴がある。（図6-4下半分） 

 
出典：調査団 

図 6-4 戦略特区の提案内容 

 

マスタープランを策定する開発主体が、具体的な計画（経済面としては産業活性化のた

めの規制緩和を含む優遇制度やスケジュール、事業費を含む事業計画を定め、社会面で

は生活者に対しての住宅制度や必要なインフラ整備計画など）を策定する。それを受け、

しかるべき政府･公的機関がそれを承認する形で地域指定をするのが望ましいと考える。

Khushig谷開発に関しては、開発主体は、WGの統括機関や、UB市やTuv県、総合アドミ

ニストレーション、あるいは、民間企業も含めたコンソーシアムなどが候補になる。 

存在するKhushig谷開発WG（3.7節参照）もしくはKhushig谷開発推進本部（4.2.3項参照）

などが、準備段階では中心的な役割を担うことを想定する。そして、これらが、PPPの
アプローチで具体的に事業を形成する段階に至り、開発財源の検証をおこない（9章参

照）、財源確保の目途が立ったうえで、Market Sounding（対象事業について政府が民間か

ら意見聴取・意見交換）などの実施により、具体的に優遇策などを検討する。 

そのような制度を整備し、財源をどのように調達するかも踏まえて、対象の地域指定が
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出典：調査団  

図 6-5 Khushig 谷に戦略的に導入すべきクラスター 
 

 
出典：調査団  

図 6-6 Khushig 谷でのクラスターの展開イメージ 
 

このメカニズムを構築するにあたって参考になるのが日本の国家戦略特区制度63である。

この制度は、成長戦略の実現に必要な、大胆な規制・制度改革を実行し、「世界で一番ビ

ジネスがしやすい環境」を創出することを目的に創設された。政府や事業者が創意工夫

を生かした取組を行う上で障害となってきているにもかかわらず、長年にわたり改革が

できていない規制について、規制の特例措置の整備や関連する諸制度の改革等を、総合

的かつ集中的に実施するものである。前述のサンドボックス制度64も近年導入が開始さ

 
63 詳細は添付 V を参照。 
64 https://www.chisou.go.jp/tiiki/kokusentoc/topic01.html 
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2020
0.5% 76 USD 13.6% 53 USD

2020 12.4% 830 6,030
 

2020
3,000 / 2000 2020
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7-2  
 

 2000 2005 2010 2015 2016 2017 2018 2019 2020 
 1,064 2,367 2942 3,220 4,040 5,399 6,780 6,900 6,030 

-  916 1,559 1,680 1,915 1,999 2,277 2,576 2,814 2,984 
-  148 808 1,261 1,304 2,041 3,121 4,203 4,085 3,046 
-  0.3 0.2 0.2 0.3 0.5 0.5 0.6 0.6 0.3 
-  0.2 0.05 

       

 
4,418 10,268 12,125 13,844 16,619 19,168 21,970 23,602 23,861 

-  4,283 9,948 10,287 11,463 12,371 13,493 15,315 17,384 19,168 
-  126 311 1,834 2,374 4,236 5,661 6,641 6,204 4,685 
-  9.4 8.9 4.17 7.7 12.2 13.2 13.6 13.9 8.1 
-  0.3 0.1 

       

MRTD 

7-3  
 

 2019 2020 2020/2019, % 
 6,900 6,046 87.6 

  4,085 3,045 74.6 
 3,475 2,878  
 95 149  

  2,814 3,000 106.6 
 1,109 1,102 99.4 
 1,022 1,168 114.3 
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 0.57 0.26 46.5 

  
MRTD 

 

 

2020

112



113 
 

2,878 149  

 

 AH-3 Altanbulag 7-4 1
6.5  

 AH-3 Zamyn-Uud 7-4
8 174 135.5

UB
149

Zamyn-Uud
 

 Zamyn-Uud Bichigt 7-4 2
 

 Zamyn-Uud Gashuunsukhait 7-4 6
1,680 75  

AH-3

 

7-4 2020  
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№   2020 
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  7-6  
 

 2019 2020 2020/2019 
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7-7  
   

1 CRM  
Convention on the Contract for the 
International Carriage of Goods by Road 

CMR  
Date: 1956-05-19, Geneva 

The Contracting Parties have agreed to standardize the terms of 
the contract for the carriage of goods, in particular the documents 
required for such carriage and the liability of the carrier. 
This Convention is open for accession and signing by the 
member countries of the European Economic Commission and 
by the countries which have joined the Commission in 
accordance with Article 8 of the Statute of the Commission. 
Mongolian adherence: 2003-09-18. 

2  
The Convention on Road Traffic  
Date: 1968-11-08, Vienna 

The Contracting Parties agree to improve road safety by adopting 
a unified traffic code and to facilitate international traffic. 
This Convention shall remain in force until 31 December 1969 at 
the United Nations Headquarters in New York for the Member 
States of the United Nations and the Member States of the 
International Atomic Energy Agency or any of its specialized 
agencies, as well as the Charter of the International Court of 
Justice. The Parties, as well as the Contracting Parties to this 
Convention, are open to signature by any other State invited by 
the UN General Assembly. 
Mongolian adherence: 1988-05-16 

3 TIR  
International Convention on the 
International Carriage of Goods under the 
TIR Carnet 
Date: 1975-11-14, Geneva 

The two sides agreed to facilitate the international transportation 
of goods by road, noting that improving transportation conditions 
is an important factor in the development of cooperation between 
them, and agreed to support the simplification and harmonization 
of international transport administration procedures, including 
border crossings. 
Mongolian adherence: 2002-05-08 

4  
Organisation for Cooperation between 
Railways OSJD based in Warsaw 

Board member of Organisation for Cooperation between 
Railways OSJD based in Warsaw 

5  
UIC Asia-Pacific Regional Assembly based 
in Paris 

Steering committee member of UIC Asia-Pacific Regional 
Assembly based in Paris 

6  
Trans-Siberian Railway organization 

Regulatory Board of  Trans-Siberian Railway organization 

7  
Chicago Convention on International Civil 
Aviation 7.Dec.1944  

ICAO Doc: Doc 7300 
Depositary: US 
Mongolian Adherence: 1989-09-07 

8  
Tokyo Convention on Offences and Certain 
Other Acts Committed on Board Aircraft 

14.Sep.1963  

ICAO Doc: Doc 8364 
Depositary: ICAO 
Mongolian Adherence: 1990-07-24 

9  
Hague Convention for the Suppression of 
Unlawful Seizure of Aircraft 

16.Dec.1970  

ICAO Doc: Doc 8920 
Depositary: Russia, UK and US 
Mongolian Adherence: 1990-07-24 

10  
Montreal Convention for the Suppression 
of Unlawful Acts against the Safety of Civil 
Aviation 23.Sep.1971  

ICAO Doc: Doc 8966 
Depositary: Russia, UK and US 
Mongolian Adherence: 1972-02-18 

11  
Montreal Convention on the Marking of 
Plastic Explosives for the Purpose of 
Detection 1.Mar.1991  

ICAO Doc: Doc 9571 
Depositary: ICAO 
Mongolian Adherence: 1999-09-22 

12  
Montreal Convention for the Unification of 
Certain Rules for International Carriage by 

ICAO Doc: Doc 9740 
Depositary: ICAO 
Mongolian Adherence: 2004-10-05 
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Air 28.May.1999  
13  

Cape Town Convention on International 
Interests in Mobile Equipment 

16.Nov.2001  

ICAO Doc: Doc 9793 
Depositary: Unidriot 
Mongolian Adherence: 2006-10-19 

14  
Chicago International Air Services Transit 
Agreement 7.Dec.1944  

ICAO Doc: Doc 7500 
Depositary: US 
Mongolian Adherence: 2004-04-15 
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7-10 PIP  

   
 

MNT  
UB

 UB   2021-2024 77,500 
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Tsogttsetsii Gurvan tes

Shiveekhuren
  

Dornogovi  
           Umnugovi  2022-2024 137,610 
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 Uvurkhangai Khovd
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 Zuunmod    

Zuunmod 10 Resolutions
Zuunmod
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7-11  

1) Resolution №55 of the Parliament of Mongolia on About Building City dated on May 14, 2020. 

2) Resolution №29 of the Government of Mongolia on Renewal of the City General Development 
Plan dated on January 16, 2019. 

 
UPRI 

7-4 UBMP2040  
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3) Resolution №142 of the Government of Mongolia on Approval of the National Program dated 
on May 10, 2017.  

4) Resolution №52 of the Parliament of Mongolia on “Vision-2050” Approval of Mongolia's 
Long-term Development Policy dated on May 13, 2020. 

5) Resolution №23 of the Parliament of Mongolia on Approval of the five-year guidelines for the 
development of Mongolia in 2021-2025 dated on August 28, 2020. 

6) Resolution №24 of the Parliament of Mongolia on Approval of the Action Plan of the 
Government of Mongolia for 2020-2024 dated on August 28, 2020. 

7) Resolution №23 of the Parliament of Mongolia on Approval of the Amendment to the General 
Development Plan of Ulaanbaatar until 2020, and development trend until 2030 dated on 
August 23, 2013.  

8) Resolution №23 of the Parliament of Mongolia on Approval of Government Policy on Railway 
Transport.   

9) Law of Mongolia on Ratification of the Intergovernmental Agreement on Dry Port dated 
February 5, 2016. 

10) Resolution №183 of the Government of Mongolia on Approval of Programs and Plans 
Approved the “Transit Mongolia” national program in accordance with Annex 1 and the action 
plan for the implementation of the program in accordance with Annex 2 dated on May 14, 2008. 
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Erin Trans 40 4 3    193,000 
Technik Import 

LLC 
40 5 1    48,000 

Material Impex 60 15 3    185,000 
Progress trans 50 15 1   12,000 
IFFC-Abtema 100 60 1    200,000 

Mongolian Express 15 5 1    27,000 
Tuushin 35 15 1    34,000 

MongolTrans 20 10 1    51,000 
Interdecision LLC 35 15 1    91,000 

Nomin Logistics 15 5 1    43,800 
 410 149 14   884,800 

 
CDTA Consultant Team, UB city Government 
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7-13  
 

№  /m2/  /m2/  
/m/  

1 IFFC UBTZ  63,870 1,023 8,112 5 
2 Tuushin LLC 35,000 8,778 703 1 
3 Progress Trans LLC 22,652 0 369 1 
4 Erin Trans LLC 19,000 4800 1,200 3 
5 Interdecision LLC 16,600 2,415 877 3 
6 Material Impex LLC 15,210 0 2,500 5 
7 Ti Logistics LLC 14,600 3,526 462 1 
8 Amgalan Logistics LLC 8,000 0 500 2 
9 Mongol Trans LLC 4,285 0 1,000 2 
10 Mongol Express LLC 3,100 4,600 260 2 
TOTAL 709,656 26,294 16,266 38 

 

 

UB  
 

 
 NSO, Bulletin-2015 

7-6  

 

UB UB
Zamyn-Uud UB

UB 3
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UB

 

 UB

 

 
: CDTA Consultant Team Research 

7-7 UB  
 

 UB  

UB 30km Nalaikh
130ha 34km Emeelt-Argalant

7.4.3

Nalaikh  

UB
MTZ /UBTZ

Zuunmod

 

Nalaikh AH-3
Emeelt-Argalant

AH-3 5km
2

Zuunmod UB AH-3 UB
 

UB 130km Baganuur Logistics Center Uvs
Ulaangom Zuunmod
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UB
 

  UB

 

 Tuushin Nalaikh
Zuunmod

 

 Nalaikh Zuunmod UB

 

7-14  

LANDBRIDGE LLCSTATUS: 

PROLOG SOLUTION LLC 

SHIPPING LINE MONGOLIA LLC 

MONLOGISTICS WORLDWIDE LLC 

MONGOLIAN EXPRESS CO LTD 

TUUSHIN LLC 

GLOBAL WORLDWIDE LLC 

ACW TRANS CO LTD 

MONSPED LLC 

INTERNATIONAL FREIGHT FORWARDING CENTRE OF MONGOLIAN RAILWAYS 

ILINX EXPRESS LLC 

  CARGO-CARD.com  
 

 UB  

UB 10

4
 

UBLC The Ulaanbaatar City Multimodal Logistics Facility

Tuushin
UBLC UBMP2040

34km
Khushig

37km Nalaikh
5km 130ha

UB

 
Tuushin  

7-8 UBLC  
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F/S CG
7-8 69 

 

 

 

UB  

 

UBLC AH-3 MTZ Bayan Bumbat
7-9  

Tuushin UB 9

 

Zuunmod

 

  MRTD UB

UB
 

 Zuunmod

Zuunmod
 

 

 
69 Tuushin DB DB

DHL DHL
DHL DHL

MRTD  
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Tuushin  

7-9 UBLC AH-3 MTZ  
 

 

UBLC
 

 

 

 

 

• 2008  

• 2008  

• 2011 DB DB
DB Engineering & Consulting

F/S  

• 2011  

• 2021  

• 2021  

• 2021  

• 2021  18-21  

• 2022 2023  

 

 

UBLC 
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Tuushin  

7-10 MRTD UBLC  

 

 Zamyn-Uud  

Zamyn-Uud 4 FZ
4 3 No.1 No.3

1995 2019
 МЧ-4  

 
(1) No.1 МЧ-1  

1995 UBTZ  

(2) No.2 МЧ-2  
1995 28

2008 4 17
No.225 MTZ

Zamyn-Uud  

(3) No.3 МЧ-3  
UBTZ  

(4) Zamyn-Uud  МЧ-4  
2019

24
 

 

7-15 МЧ-4 2013 2018
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7-15 2013 2018  

№ Section 
name  Type of cargo  Unit  2013 2014 2015  2016 2017 2018 

1 

Trans-
shipment 

Facility Site -
1 МЧ-1  

Domestic 
wagon 12,087 9,258 4,134 1,488 2,967 2,058 

thous.tons 590.2 498.4 231.2 78.2 161.8 117.3 
2 

Transit 
wagon 3,110 3,300 4,035 3,615 3,561 668 

thous.tons 179.1 192.6 238.4 214.7 210.8 39.7 

A. Bulk 
wagon 261 260 0 0 0 0 

thous.tons 15.4 15.2 0.0 0.0 0.0 0.0 

B. Others 
wagon 2,849 3,040 4,035 3,615 3,561 668 

thous.tons 163.7 177.4 238.4 214.7 210.8 39.7 

3 Import - 
Containers 

wagon 4,284 7,594 1,2579 7,214 291 98 
container 6,895 8,858 1,8582 8,521 465 102 
thous.tons 47.0 65.8 197.8 79.9 3.2 0.7 

4 Import - Heavy 
cargo 

wagon 1547 2797 3331 721 1155 678 
thous.tons 77.7 144.0 201.0 33.7 39.9 25.1 

  Total 
wagon 21028 22949 24079 13038 7974 3502 

container 6895 8858 18582 8521 465 102 
thous.tons 894.0 900.7 868.5 406.5 415.6 182.8 

1 

Trans-
shipment 

Facility Site -
2 МЧ-2  

Import - 
Containers 

wagon 40070 31983 19748 22943 29073 13769 
containeг 57191 44818 23109 31686 38432 17952 
thous.tons 804.1 656.7 370.1 420.7 519.5 262.3 

2 Import - Heavy 
cargo 

wagon 44 75 15 68 1 4 
thous.tons 1.2 1.3 0.4 1.0 0.0 0.1 

3 Transit 
wagon 1008 2458 3705 4808 13598 9928 

containeг 42 221 2170 4658 15709 12732 
thous.tons 49.4 135.2 132.3 159.8 364.6 252.0 

4 Categorizing/ 
sorting 

wagon 4092 3784 3180 3234 3120 1931 
thous.tons 166.2 155.5 138.1 135.6 126.8 82.4 

5 Domestic 
wagon 2433 1092 210 297 614 251 

thous.tons 102.9 38.7 7.9 10.7 29.2 10.8 

  Total 
wagon 47647 39392 26858 31350 46406 25883 

container 57233 45039 25279 36344 54141 30684 
thous.tons 1123.8 987.4 648.7 727.8 1040.2 607.6 

1 Trans-
shipment 

Facility Site -
3 МЧ-3   

Domestic 

wagon 16684 16071 4967 1762 0 153 
  container 

  
226 1 0 3 

  thous.tons 1063.9 1024.8 297.7 96.2 0.0 9.3 

ALL TRANS-
SHIPMENT 
FACILITY 

GRAND 
TOTAL 

wagon 85,359 78,412 55,904 46,150 54,380 29,538 
container 64,128 53,897 44,087 44,866 54,606 30,789 
thous.tons 3,081.6 2,912.8 1,814.9 1,230.5 1,455.8 799.7 

МЧ-4  
MTZ 

 
Zamyn-Uud МЧ-4 50 2

1 620
3

7-12
24

 
1) UBTZ
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2) 

 
3)  
4)  
5) 50  

7-16 Zamyn-Uud  

  

 1 214  

 2 2 800m 1
54 2 108
 

 50  

 4 24
16  

1) Cargo Manager - 1 
2) Senior Shipping & Receiving Clerk - 1 
3) Shipping & Receiving Clerk - 2 
4) Shipping & Receiving Clerk Operator - 2 
5) Loader - 6 
6) Gantry Crane and Machinery Operator - 2 
7) Wagon car inspector, Repairman- 1 
8) Stationary Scale Clerk - 1 
9) Guardian Security Officer -2. 

MTZ 
 

  

MTZ 

7-11  
 

Zamyn-Uud
MTZ

Zamyn-Uud
Zamyn-Uud

Zuunmod UB
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MTZ 

7-12 Zamyn-Uud  
 

 
MTZ 

7-13 Zamyn-Uud  
 

 Altanbulag Altanbulag FZ  

Altanbulag FZ
 

Zone 3 
Warehouses and Other 

Facilities 

Zone 2: Heavy Cargo 

Zone 1: Container Cargo 
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State assembly resolution No.66/1996
No.38/2002 500ha No.153/2014

2016-2020 2014 6 22
37 3 9,449 USD  

Altanbulag FZ

 

Altanbulag FZ

22.4ha
37.2ha

60ha

 

 

  

MP

 

MP 370ha
 

7-17 MP  
  96.59 ha 

 104.41 ha 
 167.67 ha 

 368.67 ha 
MP Vol.2  

 

  

 

2017 ADB Logistics Capacity Development Study

2017 2032

15 1.4 1.6
2017 2032  

 
Altanbulag Free Zone  

7-14 Altanbulag FZ  
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 1,475.40 2,004.12 1.36  

 28,995 107,701 3.71  

 218 297 1.36  

 58.61 TEU 94.73 TEU 1.62  

15
1.62 30 2.6 UB

90ha
30 2.6 230ha  

 

7-18  

 
Logistics Capacity Development Study 2017 11 ADB 

 

7-19  

 
Logistics Capacity Development Study 2017 11 ADB 

 

7-20  

 
 

Logistics Capacity Development Study 2017 11 ADB 
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Logistics Capacity Development Study 2017 11 ADB 

7-15 TEU  

7-21 TEU  

 

 
Logistics Capacity Development Study 2017 11 ADB 

 

 

AH-3 3
 

 
TSR Trans Siberian Railway, TCR: Trans China Railway 

2019 2  

7-16  
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4
 

  

 /  

 /  

  

1,339km

 

45
60

20

2,000
100 20

 

Altanbulag FZ

8
83%

 

AH-3 Zuunmod
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 MTZ 

7-17  
 

ADB 2018
6

UB

SEZ ODA
NACCS Nippon Automated Cargo and Port Consolidated System

Zuunmod
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 Zuunmod  

2019 5,000 /

15 50%
2040 2050

/

 

MIAT

20 100,000 /
VI

 

Electric Commerce, EC EC
EC

UB  

  

Nalaikh
 

7-22  
2022-2030  2031-2040  2041-2050  
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UBCL UB
Zuunmod

Zuunmod

MRTD CAAM NUBIA  

7-23 Zuunmod  
  

 
  

 

 
 

 

 

 5,000
 

 

 

 

EU
 

 

 
 70

 
 

 
 

 
 

 

 

 

 
 UB

 

 

 

 
 UB

 
 

 

 UB
90ha

 
  

 UBLC 130ha

Zuunmod
 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 Zamyn-
Uud

 

 
MTZ

Zamyn-Uud
 

 UB

 
 

 
70  KWE NYK KYU Nagal Panalpina DHL UPS DHL
UPS
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 Zuunmod  

MRTD CAAM NUBIA
Zuunmod

 

Zuunmod

Zuunmod
Zuunmod

5
 

 
 

 Zamyn-
Uud

 

 NUBIA
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Zuunmod Zuunmod

8.1 Khushig 50,000
Zuunmod

8.2
Zuunmod

8.3
Khushig

8.4
2023 5G 8.5

Zuunmod MoET

2040 3

1 Minimum

2 Nalaikh

3 AH-3
Khushig 1 2

3 4 UBMP2040
MP Khushig

2027 24 2050
3 4 2040

2040 19,832 13,000 65
2
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8-1 2040

1
Minimum

9,553
2,654

3,600
3,000

600 (2,654 )

- -
200

2
13,000

4,000

12,000

1
AH-3

100ha
Nalaikh

5ha

200

3
Maximum

34,000

9,400

32,000
UBMP2040 

42,700
75 1

AH-3
230ha

Nalaikh
100

Zuunmod

5ha
MICE

E-
mart

i. NUBIA

ii. Zuunmod
Maidar city

iii.

iv. DX
ITC ICT

Water Agency Tuul Tuul River Basin Authority

Water Services 
Regulatory Commission of Mongolia WSRC
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3 800m3/
2021 11 80-90m3/

688.5m3/ Zuunmod
NUBIA LLC

10km Tuv Zuunmod 17,200
Tuv Chandmani Tuv Chandmani Tuv Us

Tuv Zuunmod Argalant soum 3
Tuv Chandmani

Zuunmod Zuunmod 3 3 x 20m3/h= 60m3/h= 1,440m3/
2021 10 1,340m3/ Zuunmod

Zuunmod
2 2,400m3/ 5 x 

20m3/h= 100m3/h

Zuunmod

Zuunmod Zuunmod Tuv Chandmani
MCUD

Zuunmod MRTD
CAAM

1)

4 8-2 8-1

8-2

No.

1 Khushig Khushig 3 Zuunmod
Sergelen Zuunmod

13,300m3/

2

MCA

MCA UB
2025 Zuunmod

41.6 km
11,100m3/

3 Nalaikh Nalaikh Zuunmod 42.3km

7,344m3/

4 Tuul UB USUG UB

4 1. 2. MCA 3. MaidarCity
4. Ulaanbaatar Satelite Cities Development Investment Program USCDIP , Interim Report, 

December 2020, ADB
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Google Earth

8-1 4

2) Khushig

Khushig 13,303m3/
8-3 Zuunmod 73.55L / Maidar City

2020 Sergelen 35.02L/

8-3 3,190m3/
10,113m3/

UB OSNAAUG 2021 UB
70 90 L/c/ Zuunmod

200 L/c/ Khushig
10,113m3/ 50,000 10,113m3/ 200 L / c / 50,565

13,000
34,000 Khushig
8-2

8-3 Khushig

NUBIA TuvChandmani
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Well report in 2010 Tuv Chandmani Google Earth  

8-2  Khushig  
 

8-3 8-4  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Google earth  

8-3  
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8-4  
Item  Unit Data Remark 

Catchment area at Airport A km2 579 Measured on above figure 
Annual rainfall B mm/year 267 http://www.1212.mn/ 

Recharge ratio to groundwater  C - 20% 
  

Water balance and evapotranspiration 
in Mongolian Rangeland, 2016 

Groundwater recharge D=AxBxC m3/year 30,918,600  
Ditto  m3/day 84,708  
Utilizing ratio of groundwater  - 30% Assumed 
Available groundwater  m3/day 25,413  
Unit water demand  L/c/day 200  
Potential service population   People 127,063  

Zuunmod 2016  
 

8-3 579km2 Google earth 8-4
267mm/

71 20 72 84,708 m3 /
30% 200L/c/ 12.7

5  

2021

2020 Zuunmod
 

2010 2
WHO 1.5mg/L 3.0mg/L

 

Zuunmod
Zuunmod Zuunmod 1987

2011
2021

Biological Oxygen Demand BOD 3 41mg/L
20mg/L 4 14mg/L 9 7mg/L

 

Khushig
 

3) MCA  

MCA 2
 

A:  30  

B:  3 4

 
71 Zuunmod  
72 2016  
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Combined Heat and Power Plant, CHPP   

A B  

 MCA  350 USD 

   110 USD 

     460 USD 

Shuvuun fabrik Biocombinat 2
600mm 60m 70L / / = 6,048m3/

30  x 6,048m3/  = 181,440m3/  

Fe NH4 NO3
Water Treatment Plant WTP

Reverse Osmosis RO Songinokhairkhan
75,000m3/

140,000m3/  

WTP 900mm 6
6 1 Zuunmod MCA

Zuunmod 712m3/h = 
17,088m3/day  

 1 Zuunmod :   712m3/h =17,088m3/day  

Zuunmod 17,088m3/day x 65.2%=11,141m3/day 

200L/c/day  55,700  

 2 Jargalant-Emeelt, Jargalant-Rashaant : 346m3/h = 8,304m3/day  

 3 Agropark, Takhilt :   661m3/h =15,864m3/day  

 4 Orbit, Bayangol, Tolgoit : 1,335m3/h =32,040m3/day  

 5  Industrial area    1,000m3/h =24,000m3/day  

 6  UB :   742m3/h =17,808m3/day  

 Total  1.33m3/sec = 79.95m3/min= 4,797m3/h =115,104m3/day  

75,000m3/day / 115,104m3/day =65.2% 

 

Zuunmod MCA MCA
41.6km

 

MCA 28
CDC  

2  

A1:  + 2021 11 9  

A2: RO 2020 2021 8  

2025  

MCA 8-4  
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MCA 

8-4 MCA  
 
4) Nalaikh  

Maidar City 2020 Nalaikh 27 85.00L / 7,344m3 
/  

Nalaikh

 

Nalaikh Zuunmod 42.3km
 

5) Tuul  

USUG UB
Tuul UB Zuunmod

8-5  

149
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Ulaanbaatar Satelite Cities Development Investment Program USCDIP , Interim Report, December 2020, 
ADB

8-5 Tuul

800m3/
Zuunmod

15-20m3/ 757.35m3/
Zuunmod

Zuunmod

Khushig

Zuunmod Zuunmod
Zuunmod Zuunmod

75m 4
Tuv Chandmani

Tuv Chandmani
2011

Tuv Chandmani 1987 2011
2020 4

BOD 41mg/L 9 BOD 7.2mg/L

Ulaanbaatar
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Khushig
Tuv Chandmani Tuv Chandmani

Zuunmod

2020 6

Zuunmod

8-2
Khushig

Next Step

UB UB

Zuunmod Zuunmod

MP 34,000 10,637m3/day

2040 13,000
200L/c/day 2,600m3/ 3,000m3/

34,000
7,000m3/ 8-5

8-5
Target Year Unit Middle term Long term

Population people 1,3000 34,000
Unit water demand L/c/day 200 200
Water demand m3/day 2,600 6,800
Rounded water demand m3/day 3,000 7,000
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3,000m3/day 8-6 8-7
8-8

 

8-6  
Item Unit Figure 

Population people 13,000 
Unit water demand L/c/day 150 

Water demand m3/day 1,950 
    

 

8-7  

Items Unit 
Unit 

consumption 
Quantity 

Water 
Demand 
m3/day  

Remark 

Hotel 
L/ bed x 

day  
2,000 150 300 150  

Supermarket 
L/ m2 x 

day  
12 50,0000 600 50,000m2  

Staff L/c/day 100 600 60 - 

Total - - - 960 - 

 
 

8-8  
 Item Water demand m3/day  
Domestic water 1,950 
Industrial water 960 
Total 2,910 
Round Total 3,000 

 
 

2021 NUBIA 2010
NH4+ 3.0mg/L WHO NH3

1.5mg/L Zuunmod Sergelen

1.5mg/L
2  

3,000m3/

2  

8-6
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UB

Zuunmod

1
3.4 1.3 2.6

8-9

27.1 70.5 1.5mg

22.0 57.2

8-10

Zuunmod
49.2 127.9
35.7 92.8

Zuunmod 17.1 - Zuunmod
WWTP

8-6
8-6 MP

8-6

400 /ha 33ha
105ha 600ha

2

Zuunmod

Zuunmod
Zuunmod Zuunmod
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MP

8-6

Zuunmod Khushig
MCA Nalaikh Tuul

1) Khushig

Khushig 2007 2010 8-11
9.9L/sec/well 70%
6.9L/sec/well 600m3/day/well 3,000m3/
5 1 6

0 5kmTSE Reservoir

Well field

DW Reservoir

TSE Reservoir

WTP

WWTP

DW Reservoir

Reserved retention pond 
along river / valley

Legend

Potential residential area, 
holding DW distribution pipe, 
wastewater collection sewer 
and TSE distribution pipe

Potential Industrial & 
commercial area holding DW 
distribution pipe, wastewater 
collection sewer and TSE 
distribution pipe

Raw water pipe

Treated DW transmission pipe

Main Sewer

TSE pressure pipe

DW: Drinking Water

TSE: Treated Sewage Effluent

WTP: Water Treatment Plant

WWTP: Wastewater Treatment Plant

Main Sewer from Zuunmod
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表 8-11 2007 年と 2010 年の試験井戸の揚水量と計画揚水量 
Well test No. L/s m3/day Remark 

Well test in 2007 

1 1.0 86.4 Excluded as this production is too small
2 20.0 1728.0  
3 8.3 717.1  
4 13.3 1149.1  
5 5.0 432.0  

Well test in 2010 1 6.0 518.4  
2 6.5 561.6  

Average  9.9 851.0 Ave. of excluding No. 1 of 2007 test well
Applied planned unit well production  70% 6.895 595.7 = 600 m3/day/well

出典：Well survey reports in 2007 and 2010 
 

原水に1.5mg/Lのアンモニアが含まれる場合、その浄水方式は塩素酸化方式、RO方

式、無薬注生物処理方式が候補として挙げられる。以下の比較検討の通り、無薬注

生物処理方式が建設費、維持管理両面で優れていると考え、この浄水方式を導入す

るとして見積もりを行った。この無薬注生物処理方式は、生物接触ろ過（濾過速度

120m/日）の洗浄方式等を改良したもので濾過速度は400m/日、処理対象は一つのろ

過機でアンモニア、鉄、マンガンの除去が可能な処理方式である。ただし、今後の

計画進展に伴って浄水計画を策定する際は、原水水質を調査して浄水施設の必要性

を確認し、浄水施設が必要な場合にはその原水を処理するのに適切な方法を検討す

る必要がある。 

表 8-12 浄水方式の比較検討 
 塩素薬品注入

処理方式＋ 
急速ろ過方式 

前処理＋低圧 RO
膜方式 

無薬注生物処理方式  
 

建設費 〇 △ 〇 
維持管理費 △ × 〇 
概要 アンモニアを

塩素により酸

化させる方法。 
塩素代が高価

となる。 
塩素副生成物

が発生する可

能性がある。 

RO 膜でアンモニア

を除去する方法。 
建設費、圧力ポンプ

電気代、膜の交換等

の運転・維持管理

（OM）費が高価。

薬品を使用しない生物処理のため、OM 費が

安価。処理過程で塩素を使用しないためトリ

ハロメタンなどの発がん性物質が発生しな

いため安全。 
処理性能が発揮されるまで 2-3 ヶ月程度の

馴養期間が必要。水温は、5-7℃以上が必要。

特許を持つ本邦技術として海外展開できる。

総合評価 - - 〇 
 出典：調査団 

 

上水道施設に関わる建設費は、開発地区（住居地域、産業・商業地域）へ給水する

ための施設として、井戸、原水管、浄水場、送水管からなり、その合計は14.0億円と

なり、浄水場がない場合は8.9億円となる。 

配水施設は、北部と南部における配水池、配水管網からなり、13.0億円となり、水源

開発費との合計は27.1億円、浄水場がない場合は22.0億円となる。上水道施設の概算

見積もりを表8-13に示す。  
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8-13  

 
 

 

8.1.2 Khushig 13,000
34,000

MCA Nalaikh Zuunmod
Khushig  

2) MCA Nalaikh  

MCA MCA Water Treatment 
Plant WTP Zuunmod 3,000m3/day =2.1m3/min Dia 400mm
L=41.6km WTP 1,286.95m 1,420m 133m

8-7  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Rate Amount

Foreign (JPY) Foreign (JPY)

Water Supply System

1 well Deep Well Work, 3 wells (estimating 6L/sec/well , 1st stage well 3 4,700,000 14,100,000
Deep Well Work, 3 wells (estimating 6L/sec/well , 2nd stage well 3 4,700,000 14,100,000

2 Raw Water Piping Work, 1st stage, Dia 150, HDPE m 7500 11,000 82,500,000
Raw Water Piping Work, 2nd stage, Dia 150, HDPE m 7500 11,000 82,500,000

3 Water Treatment Plant, Equipment, 1st stage, Q=1500m3/day m3/day 1500 90,000 135,000,000
Water Treatment Plant, Architect, 1st stage, Q=1500m3/day m3/day 1500 80,000 120,000,000
Water Treatment Plant, equipment, 2nd stage, Q=1500m3/day m3/day 1500 90,000 135,000,000 Total of WTP cost
Water Treatment Plant, Architect, 2nd stage, Q=1500m3/day m3/day 1500 80,000 120,000,000 510,000,000

4 Transmission pump to North Reservoir, Q=1.05m3/min, H=30m LS 1 25,000,000 25,000,000
Transmission pump to South Reservoir, Q=1.05m3/min, H=50m LS 1 20,000,000 20,000,000

5 Transmission pipe to North Reservoir, Dia 200, HDPE m 3200 18,000 57,600,000
Transmission pipe to South Reservoir, Dia 300, HDPE m 16100 37,000 595,700,000

Sub-total of Water resource development cost with WTP 1,401,500,000
Sub-total of Water resource development cost without WTP 891,500,000

6 Reservoir at North point, 2 x 500m3 m3 1000 40,000 40,000,000
Reservoir at South point, 2 x 500m3 m3 1000 40,000 40,000,000

7
Water Distribution Piping Work, North residential area

ha 25 2,500,000 62,500,000
Water Distribution Piping Work, South residential area ha 8 2,500,000 20,000,000

Water Distribution Piping Work, North Industrial / commercial area
ha 100 1,900,000 190,000,000

75% of unit cost of Residential
area

Water Distribution Piping Work, central Industrial / commercial area ha 200 1,900,000 380,000,000
Water Distribution Piping Work, South Industrial / commercial area ha 300 1,900,000 570,000,000

Sub-total of Water distribution system cost 1,302,500,000

Total Water resource development cost and distribution system cost with WTP 2,710,000,000
Water resource development cost and distribution system cost without WTP 2,200,000,000

Raw water pipe

WTP

Transmission
pump

Transmission
pipe

Reservoir

Distribution pipe

Item Description Unit Quantity Remarks
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Ulaanbaatar Satelite Cities Development Investment Program USCDIP , Interim Report, December 2020, 
ADB MCA Google earth

8-7 MCA
Nalaikh

MCA 25.4 3
28.4 Khushig

14.0 8-14

8-14 MCA

Nalaikh 8-7
MCA MCA

Khushig

Khushig

MCA pipe route: 
L=41.6km

Expected Nalaikh pipe 
route: L=42.3km

Expected Naraiha well 
sites: GL=1430m

MCA WTP: 
GL=1287m
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49.2  

35.7  

8-15  

8-15  

 
 

 
Zuunmod Zuunmod

10.5km 2,400m3/day 17.1
8-16  

  

Rate Amount
Foreign (JPY) Foreign (JPY)

Wastewater System

1 North residential area ha 25 3,000,000 75,000,000
South residential area ha 8 3,000,000 24,000,000

North Industrial / commercial area
ha 100 2,250,000 225,000,000

75% of unit cost of Residential
area

Central Industrial / commercial area ha 200 2,250,000 450,000,000
South Industrial / commercial area ha 300 2,250,000 675,000,000

4 From North area, Dia 300, PVC m 6000 10,000 60,000,000
From South area, Dia 300, PVC m 3000 10,000 30,000,000

3 Wastewater Treatment Plant, Equipment, 1st stage m3/day 1500 420,000 630,000,000 Sub-total in 1st stage
Wastewater Treatment Plant, Architect, 1st stage m3/day 1500 250,000 375,000,000 1,005,000,000
Wastewater Treatment Plant, equipment, 2nd stage m3/day 1500 420,000 630,000,000 Total of WWTP cost
Wastewater Treatment Plant, Architect, 2nd stage m3/day 1500 250,000 375,000,000 2,010,000,000

4 Transmission pump to North Reservoir, Q=1.05m3/min, H=30m LS 1 9,000,000 9,000,000
Transmission pump to South Reservoir, Q=1.05m3/min, H=50m LS 1 11,000,000 11,000,000

Sub-total Without TSE system 3,569,000,000

5 Transmission pipe to North Reservoir, Dia 200, HDPE m 13300 18,000 239,400,000
Transmission pipe to South Reservoir, Dia 200, HDPE m 9900 18,000 178,200,000

6 Reservoir at North point, 2 x 200m3 m3 400 40,000 16,000,000
Reservoir at South point, 2 x 200m3 m3 400 40,000 16,000,000

7
North residential area

ha 25 1,800,000 45,000,000
70% of DW distribution pipe
unit cost of Residential area

South residential area ha 8 1,800,000 14,400,000

North Industrial / commercial area
ha 100 1,400,000 140,000,000

75% of unit cost of Residential
area

Central Industrial / commercial area ha 200 1,400,000 280,000,000
South Industrial / commercial area ha 300 1,400,000 420,000,000

Sub-total  TSE system 1,349,000,000

Total With TSE system 4,920,000,000

Main sewer

WWTP

Transmission
pump

TSE
Transmission

Reservoir

TSE supply pipe

Item Description Unit Quantity Remarks

Wastewater
collection sewer
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8-16 Zuunmod Zuunmod

2021 7
Khushig

8-17

8-17 Zuunmod 2005/1 - 2021/8

Item
Annual rainfall Monthly Max

mm/year mm/month

Min 213.7 65.4

Ave 266.6 94.5
Max 334.9 145.5

: Zuunmod city meteriological station

Zuunmod
MP

FS
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MoE

4
6

2020 1,070.5 Gcal
2019 1,031 Gcal 3.8

1Gcal 177kg 1kWh
152g

UB
3 CHPP-3 4 CHPP-4

UB

CHPP

HOB 200 300 HOB

Zuunmod 42MW
HOB 14MW 2 14MW 1 81

13 11.64MW

14 29.27MW Zuunmod

8-8
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 既往計画・調査における計画概要 

 

新空港衛星都市MPでは、当該エリアの将来熱負荷需要を186.4 Gcal/h（216.8MW）と

計画されている。熱源はHOBであり、20個の配熱センターを経由する供給が計画さ

れている。導管は計15kmの計画である。熱需要の内訳は、暖房が120.2Gcal/h
（139.8MW）、換気は33.4Gcal/h（38.84MW）、給湯が32.9GCal/h（38.26MW）である。 

新Zuunmodには、空港用のHOB施設があるが、新規都市開発のための供給能力はな

いため、都市開発のためには新規の熱源確保が必要不可欠である。 

表 8-18 将来熱需要 
使用種類 合計 熱需要 Gcal/h 

 世帯数 人口、 
就労人口

暖房 換気 温水 合計熱需要 

住宅合計 9,478 34,119 24.20 - 29.05 53.26 
 中低層住宅  7.84 - 22.43 30.28 
 低層住宅  16.36 - 6.62 22.98 
公共エリア  18,102.9 45.7 13.3 3.1 62.1 
特別地区  3,556.8 8.20 3.30 0.20 11.60 
工業地区  1,078.2 42.10 16.80 0.50 59.40 

合計  120.2 33.4 32.9 186.4 
低層住宅の温水

熱需要以外   120.20 33.40 26.2 179.7 

出典：新空港衛星都市 MP 
 

表 8-19 施設整備計画 
名称 配置数や規模 

HOB の数や規模 179Gcal/h HOB 一基 
その他の施設 20 個の配熱センター 

導管延長 導管は計 15km 
出典：新空港衛星都市 MP 

 
出典：新空港衛星都市 MP 

図 8-9 既存 MP における熱供給システム計画 

配熱センター  HOB  導管 
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Khushig Maidar Sergelen Zuunmod
Zuunmod 465MW Maidar
160MW Zuunmod 210MW Zuunmod 95MW HOB

Zuunmod 40MW HOB
HOB 140MW Zuunmod 30MW 65MW HOB

42MW HOB 27MW 8

CDC

8-10

8.2.2

Zuunmod

ZEH Net Zero Energy House ZEB Net Zero Energy Building
8-11

MCUD
ZEH ZEB
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PHI Passive House Institute

8-11

10W/m2 1/5
53.26GCal/h 61.88MW

1/5 12.38MW

4 5KW

HOB

9

HOB
Zuunmod 1,719 MNT

PHIM Passive House Institute of 
Mongolia

8-12
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8-20
HOB ZEH/ZEB

20
15

HOB 

JICA

ZEH/ZEB

4KW

2
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 Zuunmod
ZEH ZEB

Zuunmod
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MoE

Energy Regulatory Commission: ERC
National Dispatch Center: 

NDC

Central Energy System: CES
CES CES 220 kV

CES
NPTGC UBEDN

ERC

8-13

2001 2 2007 2
2009 7 2011 12 2015 12 2017 1 2001

2007

2015 6 2015 2030
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2020 8
2020 2024

2015 2030

1 2015 2023
UB 5 Tavan Tolgoi Baganuur Egiin Gol

2 2024 2030
Selenge 300 MW

2023 20% 2030 30%

8-21

2014 1
2023

2
2030

-10% 10% 20%
3% 10% 15%

1
-16.22% 0% 5%

14.4% 11.2% 9.14%
13.7% 10.8% 7.8%
7.62% 20% 30%

1 0.52 ton CO2 0.49 ton CO2 0.47 ton CO2

0% 20% 40%

MoE

MP

34,119 9478 21,000 14,881

8-22

ha kW
36.46 8,558.89
51.61 4,091.40

2,530.06
1. 2. 350.39 5,060.12
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  ha   
kW  

3. 4 5. 
6. 7. 8. 

9. 10.  
  38.54 14,303.82 

 24.88 
 59.41 

  96.59 10,727.86 
 104.41 
 167.67 

 
 

 61.60 3,575.95 
 840.40 

 
 

 281.10 1,787.98 
 342.40 

 1,475.80 
  1,254.70 ― 

 64.98 3,575.95 
 18.98 1,787.98 

 427.04 
  ― ― 

 5,696.96 56,000.00 
MP Vol.2  

 

2 16MVA 110/10kV

110/35/10kV 2 40MVA 35/10kV
2 20MVA 110/35/10kV 220/110kV 

Songino 110kV 35kV
35/10kV Zuunmod  

2 2021-2025 110/35/10kV
35/10kV 110kV 35kV 35kV
2 2 630kVA 20 2026-

2030 3 2 630kVA 20
 

 

8-23  
  MNT  

   
110/35/10kV  1  4,600.00 92.00 4,692.00 
35/10kV  1  2,400.00 48.00 2,448.00 

 6  4,680.42 52.33 4,732.75 
630kVA*2  40  10,188.00 91.63 10,279.63 
110kV  38 km 21,698.00 515.54 22,213.54 
35kV  8 km 3,200.00 76.03 3,276.03 
35kV  12 km 5,400.00 128.30 5,528.30 
10kV  44 km 3,454.00 82.07 3,536.07 

  55,620.42 1,085.90 56,706.32 
MP Vol.2  
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CDC Khushig
220/110/35kV 1 110/35/10kV 5 220kV2
87km 110kV2 64km Zuunmod

19.6MW 18.8MW
8-14

110/35/10kV Aero City 35kV 3
110/35/10kV 35/10kV 1 35kV

2

CDC Khushig

8-14 Zuunmod

Khushig
UPRI UB2040 UB

2040 310MW 200MW roof top
500MW 73

Zuunmod 50MW 100MW BESS Battery Energy Storage 
System

73 2021 9 UB2040 online forum
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8-24 77.3%
90.9%

17.9% 2023 20%

UB CES CHPP-4 CHPP-
4

CHPP-4

BESS 80MW

8-24 2020
Energy Sources Installed Capacity in 2020 Production in 2020

MW % GWh %
CHPPs Coal 1,182.0 77.3 6,493.6 90.9
Diesel Generators 72.8 4.8 2.7 0.04
Hydro PPs 28.5 1.9 83.2 1.2
Wind PPs 155.0 10.1 457.2 6.4
Solar PV plants 90.0 5.9 108.6 1.5
Total 1,528.3 100.0 7,145.0 100.0
Imported Energy     -     - 1,705.6
Imported Energy in %     -     - 19.3

ERC

ERC

8-15 2020
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Khushig 110/10kV
35/10kV Zuunmod 

MP 56,000.00kW 56MW
2050 CDC

Khushig Zuunmod 2040
19.6MW 18.8MW 38.4MW

ZEH 2kW
10,000 20MW

20MW

2030 30%
Zuunmod

2040
Zuunmod 8-1 2 13,000

110/35/10kV Aero City 2
40MVA 40% 8MW

Aero City 3 35kV 1~2
2040 780

1,560 TG 2040

2 4,000 ZEH
2kW 4,000

8MW 16MW
Aero City

ZEH

ZEH

roof top 

4kW

2 4,000 4kW
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16MW
Aero City 16MW 16MW

2 Net 
Zero Energy CDC

89.2GWh
2

40% 89.2GWh
40%=35.68GWh 20MW

MP
61.87MW 1/5 40% 4.95MW

28.5GWh 16MW
Roof top 16MW

20MW “Net Zero Energy” 
Zuunmod 50MW

2

roof top 

SVC STATCOM

8-25
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UBEDN

 

UBEDN NREC
UBEDN

NREC UBEDN
UBEDN

UBEDN NREC UBEDN

 
  

173



174 
 

 情報通信 

 モンゴル国政府の関連政策・法制度 

 

1)    通信情報技術庁（CITA、現デジタル通信省） 

モンゴル国の情報通信セクターの監督機関は、1921年に郵便通信総委員会が外務省

の下で活動を開始したことが始まりであり、1944年に通信省として独立機関となっ

たことは、情報通信セクターの発展の大きな一歩であった。その後、交通網と通信

網の開発を強化する政府の意向から、1957年に通信省は交通省と合併し、何度かの

名称変更を経て交通と通信一体となった開発を行っていたが、1996年の組織改編で

通信行政単独の政府局（郵政通信局）が設立された。 

2000年代を迎え、経済発展と社会開発における情報技術の重要性が共通認識となる

なか、2004年の議会選挙後の内閣改造で、情報通信技術（ICT）開発政策を一手に所

管する首相府直属の組織として、情報通信技術庁（ICTA）が発足した。その後、内

閣改造のたびに4年ごとに名称を変え、現在は2016年に発足した通信情報技術庁

（CITA）が情報通信セクターの監督機関となり、首相が国家の情報通信技術政策・

法制度を決定、実行するためのあらゆる支援を行い、方針に関する実施要領の提供

や実運用の調整などを行ってきた。 

CITAは現在、宇宙通信技術、通信技術全般、情報技術、郵政、放送、技術革新、情

報セキュリティ、電子政府など広範な分野の法律、方針と意思決定の草案の作成と

セクター開発戦略の明確化や指針の提供などを担当している。 

 
 出典：CITA 

図 8-16 情報通信技術庁（CITA）組織図 
 

なお、2022年1月に、電子国家への移行、電子行政の拡大などの取り組みを強化する

ことなどを目的として、CITAに代わり新たにデジタル通信省が設立された。 

2) 通信規制委員会（CRC） 

1990年代に、社会主義から民主主義へ移行し、市場経済へと構造改革をする過程で、

情報通信セクターにおいても、国際基準に整合させて政策実行機能と規制機能とを

分離する必要性が高まり、1995年の通信法の施行に合わせて、情報通信セクターの

初の規制機関として通信規制評議会（CRC）が設立された。その後2001年の通信法

の改正を受け、モンゴル国における情報通信セクターの独立した規制機関として、

通信規制委員会（CRC）が発足した。 
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CRC

1) 2050

2050 9 47
2 5.3 E- 7.5

8-26 2050 5.3 7.5
Objective 5.3. Develop an effective and efficient e-governance to promote human development.

Stage 1 2020–2030 Stage 2 2031–2040 Stage 3 2041–2050
The period to develop and strengthen 
an effective e-governance policy and 

legal framework to ensure 
information security.

The period to increase productivity 
and efficiency by introducing 
advances and innovations in 

information and communication 
technologies in all economic and 

social sectors.

The period to develop an e-
governance to support human 

development.

1. Create a legal framework for the 
development of e-governance, and 
connect the population to high-speed 
internet.
2. Create and develop an integrated e-
database and relevant infrastructure.
3. With the transition to e-services 
state services shall become prompt 
and immediate irrespective of time 
and distance.
4. Improve an information exchange 
between state organs and among state, 
civil society and business entities, 
reduce administrative expenses and 
increase the efficiency of services.
5. Create an environment to receive e-
proposals from citizens and 
communities in decision-making of 
state organizations, and increase 
information transparency.

1. Align the policy and legal 
framework for e-governance 
development with international 
standards.
2. Link an integrated e-database to 
economic relations.
3. Reduce time spent by citizens on 
state services.
4. Fully switch citizens, state organs 
and business entities to cloud 
technology for information 
exchange, and strengthen a 
transparent civil service system.

1. Create an enabling policy and 
legal environment for e-governance 
to support human development.
2. Bring infrastructure of integrated 
e-database in line with international 
standards.
3. Strengthen the people-centered 
and smart governance.
4. Improve the quality of 
information exchange between 
citizens, state and business 
organizations, and increase its 
competitiveness.
5. Bring e-governance technology 
in line with international standards, 
and strengthen a society free from 
corruption and bureaucracy.

Objective 7.5. Guarantee information integrity, confidentiality and accessibility for the state, citizens and 
private sector, and create its competitiveness.

Stage 1 2020–2030 Stage 2 2031–2040 Stage 3 2041–2050
The period to develop a legal 

environment for cyber security, and 
technology-based innovation and 

integration, and enhance the national 
capacity of risk management.

The period to develop innovation 
in electronic information and 
information technology and 
increase national capacity.

The period to develop innovation 
in electronic information and 
information technology and 
enhance national capacity.

1. Strengthen cyber security system. 
2. Strengthen the capacity and 
infrastructure to study, own and use 
space technologies, and create 
national products and services based 
on space technologies. 
3. Establish a system to support 
national production of information, 
technology and communication 
systems, hardware and software, 
reduce technological dependence, and 
strengthen the capacity to fight 
cybercrime and cyber-attacks. 
4. Create an electronic database of 

1. Conduct an information 
technology research, introduce 
innovations, and develop safe 
products. 
2. Establish a new national satellite 
communications network, develop 
the operation and control 
management of the national 
communications network, and 
ensure information security. 
3. Ensure the security of electronic 
databases of state organs and their 
infrastructure, increase their 
capacity, and strengthen the system 

1. Increase the capacity to protect 
national interests, to ensure and 
prevent information security of the 
state, citizens and organizations to a 
level that allows competing 
regionally and internationally. 
2. Develop natural disaster warning 
systems, border and area 
monitoring, remote education and 
health services with the help of 
space technologies, and create 
benefits for the country's economy, 
security and business 
competitiveness. 

175



176 
 

state organs, strengthen their capacity 
to prevent the disclosure and loss of 
state and official secrets, and reduce 
the risk of crimes and violations of 
disclosures and loss of state secrets. 

for developing information security 
solutions. 
4. Increase the capacity to prevent 
the disclosure and loss of state and 
official secrets, to detect and 
suppress such violations. 

3. Develop innovations by 
supporting achievements in the 
field of information and technology 
and by generating new knowledge, 
and bring security management 
capacity closer to that of developed 
countries. 
4. Fully protect databases of state 
organs, and state and official 
secrets. 

2050, cabinet.gov.mn/?lang=en 
 

2.1
2.2

8.1

9.3 E- E-
AI

9.4

5 2021-2025
2050 2021-2030

 

2) 2020-2024  

2050
AI

E-Mongolia

 

3) 2017-2025  

2017-2025 2030
2016-2020 2050

2030
ICT  

8 47  

1. ICT
 

2. ICT
ICT

 

3. ICT  

4. ICT R&D
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R&D  

5. ICT
ICT

 

6. 
PPP  

7. 
 

8. 

 

20
 

2017-2020
ICT

IT

 

2021 -2025 ICT

ICT

 

8-27 2017-2025   
# Goal Criteria Unit Baseline 

2016 
Targeted 

Level 
2020 

Targete
d level 
2025 

Information 
source 

1 ICT 
Network 

and 
infrastructure 

Bandwidth of high 
speed network 
connecting Asia and 
Europe  

Gbit/sec 120 10 times 
increase 

80 times 
increase 

Special 
sectorial study 

Capacity of the 
backbone network 
connection across all 
aimags  

Gbit/sec 10 100 500 Special 
sectorial study 

High speed broadband 
network connection at 
aimag centers  

Gbit/sec 1 10 20 Special 
sectorial study 

Capacity of soums and 
settlements  

Mbit/sec 155 516 2048 Special 
sectorial study 

2 Innovation, 
ICT R&D 

A loan guaranteed by 
intellectual property 
and intangible capital  

Number 
of loans 
granted  

1  25  50  Bank  

Existence of 
technology 
experiments, testing 
and certification 
laboratory  

Number  -  -  1   

3 Smart 
governance 

E-service index  Index 
indicator  

0.51  0.57  0.7  UN e-
government 
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# Goal Criteria Unit Baseline 
2016 

Targeted 
Level 
2020 

Targete
d level 
2025 

Information 
source 

based on ICT 
advancement 

questionnaire  
E-participation index  Index 

indicator  
0.71  0.74  0.8  UN e-

government 
questionnaire  

Number of integrated 
database  

Number  -  -  1  Policy study  

Population digital 
literacy  

%  32  50  90  USOF study  

4 ICT service Percentage of 
households connected 
to broadband Internet  

%  29  50  70  ITU  

Percentage of 
population who uses 
the Internet  

%  27  60  90  ITU  

Percentage of active 
users of next 
generation mobile 
technology  

%  4.53  40  70  CRC  

5 ICT industry Growth rate of High 
technology and 
telecommunication 
productions and 
products  

%  0.02  25  50  National 
Development 

Authority  

Supply of branded 
products of national 
software companies  

%  9  20  40  MOSA  

Supply of national 
digital content in 
Mongolian  

%  9  25  50  MOSA  

6 Enhance the 
environment 

of ICT 
markets, 

investment 
and 

competition 

Investment growth 
rate of ICT sector  

%  8  12  20  Special 
sectorial study  

Income growth rate of 
ICT sector  

%  8  12  20  Special 
sectorial study  

7 Information 
security 

Cyber security 
technical index of ITU  

Index 
indicator  

0.83  0.9  1  Cyber 
security 

survey of ITU  
Cyber security 
cooperation index of 
ITU  

Index 
indicator  

0.63  0.7  0.83  Cyber 
security 

survey of ITU  
 2017-2025 www.cita.gov.mn/ 

 
2050 2020-2024 CITA

2021-2024 6
 

1.
 

2.

 

3.
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4.
e-nation

5.

6.

2001 2006
CRC

Universal Service Obligation Fund, USOF

3

100
2008

CRC

2005

2006 Telecom Mongolia

Information and Communication Network LLC ICN 
LLC Netcom 2018 47.3%

18,165km 899,442m 11,499
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        CRC https://crc.gov.mn/en/k/2ll/1L  

8-17  
 

1)     

ICT
2000

2020 6
46,342km 2018 21

100Gbps  

 
      Key sector indicators for the end of 2020 CRC https://crc.gov.mn/w/37I/4R  

8-18  
 

2)  

2019
155Gbps 2020 418Gbp 3  
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1)   

NSO
91

31 UB 41 26
50 5 CRC

2020 11

2020 6
87.8% 10 74.0% 13.8%
83.1% 90.2%

54.5% 82.9%

CRC 2020
336 436

6
64.7% 10 30.6% 34.1%

41.7% 72.4% 6.8% 49.3%

4G

2020 Population and Housing Census of Mongolia

8-19

        Key sector indicators for the end of 2020 CRC https://crc.gov.mn/w/37I/4R

8-20

181



182

Key sector indicators for the end of 2020 CRC https://crc.gov.mn/w/37I/4R

8-21 3G 4G

2) UB

2020 6
91.2% 10 86.9%

4.3% 15 59 98%
6 9 47.2% 70 88.2%

6
76.0% 10 49.3% 26.7%

3) Khushig

Zuunmod Sergelen 2020
6 Zuunmod 90.9% 10

79.0% 11.9% Sergelen 94.5 69.7% 24.8
9 Khushig

6
Zuunmod 65.0% 10 37.0% 28.0%

Sergelen 59.9 11.1% 48.8

MP Zuunmod

2030

46.3km

4 10.2km 6 15.2km 9 20.9km

121.7km

32 38km 48 37.5km 96 46.2km

1
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 1,008m2（21×16m2、3階建） 

【携帯電話用鉄塔】2箇所 

【テレビ再送信用鉄塔】1箇所 
 

管路設備を先行配管し、その中に96コアの光ファイバケーブルをアクセス用の幹線

設備として1本敷設する計画である。過去には、新たな都市開発時に、水、電力、通

信などのサービスに必要な管路設備が用意されておらず、サービス提供時に各々の

事業者が掘削工事を実施しなければならなかった事例もあったようであるが、今回

の計画では、その点の対応ができている。 

国内バックボーンネットワークへの連携は、新Zuunmodに新設する情報通信局舎か

ら、Buyant-Ukhaa空港とYarmag地区に計画中の情報通信局舎まで、道路沿いに48コ
ア光ファイバケーブルを敷設する計画としていた。 

サービス利用者へのアクセス設備は、新設する情報通信局舎に、最先端のマルチサ

ービスアクセス収容装置を設置、人口に応じて増設することで、電話や高速インタ

ーネット接続、TV放送などのサービスを提供する計画としていた。 

 
    出典：新空港衛星都市 MP（調査団加筆） 

図 8-22 新空港衛星都市 MP におけるアクセス情報通信インフラ整備計画 
 

 

本計画においては、図8-23のとおり、Khushig谷エリアにおける光ファイバケーブル

による都市間ネットワーク新設区間について、1） Zuunmod～新Zuunmod、2） 新
Zuunmod～物流センター、3） 物流センター～Maidar City、4） Zuunmod～Maidar City、
5） Maidar City～Nalaikhの5区間とし、ZuunmodとNalaikhから、既設の国内バックボ

ーンネットワークに接続する計画となっている。Zuunmodからは西回りルートで、

Nalaikhからは東回りルートでバックボーンネットワークがUB市まで構築されてお

り、UB市とKhushig谷エリアを信頼度の高いリング状ネットワークで接続すること

が可能である。 

また、通信局舎は、新空港東側以外に、物流センター付近とMaidar Cityの合計3か所

に建設する計画となっている。 

情報通信局 

４～９パイプ管路 

携帯電話用鉄塔 

テレビ再送信用鉄
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CDC 2021 9

8-23 Khushig

8-23 Khushig Khushig
UB

Khushig
UB Khushig Zuunmod

Information and Communication 
Network LLC ICN LLC Netcom Skynetworks LLC

2 Mobicom Networks LLC

Zuunmod
4 Zuunmod Sergelen

Mongolian 
Telecommunication JSC Univision LLC Mobinet LLC

Zuunmod Sergelen

Khushig UB

New Airport

Via Ulaanbaatar

Zuunmod

New Zuunmod

International 
data center

Maidar
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2020 2023 5G
2023 1

5G

4G
km 5G 100m

UPRI 5G UB Khushig
8-24

2 5G

48 1

MP

5G

UPRI

8-24 Khushig
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CITA

JICA

2

5G
2023

10
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Khushig

Tuv Zuunmod
Tuv

MoET

2017 5 12

43

Zuunmod
Zuunmod 8-28

500MNT/ 20 1L
2500MNT 100
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8-28 Zuunmod
No. MNT
1 500
2 10 10,000

11-25 20,000
25-50 40,000

51 60,000
3 m2 5,000
4 8,000-10,000
5 20,000
6 10,000
7

3,000

1.
2.

3.
1

Zuunmod 9 4 5 3

300m

10km
MP Zuunmod Sergelen

MP

2019 MP

3R
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MP 8-29
7 1 288.4
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1
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1
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 34,119  0.5 17 119 510 6,120 

 
 21,000  0.8 16.8 117.6 504 6,048 

 
 14,881  0.5 7.4 51.8 222 2,664 

 70,000  ‐ 41.2 288.4 1,237.7 14,832 
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MP 
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1
8-25
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MP 

8-25 MP  

8-31 MP  

   1    
1  

 5  2  4  40 41.2 
MP 

 

MP Zuunmod Sergelen
3.5km Ikheriin Buuts

Zuunmod MP
 

UB 2020
2030

UB Bagakhangai Chuluut
3km  

 
MP 

8-26 MP  

Zuunmod 

Sergelen 
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MP

MoET
Tuv 8-27

369 68,000

2009 MoET
3,080 MNT 123

2020-2024

2019 8 28
337 UB

Baganuur 10ha 2020 3
9 Baganuur 01/46

2020 4 15 A/134

2020 43 MCUD Tuv MoET
MoET 2020 10 UB

MoET

8-27
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Zuunmod
14ha

Zuunmod 2021 FS
20 280 MNT 11.3

   Google Earth

8-28 Zuunmod

Zuunmod
MP

7 5 2

Google Earth

400m
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Khushig 4 Zuunmod Zuunmod Sergelen
Maidar City

MoET
MP

Zuunmod

Zuunmod
MP 2040 7

Zuunmod MP

Khushig

Zuunmod 7

Zuunmod
MP

MP 7 5 2
Khushig

4
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Khushig
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200t/ 1

50 3

8-32

62,000t/
200t/ ×1 312.5

2ha
3
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50 20

UB 2021

3R

500MNT 20

194



195 
 

 Zuunmod  
Zuunmod

 

  

2017 2 IMF EEF
GDP 2020 5

Covid-19  

PPP
2009 PPP PPP

2010

ICT PPP
 

PPP Knowledge Lab PPP 6
3 2 ICT 1  

9-1 PPP  

PROJECT NAME SECTOR FINANCIAL 
CLOSURE YEAR 

INVESTMENT 
($US MILLION) 

Tsetsii Wind Farm (JICA ) Electricity 2016 $128.00  
Sainshand Wind Farm Electricity 2017 $120.00  
Newcom Salkhit Wind Farm Electricity 2012 $120.00  
Desert Solar Power Electricity 2018 $54.00  
Sermsang Khushig Khundii Solar PV Power Plant Electricity 2019 $18.70  
Mongolia Telecom Company ICT 1995 $4.50  

https://pppknowledgelab.org/countries/mongolia 
 

PPP
JICA

PPP
74

 

1.  

2. PPP  

3.  

4.  

2010 PPP 5
PPP

10 75

PPP
 

74 https://www.jica.go.jp/oda/project/1300530/index.html 
75  Mongolia InfraSAP Infrastructure Sector Assessment Programme  Infrastructure for Connectivity and Economic Diversification
Nov.2020 World Bank 
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NDA PPP
PPP

NDA

NDA 2022 1
MoF

 

PPP PPP

Zuunmod
PPP  

 

 Zuunmod  

Zuunmod

6.3

 

2011 Development Bank 
of Mongolia: DBM

10
 

Zuunmod

PPP PPP
Zuunmod

 

 

  

 PPP 

  

 

 Zuunmod PPP  

4.2.2 Khushig
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 9-1 Khushig PPP  
 

 Zuunmod  

 Zuunmod  

Zuunmod
UB

 

UB UB
Zuunmod

Zuunmod
 

UB
UB 6

Zuunmod
 9-2

76

UB
 

 
76 JICA  
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 9-2 UB  
 

  

2050 9 6

Mongolia 
Sustainable Finance Association: MSFA Mongolia Green Finance Corporation

 

Green Climate Fund GCF

2015 Xac 
Bank TDB 2020

GCF

77  

Zuunmod

 

 

 

 

 
77 Xac Bank, TDB (2021 12 ) 
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10. 新空港衛星都市 MP 改善に向けた提言：ロードマップ（案） 
これまでの分析を基に、本章では、新Zuunmod整備にかかる短期、中期におけるロ

ードマップ（案）を整理する。 

10.1. MP 全体計画の段階実施に係る提言 

前述4.3節の通り、新空港衛星都市MPの改訂及び開発法の策定、上下水道施設整備、

電力施設整備、ボグドハン鉄道建設、AH-3バイパス建設は、新空港周辺都市開発

MPに沿った形で新Zuunmodを開発するにあたって必須な条件と考える。 

その上で、これまでの提案を踏まえ、シナリオとして考えられるのは、以下の通り

である。 

① 最低限の空港職員住宅が整備される。 

② ボグドハン鉄道が整備され、物流センターが整備され、物流業者がUB市から

移転する。 

③ ボグドハン鉄道整備はされないが、ICTビジネスコンプレックスを中心とする

実証実験の場とする産業の広がりが発生する。 

④ ボグドハン鉄道及び物流センターが整備され、物流業者がUB市から移転する。

併せて、ICTビジネスコンプレックスを中心とする実証実験の場とする産業の

広がりが発生する。 

⑤ Khushig谷開発の計画通り開発され、中期までに新Zuunmod開発が完了する。 

上記の中で、現在の首相の重要案件として位置づけられているモンゴル側の動きか

らは、④が適切だと考えるが、モンゴル側のKhushig谷総合計画、UBMP2040、産

業政策など様々な政策や計画が定まっておらず、かつモンゴル行政関係者の考えが

まとまっていない、財源も確保されていない中で、最も現実性のある案であると断

言をするのは困難である。 

10.2. 短中期における新 Zuunmod 整備にかかるロードマップ（案） 

上記を受け、④に従って想定される短中期における新Zuunmod整備にかかるロード

マップ（案）を図10-1及び表10-1に示す。 

 
注：緑の矢印は計画や法整備などのソフト事業、紺の矢印は行政による整備、水色の矢印は民間活
動を示す。また、黄色の文字は新 Zuunmod 開発を促進するために不可欠な活動を示す。 
出典：調査団 

図 10-1 短中期における新 Zuunmod 整備にかかるロードマップ（案） 

短期（2022-2030） 中期（2031-2040）
都市整備

物流

産業誘致

インフラ

R＆D、ICT企業移転

鉄道・道路運輸物流センター建設
ボグドハン鉄道建設

商業及び観光関連産業の⽴地

空港ーUB及
びZuunmod
への公共交通
（バス、タク
シー）整備

AH-3

空港－
Zuunmod間
の道路整備

戦略特区制度整備

空港職員及び物流関係者⽤住
宅建設、及び学校などの社会
インフラ建設

⼤型商業施設、ホテ
ル建設（⺠間）
住宅建設（⺠間）
ビジネスコンプ
レックス建設

空港ー地
⽅都市へ
の公共交
通（バ
ス）整備

国内物流関連企業の移転

空港職員住宅（600⼾）建
設及び付随する社会イン
フラ、⽣活関連施設（商
業、幼稚園など）整備パッシブ建築法制度

空港職員
住宅600
⼾設計

企業誘致

基礎インフラ整備
FS・設計

新Zuunmod MP作成
新Zuunmod開発法

MICE施設建
設（⺠間）

MICE⽤基
盤整備

インフラ施設整備
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4,500 6

4 27

www.pref.chiba.lg.jp/gyoukaku/shingikai/gyouseikaikaku/2009/6-gaiyou/documents/siryou1.pdf
www.city.chiba.jp/sogoseisaku/miraitoshi/makuhari/makuharishintoshingaiyo.html

www.city.chiba.jp/sogoseisaku/miraitoshi/makuhari/documents/makuhari_new_city_official_guide2021.pdf

II-2

2

2 Zuunmod

2
2

Zuunmod

Education/R&D area

Residential area

Residential area

Stadium Park

Business area

Offices

Large scale shopping center Commercial 
& hotel area

Exhibition hall

Area size: 522ha
Planned resident population: 36,000 (revised 
from 26,000 in 2008)
Planned employed population: 150,000

Project cost (~2009) :
Landfill, road, and infrastructure  500 bil. JPY

( 5,000 , 4.5 bil. MNT)
Private building construction 2,500 bil. JPY

( 2 5,000 , 22.7 bil. MNT)

1975 Formulation of Makuhari new town concept plan
1979 Opening of an artificial beach
1980’s Opening of a highway and JR line 
1983 Formulation of Makuhari new town 

implementation plan
1985 Formulation of Makuhari new town 

infrastructure basic plan
Opening of Open University of Japan

1986 Opening of JR station
1987 Opening of Makuhari Kaihin Park
1988 Formulation of Environmental design manual
1989 Opening of Makuhari Messe (exhibition hall)

Starting of district hearing and cooling supply by 
gas

1990 Opening of a baseball stadium and an office 
complex
Formulation of residential area implementation 
plan

1993 Starting of construction of residences and public 
schools

1995 Moving-in of residents 
Current situations
Resident population: 25,000 / Supplied housing units: 9,400
Employment population: 40,000
Visitor: 27,000,000/year
Facilities
6 hotels (3,200 guest rooms), 4 universities,  3 high schools, 1 vocational school, 1 international school, 7 research institutes
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content/themes/yuuchi/files/pamphlet.pdf
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III-1

2008
https://koara.lib.keio.ac.jp/xoonips/modules/xoonips/detail.php?koara_id=0302-0000-0499
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特定の産業団地に留まらず、対象となる都市全域に指定されており、既存市街地に立地

しようが産業団地に立地しようが差別はしない方針である。特に、産業高度化・事業革

新地域は、沖縄本島全域に指定されており、どんな業種でも地域によらず構造改革を支

援する制度となっている。 

 
    出典：https://www.pref.okinawa.jp/site/shoko/seisaku/kikaku/documents/zei.pdf  
 

図 V-1 沖縄県経済特区制度の指定区域 

 
出典：https://www.pref.okinawa.jp/site/shoko/seisaku/kikaku/documents/zei.pdf  

図 V-2 沖縄県経済特区における税制優遇措置  
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3 21

IFEZ 2 ha

R&D
IIAC

KFEZ

V-1 FEZ

Songdo 
International City 53.36km2 195 USD 265,661

104,112
4,978
/km2

•
• ∙
• ∙
• MICE

Yeongjong 
International 

City
52.30 km2 112 USD 183,762

70,653
3,513
/km2

•
•
•

Cheongna 
International 

City
17.81 km2 60 USD 90,000

33,210
5,056
/km2

•
•
•
•

   https://www.ifez.go.kr

https://www.ifez.go.kr/eng/ivi001
V-3 FEZ

2006
2020 15
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V-2 15 6
Cluster of megatrends 15 megatrends

Change in World Economic 
Order

Integration of World Economy
Power shift in World Economic Order and Change in Comparative Advantage

Labor, resource and management Aging: Change in demographic structure
Degradation of environment and natural resources
Paradigm shift in financial markets
New wave in Management: Knowledge based CRM

Acceleration in technology 
innovation

Maturation of digital and network technology
Advert of bio economy
Fusion technology: IT, BT, NT, New materials
Challenge to new technology: Rise of national strategic technology
Hegemony of technology: Standardization and intellectual property rights

Evolution of new culture and 
consumption patterns

New consumption patterns
Evolution of new technology

The Korea – specific situation Progress in South-North Korean economic cooperation
Regional innovation and balanced national development

https://www.reportworld.co.kr/reports/357695

IFEZ

V-3 IFEZ FDI

FDI

Biology Sector 855.8 USD 7,443 14 companies including Samsung BioLogics

High-tech 
Industry Sector 808.2 USD 17,240 40 companies including Amkor Technology, ILJIN 

Semiconductor Co., Ltd.

Education 
Sector n.a n.a

Following the opening of Chadwick International School, 
Cheongna Dalton School and The State University of New York 
Korea, the first branch university of U.S. university, George 
Mason University’s Songdo Campus and The University of Utah 
Asia Campus

Logistics 
Service Sector 71.7 USD 14,650 5 companies including Lotte Mall Songdo

Financial 
Service Sector FDI 50 USD 7,000

Other Sectors
n.a 1,000 Kolong Global, Kolong Water & Energy

n.a 1,500 Daewoo Engineering: Agreement Conclusion

Green Climate 
Fund (GCF) n.a 500 Expected production of KRW380billion per year

https://www.ifez.go.kr/eng/ivt020

IFEZ

1)

5 15
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V-4
 

   ( ) 

 
 

 5 100   

 

 
15 100  

1,000 USD  
500 USD  

R&D 100 USD  
1,000 USD  

500 USD  
 

10 100 →3 50  

 

 
 

 5 100   

 

 
15 100  3,000 USD 50/100

5 USD   
10 100 →3 50  

https://www.ifez.go.kr/eng/ivt013  
 

2)  

 

 V-5  

30

FEZ

50
10/1,000

50-100%

2 USD  

https://www.ifez.go.kr/eng/ivt014 https://www.ifez.go.kr/eng/ivt016  
 
3)  

 
  

 



A-34

Ⅴ-6
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https://www.airport.kr/co_file/ja/file01/Incheonairport_Global_Cargo_Brochure(ja).pdf
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V-8

Sci-Tech 
Innovation Area

31.85km2

48.34km2

39.49km2

english.beijing.gov.cn/investinginbeijing/two_zones/about/

10 18
1991 GDP 2

FDI

13 SEZ

SEZ 1990 SEZ
10 9 SEZ

2000 4 3

SEZ Park of 
Innovative Technology PIT 3 SEZ

4 FDI

SEZ Talgo
EC145( )

3 JICA 2015 
4 https://www.carecprogram.org/uploads/2018-diagnostic-study-ecozones-kaz.pdf
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 エアカーゴ基地構想事例 
 ウズベキスタン Navoy 空港 

2000年代中頃、ウズベキスタン政府はNavoy空港（Navoyは、タシケントから約500km南

西に位置する都市で、Navoy県全体で人口100万人程度。週に数便のモスクワ行き国際定

期便があるのみ）の利用促進、活用のためのエアライン誘致を考えていた。 

このときNavoy空港の将来像の検討をはじめ、ウズベキスタンに進出している外資系企

業がウズベキスタン政府に貨物ハブ構想を提案し、その後、ウズベキスタン政府が関係

者と協力しながら、世界有数の国際貨物輸送会社である大韓航空の誘致に成功した。具

体的には、2009年に大韓航空が航空貨物ターミナルの運営権を取得し、10年の開発プロ

グラムを作成し、中央アジア地区における10億トンの能力をもつ貨物施設整備計画を発

表。2010年8月に完成し、オペレーションを開始した。フレーターエプロンは5機のB747
（大型機材、韓国・仁川、ベルギー・ブラッセル、イタリア・ミラノ行）が駐機可能と

した。 

ウズベキスタン航空も2009年からフライトオペレーションを開始し、バンコク、デリー、

ムンバイ、フランクフルトなど一週間あたり18フライトを運航している。 

Navoy国際空港をハブ空港とするために、航空貨物基地だけでなく、道路、鉄道を接続

させ、近隣都市（サマルカンド、ブカラ、キーバ）のハブとして機能するようにした。

空港内に建設された146万平スクエアーフィート（132,851m2）の貨物スペースは10万ト

ン/年の処理能力を持つ。 

表 VI-1 Navoy 国際空港の貨物航空会社と就航路線 
Airlines Destinations 

Korean Air Cargo Basel/Mulhouse, Brussels, Hanoi, Milan–Malpensa, Seoul–Incheon, Tel Aviv, Vienna, 
Zaragoza 

Uzbekistan 
Airways Cargo 

Bishkek, Delhi, Dubai–International, Istanbul–Atatürk, Moscow–Domodedovo, Tehran–
Imam Khomeini, Tianjin

    出典：ウズベキスタン政府ホームページより作成 
 

なお、取扱い能力、10万トン/年で開始し、最終的に50万トンにまで拡大する計画である

が、その際、通関の24時間化などを実行する。なお、この投資は基本的に大韓航空の親

会社である韓進グループ（民間資本）の投資である。 

現在、本事業はCOVID-19の影響もあり、次の展開を模索中である。 

ウズベキスタン航空はソビエト連邦が崩壊したときに、アエロフロートの一部門（中央

アジアウズベキスタンディビジョン）であったが、その後独立して、ウズベキスタン航

空となった国営の航空会社である。また、航空会社であると同時に、エアポートオペレ

ータでもあり、Navoy空港の所有者である。 

事例からの教訓 

大韓航空は、ウズベキスタンのNavoy国際空港に、10万トン能力の航空貨物施設を空港

内に整備している。将来、50万トンに拡張するのも空港内である。しかし、Navoyには

韓国の自動車会社を除き荷主企業が存在しないことと、大韓航空がNavoyハブでの顧客

（荷主）獲得に苦労している現状では、将来拡張計画に進むのは容易ではないとしてい

る。また、もし仮に将来、臨空型の航空貨物センターを50万トン対応に拡張するとして

も、大韓航空は空港内もしくは空港に隣接する一部の用地数十haの規模で十分であると

している。貨物量と施設の規模については新ズーンモドでも参考になると考える。 
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